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第 ５次 茨城県行財政改革大綱

平成２１年２月

茨 城 県



県民サービス憲章

私たち県職員は，県民全体の奉仕者としての

自覚と責任を持ち，最少の経費で最大の効果を

めざし，県民本位のサービスに徹します。

また，絶えずサービスの改善に努めます。

１ 迅速で的確なサービス

２ 親切でわかりやすいサービス

３ 公平・公正なサービス
（平成１５年７月１日制定）



第５次茨城県行財政改革大綱の策定にあたって

本県においては,平成７年以降,４次にわたり行財政改革大綱を策定し,組

織機構の簡素化,職員数の大幅な削減,事務事業の抜本的な見直し,職員の意

識改革の徹底などさまざまな取り組みを行なってきました。

しかしながら,三位一体の改革による地方交付税の大幅かつ急激な削減に

加え,米国発の世界的金融・経済危機が我国経済を直撃し,本県財政は,まさ

に未曾有の危機的状況に瀕しています。

さらに,今後も景気の先行きは不透明であり,県税収入の伸びが見込めない

一方,医療・福祉関係経費や人件費（退職手当）の増嵩が見込まれ,巨額の財

源不足が続くことが予想されます。

こうした状況の中,真の地方分権の実現に向け,自立した地方政府としての

権限と責任に見合った地方税財源の充実・強化や地域間格差の是正に向けた

取り組みを一層推進すると共に,持続可能な財政構造の確立に向け,更なる抜

本的な改革に取り組み,ゆるぎない行財政基盤をつくりあげ,本県の新たな成

長・発展を図っていくことが求められています。

そのため,今般,県議会財政再建等調査特別委員会の最終報告書や茨城県行

財政改革推進懇談会,さらには県民の皆様の幅広いご意見等を踏まえ,平成

２１年度から平成２３年度までを推進期間とする「第５次茨城県行財政改革

大綱」を策定しました。

今後は,本大綱に基づき全庁一丸となって,県民の視点に立って行財

政改革を一層徹底して推し進めつつ,地域全体で質の高い公共サービスを効

率的に提供する自治体経営を進め,「人が輝く 元気で住みよい いばらき」

の実現に向け全力で取り組んでまいりますので県議会をはじめ県民の皆様

のご理解とご協力を何卒お願いいたします。

平成２１年２月

茨城県知事 橋本 昌
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第１ さらなる改革の必要性と取り組みの基本方向

１ これまでの取り組みと成果

本県では，これまで社会経済情勢の変化や多様化する県民ニーズなどに対応

し，質の高いサービスを最少の経費で提供できる簡素で効率的な行政システム

を構築するため平成7年12月に「茨城県行政改革大綱」を策定して以来，平成10

年3月に「茨城県行財政改革大綱」，平成15年3月「茨城県第三次行財政改革大綱」

を，そして平成18年3月には「第4次茨城県行財政改革大綱」を策定し，全庁一

丸となって「改革」を推進してきました。

この間，組織機構の簡素・効率化や職員数の削減に努め，全国でもトップク

ラスのスリムな体制を構築するとともに，事務事業の抜本的見直しや出資団体

の経営健全化，さらには県税徴収率の向上に向けた取り組み，県有未利用地の

売却促進など，歳入・歳出全般にわたるさまざまな改革に取り組んできました。

さらには，職員の意識改革の徹底を進めながら，常に県民の視点に立って仕

事の進め方や業務の見直しを行うなど，単なる減量化だけの改革にとどまらな

い取り組みを進め，着実な成果をあげてきました。

※茨城県の行財政改革の主な取り組み状況（平成6年～20年）

職 員 数 の 削 減 一 般 行 政 部 門 ： 1,360人 削 減 （ ▲ 20.0％ ）
教 育 部 門 ： 2,109人 削 減 （ ▲ 8.3％ ）

組 織 の ス リ ム 化 1部 1局 9課 を 削 減
本 庁 組 織 ： 8部 2局 80課 → 7部 1局 71課

県 税 な ど の 歳 入 対 策 約 708億 円 を 確 保
・ 県 税 収 入 ： 約 574億 円
・ 使 用 料 手 数 料 等 ： 約 66億 円
・ 県 有 未 利 用 地 売 却 収 入 ： 約 68億 円

事 務 事 業 の 見 直 し 約 2,768億 円 を 確 保
・ 一 般 行 政 施 策 の 見 直 し ，公 共 投 資 の 縮 減 ・ 重 点 化 ，

内 部 管 理 経 費 等 の 節 減 な ど

出 資 団 体 の 経 営 改 善 単 年 度 赤 字 団 体 数 を 13団 体 削 減
・ 25団 体 （ 7年 度 決 算 ） → 12団 体 （ 19年 度 決 算 ）

市 町 村 へ の 権 限 移 譲 56法 令 710事 務 の 権 限 移 譲 ， 平 成 14年 度 か ら 「 ま ち づ く
り 特 例 市 」 制 度 導 入

職 員 の 意 識 改 革 や 県 県 民 サ ー ビ ス 憲 章 制 定 （ 15年 度 ）
民 サ ー ビ ス の 向 上 目 標 チ ャ レ ン ジ ,ア イ デ ィ ア オ リ ン ピ ッ ク 実 施 (15年 度

～ )， 一 職 場 一 改 善 運 動 ・ あ い さ つ 声 か け 運 動 推 進 (15
年 度 ～ )， 新 た な 人 事 評 価 制 度 の 試 行 (18年 12月 ～ )
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２ さらなる改革の必要性

しかしながら，本県の行財政を取りまく環境は，以下のとおり第４次大綱を

策定した平成18年3月時点から大きく変化してきており，これらに対処し，改革

戦略のさらなる深化を図ることが必要となっています。

（１）社会経済情勢の変化

①第二期地方分権改革の推進，道州制の議論の活発化

平成18年12月に制定された地方分権改革推進法に基づく第二期地方分権改

革においては，政府の地方分権改革推進委員会が「地方が主役の国づくり」

に向け，国の関与の廃止・縮小や権限移譲の推進，さらには地方税財政制度

の充実・強化に向け精力的な議論を行い，平成20年5月の第１次勧告，同年12

月の第２次勧告に続き，平成21年には第３次勧告が行われることとなってい

ます。これらを受け，政府においては，地方分権改革推進計画を策定し，新

地方分権一括法（仮称）の制定を目指しています。

また，こうした分権改革の流れの中で，現行の都道府県制を見直し，「道州

制」の導入に向けた動きが活発化してきており，我が国の統治体制や広域自

治体のあり方等についてさまざまな議論が繰り広げられています。

②三位一体の改革や世界的な景気後退等による地方財政への影響の深刻化

平成16年度から平成18年度にかけて進められた三位一体の改革により，5.1

兆円もの地方交付税が減額された影響は甚大であり，さらに少子高齢化の進

展に伴う社会保障関係経費の増嵩等により，地方財政は危機的状況に瀕して

います。

これまで，地方は国を上回る定員削減を行い，事務事業の大幅な見直し，

公共投資の縮減など行革努力を重ねてきましたが，地方の自立どころか，地

域間の税収等の格差が拡大し，このまま推移すれば住民サービスに深刻な影

響を及ぼすことは必至の状況になっています。

さらに，世界的金融危機・景気後退が，我が国にも深刻な影響を及ぼし，

雇用情勢や企業収益が急激に悪化しており，地方財政は，今後地方税の大幅

減等により一層悪化する恐れがあります。

③地方公共団体財政健全化法等の施行

一般会計等だけではなく地方公営企業等を加えた連結実質赤字比率や，出

資団体等までを含めたストック指標である将来負担比率などの新たな財政指

標に基づき，財政の早期健全化又は再生を図る新たな制度として平成19年6月

「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」が制定され，平成19年度決算

から適用されています。

また，公益法人制度については，従来の主務官庁による設立認可制度から

民間有識者委員会の意見に基づき公益認定を行う制度に改正され，現行法人

は，公益法人関連三法の施行（平成20年12月）後５年以内に認定を受け，公

益社団・財団法人または，一般社団・財団法人へ移行することとなります。
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（２）未曾有の危機的状況に瀕している本県財政

本県の財政は，歳入面では，三位一体の改革により，地方交付税が平成15

年度に比べて約1,000億円も減り，一般財源は単年度あたり約300億円も減少

しています。加えて，世界的な景気後退等により，平成21年度の税収は過去

最大規模で減少し，今後も不透明な見通しであるなど，深刻な財政状況にあ

ります。

また，県債残高は，臨時財政対策債など特例的な県債の発行により，平成

21年度末に約1兆8,000億円まで増加する一方，財源不足に充てられる一般財

源基金は，ほぼ枯渇しています。このため，財源不足の解消に，緊急避難的

な措置として，県債管理基金からの借入（繰替運用）を行わなければ当初予

算を編成できない状況にあります。

加えて，平成21年度地方財政対策により，実質的な地方交付税の増額など

地方一般財源総額は確保されたものの，臨時財政対策債の大幅な増発を伴う

ため，プライマリーバランスの均衡の確保は大きく損なわれるものとなって

います。

さらに，歳出面では，人件費（退職手当）や社会保障関係経費の増嵩等に

より財政構造の硬直化が一段と進んでいます。また，将来負担比率は289.9％

と全国でも高い水準にあり，県債残高の抑制や保有土地の早期処分等による

計画的な改善が喫緊の課題となっています。

こうした現下の「財政再生団体」に転落しかねない財政危機を克服し，持

続可能で健全な財政構造を早期に確立するため，これまで以上に徹底した行

財政改革に取り組んでいく必要があります。

３ 改革の基本理念と視点

《基本理念》

『いばらきの新たな成長・発展に向け，
県民の視点に立った，質が高く，効率的な県民サービスの提供』

《改革の視点》

基本理念に基づき，次の４つを基本的な視点としながら改革に取り組みます。

①活力ある自立した「地方政府」の構築
自 己 決 定 ・ 自 己 責 任 の 原 則 の も と ， 地 域 の ニ ー ズ に 的 確 に 応 え ， 地 域 政

策 を 総 合 的 ・ 創 造 的 か つ 強 力 に 推 進 す る 「 地 方 政 府 」 の 構 築 に 向 け ， 県 庁
全 体 が 有 機 的 か つ 迅 速 ・ 機 敏 に 連 携 し 合 う 活 力 と 総 合 力 の あ る 組 織 と し て
い く と と も に ， 透 明 性 の 向 上 や 説 明 責 任 の 徹 底 を 図 っ て い き ま す 。

②行財政資源の徹底した活用
地 域 の ニ ー ズ を 十 分 考 慮 に 入 れ な が ら ， 本 格 的 な 分 権 型 社 会 に お い て 県

の 果 た す べ き 役 割 を 明 確 化 し ，「 あ れ も こ れ も 」 か ら 「 あ れ か こ れ か 」， す
な わ ち 地 域 経 済 ， 地 域 社 会 の 活 性 化 を 図 る こ と が で き ， 本 県 の 新 た な 成 長
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・ 発 展 に つ な が る よ う な 施 策 を 選 択 し ， 行 財 政 資 源 を 重 点 的 ・ 効 果 的 に 活
用 す る こ と を 徹 底 し ， 常 に 最 少 の 経 費 で 最 大 の 効 果 が 挙 げ ら れ る よ う Ｐ Ｄ
Ｃ Ａ サ イ ク ル の 確 立 等 に よ り 業 務 を 推 進 し て い き ま す 。

③多様な主体との連携・協働
地 域 に お け る 公 共 サ ー ビ ス は ，「 官 」 だ け で な く ，「 民 」 が 重 要 な 担 い 手

で あ る と の 認 識 に 立 っ て ， 従 来 の 官 民 の 役 割 分 担 を 見 直 し ， 民 間 活 力 を 積
極 的 に 取 り 入 れ る ほ か ， 県 民 ， Ｎ Ｐ Ｏ ， 団 体 ， 企 業 ， 大 学 な ど 多 様 な 主 体
と 連 携 ・ 協 働 し た 公 共 サ ー ビ ス を 一 層 拡 大 し て い き ま す 。

④グローバルな視点で，スピーディーかつ果敢に行動
改 革 の 最 前 線 に 立 つ 県 職 員 は ， 県 民 サ ー ビ ス 憲 章 の 精 神 に の っ と り ， 県

民 ・ 生 活 者 の 視 点 に 立 っ て ， 真 に 必 要 な 行 政 サ ー ビ ス が 何 か を 考 え ， 無 駄
な 仕 事 は 徹 底 的 に 排 除 し ， コ ス ト 意 識 ・ 経 営 感 覚 を 磨 き ， 社 会 経 済 情 勢 の
変 化 を グ ロ ー バ ル な 認 識 で 捉 え ， ス ピ ー デ ィ ー か つ 果 敢 に 行 動 し て い き ま
す 。

４ ３年間に『４つの改革プログラム』を進めます

県財政は危機的状況に瀕しており，これをいかに克服していくかが県政の最

重要課題であることに鑑み，「財政構造改革」を改革の柱のトップに据え，「出

資団体改革」，「県庁改革」，「分権改革」の４つの改革プログラムに平成21年度

から平成23年度までの３か年で取り組んでいきます。

総 推 進 項 目 数 ： １ １ ５ 件 総 目 標 設 定 数 ： ５ ７ 件

５ 推進状況の公表及び点検等

行財政改革の推進に当たっては，知事を先頭に全ての県職員一人ひとりが自

らの問題とし，全庁一丸となって取り組みむことはもちろんですが，県民の皆

様のご理解を得ながら，その参画と協働により改革を進めていくためにも，具

体の数値目標や改革工程などについてもできるだけ簡明にわかりやすくまとめ

ていきます。

また，毎年度改革の推進状況などをわかりやすく公表し，県議会や県民の皆

様からのご意見を頂きながら改革を着実に推進していきます。

なお，推進事項や数値目標等については，計画策定（Plan）→実施（Do）→

検証（Check）→見直し（Action）（ＰＤＣＡサイクル）に基づき，毎年度ロー

リングを行い不断の点検をしていきます。

（凡例）●：第５次大綱で新規に推進する取り組み及び第４次大綱の取り

組みを拡充するもの（下線部が拡充事項）

○：第４次大綱で掲げた取り組みを引き続き推進するもの

数値目標：原則平成23年度までの３年間の目標
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第２ 改革のプログラム

１ 財政構造改革

喫緊の課題である緊急経済・雇用対策に全力を挙げて取り組むことと
するが，本県財政は未曾有の危機的状況に瀕していることから，これを
回避し，新たな県民ニーズに的確に対応できる，持続可能で健全な財政
構造の確立を図ります。

（１）財政健全化目標

○ 「財政再生団体」へ転落しかねない財政構造を抜本的に改革します。
○ 毎年度，当初予算における県債管理基金からの繰替運用を確実に減らし

ていくことを目指します。
○ 県債残高（国の地方財政対策による特例的県債を除く）をさらに減少さ

せることを目指します。
○ 将来負担額の改善を図るとともに，平成２３年度を目途にプライマリー

バランスの黒字化を目指します。しかしながら，現在，経済情勢が極めて
流動的・不透明な中では，景気回復を最優先とし，国と歩調を合わせて取
り組む必要があり，その達成は困難と考えられますが，目標達成が遅れる
場合であっても，財政規律の観点からできる限り早期の達成を目指します。

（推進事項）

「財政再生団体」に転落しかねない財政構造からの脱却

● 県財政は危機的な状況にあることから，当面はあらゆる手段を講じ，「財
政再生団体」へ転落しかねない財政構造を抜本的に改革し，持続可能で健全
な財政構造への転換を目指します。

（参考）財政再生団体等への転落ライン
・本県の標準財政規模（H19年度決算）：約5,906億円

・財政再生団体への転落ライン（標準財政規模の5％） 実質赤字額：約295億円

・早期健全化団体への転落ライン（標準財政規模の3.75％） 実質赤字額：約221億円

○ 計画的な改革の推進のため，大綱推進期間中の「財政収支見通し」を作成
し，財政健全化の具体的方策とその目標額を掲げた新たな「財政集中改革プ
ラン」を策定するとともに，県税収入の動向や地方税財政制度の改正の状況
等を踏まえて，毎年度見直しを行います。 （平成18年度から実施：財政課）

○ 財政運営・改革の状況について，地方公共団体財政健全化法に基づく将来
負担比率等の指標を含めて，広報紙，インターネット等を通じて，わかりや
すく公表します。 （平成20年度から実施：財政課）

県債管理基金からの繰替運用の削減

● 毎年度，当初予算における県債管理基金からの繰替運用（平成20年度 200
億円）を確実に減らしていくとともに，概ね５年後を目途に繰替運用なしの
予算編成を達成することを目指します。

ただし，三位一体の改革によりもたらされた現在の構造的な財政危機にお
いては，県自らの改革努力のみでの達成は困難であることから，地方交付税
の復元・地方消費税の拡充など地方税財政制度の抜本的な見直しを国に対し
て引き続き強く要請していきます。（制度改正要望は平成16年度から実施：財政課）

１ 財政構造改革
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目 毎年度，当初予算における県債管理基金からの繰替運用を確実に減
標 少させる。

【これまでの取り組み】
繰替運用の推移 （単位：億円）

H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21
県債管理基金の基金残高 242 213 257 259 347 336 395
繰替運用額 45 45 45 145 180 200 190

＊H15からH20までの繰替運用は3月補正で解消

＊繰替運用：財源不足のため，緊急避難的措置として満期一括県債の将来の償還のために
積立を行っている県債管理基金から一般会計が借り入れること。なお，これ
まで，繰替運用は最終補正で解消している。

県債残高の圧縮

○ 中長期的に持続可能で健全な財政構造を確立するため，歳入・歳出両面に
わたり徹底した改革を進めることで県債の新規発行額を抑制することによ
り，県債残高（国の地方財政対策による特例的県債を除く）をさらに減少さ
せることを目指します。

目 毎年度，県債残高（国の地方財政対策による特例的県債を除く）を
標 さらに減少させる。

【これまでの取り組み】
県債残高の推移 （単位：億円）

H17 H18 H19 H20 H21
県債残高 A 16,668 17,087 17,168 17,434 17,917

特例的県債 B 2,528 2,799 2,979 3,395 3,951
特例的県債除き C(A-B) 14,140 14,288 14,189 14,039 13,966

＊H17からH19までは決算額，H20は最終補正後予算額，H21は当初予算額による。

＊特例的県債：公共投資に充てた県債や退職手当債など県の意思で発行をコントロールでき
る県債以外の県債。具体的には，地方交付税の代替財源として発行する臨時
財政対策債や，調整債，減収補てん債（赤字債分），減税補てん債など，地
方財政の収支不足等を補うために制度的に発行せざるを得ない県債。

将来負担額の改善とプライマリーバランスの黒字化

● 将来の世代に過大な借金を負担させない財政運営を行う観点から，歳入・
歳出両面にわたり徹底した財政構造の改革を実施することにより，将来負担
額の改善を図っていきます。

＊将来負担額：地方公共団体財政健全化法における将来負担比率の算定に用いる，全職員の
退職手当支給予定額や借入金（県債）残高，地方公営企業や出資法人等の債
務の残高など，一般会計等が将来負担する可能性のある実質的負債の合計額。

● 平成２３年度を目途に一般財源基金からの繰入に頼らずにプライマリーバ
ランスの黒字化を目指します。しかしながら，現在，経済情勢が極めて流動
的・不透明な中では，景気回復を最優先とし，国と歩調を合わせて取り組む
必要があり，その達成は困難と考えられますが，目標達成が遅れる場合であ
っても，財政規律の観点から，できる限り早期の達成を目指します。

また，地方財政対策による臨時財政対策債の急増など，県自らの努力のみ
での達成は困難でもあることから，地方交付税の復元・地方消費税の拡充な
ど地方税財政制度の抜本的な見直しを国に対して引き続き強く要請していき
ます。

１ 財政構造改革
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目 平成23年度を目途にプライマリーバランスを黒字化させる。
標 目標達成が遅れる場合であっても，できる限り早期の達成を目指す。

【これまでの取り組み】

プライマリーバランスの推移 （単位：億円）

H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21

ﾌﾟﾗｲﾏﾘｰﾊﾞﾗﾝｽ ▲454 ▲84 127 ▲192 109 ▲143 ▲412

＊H15からH19までは決算額，H20は最終補正後予算額，H21は当初予算額による。

＊H18は，土地開発公社経営健全化のための県債を臨時的に約226億円発行したため大

きく悪化しました。

（参考）プライマリーバランス:

過去の借金（県債）の元利償還金を除く歳出（現在の行政サービスに必要な歳出）

が，県債を除いた県税収入などの歳入（現在の世代が負担している歳入）で賄えて

いるかどうかを示す財政収支。

算式：(県債除き歳入)-(一般財源基金繰入・繰替運用等の歳入)-(公債費除き歳出)

（２）歳出改革

ア 人件費の抑制

基
本

○ 職員数の適正化や給与制度の見直しなどを進めることにより，人件費

方
総額を抑制します。

針
○ 職員数の状況や職員の給与・勤務時間等について，毎年，定期的にわ

かりやすい方法で公表します。

（推進事項）

① 職員数の削減

各部門における職員数の削減

● 一般行政部門については，平成２２年度末に退職者のピークを迎えること
から，引き続きさらなる職員数の削減に努め，平成１８年度から平成２３年
度の６年間で１３％程度（７５７人）の職員数の削減を図ります。

（平成18年度から実施：人事課）

○ 教職員については，児童・生徒数の減少や公立小・中学校や県立高等学校
の統廃合の進捗を踏まえ，適正に配置します。

（平成18年度から実施：教育庁）

○ 警察官については，治安情勢を踏まえ適正に配置します。
（平成18年度から実施：警察本部）

○ 学校以外の教育部門，警察官以外の警察部門及び公営企業等の会計部門に
ついては，一般行政部門と同様，定員適正化の基本的な考え方に基づき，職
員数の削減を図ります。

（平成18年度から実施：人事課，企業局，教育庁，警察本部）
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（単位：人）

平成17年度 平成23年度 増 減

一般行政部門 5,767 5,010 ▲757人（▲13.1％）

教 育 部 門 23,944 22,878 ▲1,066人（▲ 4.5％）
目

学校 23,241 22,343 ▲898人（▲ 3.9％）

学校以外 703 535 ▲168人（▲23.9％）

警 察 部 門 5,013 5,207 ＋194人（＋ 3.9％）

警察官 4,450 4,661 ＋211人（＋ 4.7％）

警察官以外 563 546 ▲17人（▲ 3.0％）

標 公 営 企 業 等 会 計 部 門 1,502 1,454 ▲48人（▲ 3.2％）

計 36,226 34,549 ▲1,677人（▲ 4.6％）

＊教育部門の学校：教員，事務職員等の計
＊教育部門の学校以外：教育庁，図書館，美術館，博物館の職員等の計
＊公営企業等会計部門:病院，大学，企業局，特別会計の職員等の計

【改革工程表：59頁】

【これまでの取り組み】

○一般行政部門：H6～H20までに1,360人（▲20.0％）を削減
職員削減率：全国第12位

職員１人あたりの負担人口：549.1人，全国12位(H20.4.1現在）
（全国平均:496人）

目標に対する進捗状況 （単位：人）

平成17年度 平成20年度 増 減

一般行政部門 5,767 5,431 ▲336（▲ 5.8%）
教 育 部 門 23,944 23,355 ▲589（▲ 2.5%）

学校 23,241 22,766 ▲475（▲ 2.0%）
学校以外 703 589 ▲114（▲16.2%）

警 察 部 門 5,013 5,224 ＋211（＋ 4.2%)
警察官 4,450 4,668 ＋218（＋ 4.9%）
警察官以外 563 556 ▲ 7（▲ 1.2%）

公 営 企 業 等 会 計 部 門 1,502 1,450 ▲52（▲ 3.5%）
計 36,226 35,460 ▲766（▲ 2.1%）

② 給与構造改革等

職員給与等の適正化・見直し

○ 年功的な給与上昇の抑制，地域手当の導入など，職員の給与制度・構造の
見直しを進めます。 （平成18年度から実施：人事課）

＊給与構造改革：H18からH22年度まで逐次・段階的実施。①全給料表の水準引き下げ（平

均約5%），②地域手当新設（全県一律3%を段階的支給。H18年度は約0.5%），

③在職中の貢献度をより的確に反映した退職手当制度へ見直し(H18.4)

● 勤務の特殊性等に応じて支給している特殊勤務手当や給料の調整額等につ
いて，勤務内容・環境の変化や支給の妥当性など，総合的な点検を行い見直
しを進めます。その他の手当についても，同様の観点から適宜見直しを行い
ます。 （特殊勤務手当については平成20年度から実施：人事課）

● 平成２７年度まで特例的に認められている退職手当債の発行により，退職
手当の負担平準化を図ります。 （平成18年度から実施：財政課）
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【これまでの取り組み】

退職手当債発行額の推移 （単位：億円）
H18 H19 H20 H21

退職手当債 60 99 103 80
＊H18・19は決算額，H20は最終補正後予算額，H21は当初予算額による。

○ 現業職員の給与水準の見直しなど，給与制度の一層の適正化を進めます。
（平成17年度から検討：人事課）

● より旅行実態と費用負担に即した制度となるよう，併せて，事務処理の軽
減効率化のため，旅費制度の見直しを進めます。

（平成18年度から実施：人事課）

能力・勤務実績に応じた給与処遇

○ 昇給・昇格への勤務実績の反映，勤勉手当の成績率の活用など，能力，勤
務実績に応じた給与処遇を進めます。 （平成18年度から実施：人事課）

【これまでの取り組み】
人件費等の削減，給与制度の見直し等
１ 給料水準等の引下げ
２ 退職手当支給率等の引下げ
３ その他改正事項：昇給，昇格，勤勉手当支給率などへの活用を前提とした新たな

人事評価制度の試行（H19.10) など

＊その他

● 厳しい財政状況に鑑み，特別職及び管理職員について，引き続き給与削減
措置を実施し，平成２１年度に約１９億円を削減します。

（平成21年度から実施：人事課）

【これまでの給与削減措置の取り組み】
H11.10～H12.3
・特別職給料カット 知事10％，副知事5％等
・県議会議員報酬カット 議長10％，副議長・議員5％

H12.4～H13.9
・特別職給料カット 知事10％，副知事5％等
・県議会議員報酬カット 議長10％，副議長・議員5％
・一般職員給料カット 管理職（本庁課長級以上）3.5％，その他2.5％

H13.11～H19.3
・特別職給料カット 知事10％，副知事5％等
・県議会議員報酬カット 議長10％，副議長・議員5％
・一般職員管理職手当カット 本庁課長級以上，学校長10％

H19.4～H21.3
・特別職給料，期末手当カット 知事20％，副知事15％等
・県議会議員報酬，期末手当カット 議長15％，副議長12％，議員10％
・一般職員給料，期末・勤勉手当カット 管理職4～5％，非管理職3.5％

〃 管理職手当カット 課長級以上，学校長20％，その他10％

〈人件費の抑制〉

目 職員定数削減，給与制度・構造の見直しにより人件費総額を100億円
標 程度削減 【改革工程表：59頁】
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イ 県全体の公債費負担等の抑制（平準化）

基
本 ○ 全庁的な資金管理を徹底し，金利負担の軽減や県債発行額の抑制など
方 により，公債費負担等の抑制に努めます。
針

（推進事項）

県債発行額の抑制

○ 今後の公債費負担の抑制を図るとともに，県債残高の圧縮に向けて，次の
目標のもとに，県債の新規発行額を抑制します。

目 ・公共投資に充てる県債の新規発行額を毎年度，前年度以下に抑制
標 ・行政改革推進債の新規発行額を抑制

【これまでの取り組み】
行財政改革大綱策定（H10.3）以降，公共投資に充てるための県債の新規発行額

は，前年度以下に抑制してきています。

公共投資に充てた県債の対前年度伸率の推移(当初予算) （単位：％）
H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21

対前年度伸率 ▲6.2 ▲2.6 ▲10.7 ▲14.0 ▲7.0 ▲6.6 ▲8.0 5.5(▲0.4)
＊（ ）内は，霞ヶ浦開発負担金繰上償還・道路特定財源一般財源化等の特殊要因を除く伸率。

行政改革推進債の対前年度伸率の推移(当初予算)（単位：％）
H18 H19 H20 H21

対前年度伸率 ▲ 18.8 ▲ 14.8 ▲ 10.2 ▲ 61.8

金利負担の軽減

● これまで，金利負担及び将来の金利変動リスクの軽減を図る観点から，１
：１の割合で発行してきた１０年債及びより金利の低い５年債に加え，超長
期債の発行や定時償還型の発行割合の増加など調達手法の多様化を図りま
す。 （平成15年度から実施：財政課）

【これまでの取り組み】
５年債の発行実績（銀行等引受債（一般会計）に占める割合）

（単位：億円，％）
H15 H16 H17 H18 H19

５年債発行額 466 603 451 440 436
割合 48.9 49.0 48.9 51.1 46.7
＊各年とも決算額ベース

＊超長期債：借入期間を20年以上とする県債。（現行：民間金融機関から調達する県債は借
入期間を5年又は10年とし，借換により30年間で償還）

○ 本県の財政状況や行財政改革への取組状況等について市場関係者を対象と
した説明会を開催し，本県債の市場での評価を高めることにより，資金調達
コストの軽減を図ります。 （平成15年度から実施：財政課）

【これまでの取り組み】
ＩＲ説明会の実施

H16.3.23（水戸），H16.10.22（東京），H17.10.25（東京）
H18.10.30（東京），H19.10.29（東京），H20.10.30（東京）
＊ＩＲ（「Investor Relations」の略）

資金調達のために，県債等の発行体が銀行・証券会社等機関投資家に対して行う
広報活動。
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● 公的資金補償金免除繰上償還制度を積極的に活用し，高金利の県債を低金
利にすべく借換を図ります。

併せて，金利負担の軽減を図るため，民間資金の繰上償還等を積極的に行
えるよう，基金等の活用を含め，県債等借入金の管理方法を検討します。

（平成19年度から実施：財政課）

【これまでの取り組み】
公的資金補償金免除繰上償還実施状況 （単位：億円）

一般 特別会計・企業会計 計
会計 上水道 工業用水道 流域下水道 病院

H19 15 99 48 29 14 8 114
H20 76 197 122 53 14 8 273
H21 8 45 29 16 － － 53
計 99 341 199 98 28 16 440

＊Ｈ20，21は予定額

＊公的資金補償金免除繰上償還制度：行財政改革を行う地方公共団体を対象に，平成21年

度までの3年間で総額5兆円程度の公的資金の補償金

免除等を行い，高金利の地方債の公債費負担を軽減

する制度。

● 出資法人等を含めた県全体の金利負担を抑制するため，資金運用委員会等
において，全庁的資金需要をきめ細かく把握し，歳出管理を徹底しながら，
一時借入金の抑制も含め，資金調達コストを一層削減します。

（平成21年度から実施：財政課）

大好きいばらき県民債の発行

○ 県民の行政への参加意欲を高め，地方債の個人消化を通じた資金調達手法
の多様化を進める観点から，債券市場の動向等を勘案しながら，大好きいば
らき県民債の発行額を増額します。 （平成14年度から実施：財政課）

目
毎年度50億円程度発行標

【これまでの取り組み】
大好きいばらき県民債の発行実績

・Ｈ14年度より，年2回（11月と４月）毎年度50億円程度発行
・年1回分は，市町村との共同発行

大好きいばらき県民債発行状況 （単位：億円）

H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20

発行実績 40 50 50 50 50 50 50

償還期間の長期化

○ 世代間の負担の適正化及び公債費負担の平準化を図るため，公共施設の耐
用年数に応じて，一部の地方債について最大６０年までの償還期間の設定を
検討します。 （平成18年度から検討：財政課）



- 12 - １ 財政構造改革

ウ 公共投資の縮減・重点化

基
本 ○ 地域経済の動向や国における公共投資の状況等を踏まえ，公共投資の
方 縮減・重点化等に努めます。
針

（推進事項）

公共投資の縮減・重点化等

● 公共投資については，県債残高（国の地方財政対策による特例的な県債を
除く）の削減目標を踏まえて，その縮減・重点化を図ることを基本とします
が，当面，現在の経済情勢を踏まえ，県民生活・経済を守る観点から，国の
公共投資予算や地方財政計画の状況を勘案しながら，機動的・弾力的に対応
します。 （平成18年度から実施：財政課）

目 公共投資の縮減・重点化により3年間で10％以上削減することを基本
としつつ，経済情勢を踏まえ機動的・弾力的に対応

標 ［H20公共投資額：1,486億円］

○ 平成１７年３月に策定した「茨城県公共事業コスト構造改革プログラム」
に基づき総合的なコスト縮減を図ります。 （平成17年度から実施：検査指導課）

【これまでの取り組み】
公共工事のコスト縮減（H14年度の標準的な公共工事コストに対し）

・H17年度：3.6％(約29億円)の縮減効果,H18年度：6.2％(約55億円)の縮減効果
・H19年度：10.0％(約78億円)の縮減効果

○ 入札・契約制度については，公共工事の品質の確保及び総合的なコストの
縮減を図るため総合評価方式の拡大に努めるとともに，競争性・透明性の更
なる向上を図るため条件付き一般競争入札の拡大や談合等を防止するための
入札手続きの改善に努めます。 （平成18年度から実施：監理課，関係課）

○ 直轄事業負担金については，直轄事業が全国的視野の下に国家的政策とし
て実施されながら，地方公共団体に対して個別に財政負担を課すものであり，
極めて不合理であることから，早急に廃止することを引き続き要望していき
ます。 （平成15年度から実施：政策審議室,行財政改革・地方分権推進室,財政課）

公共事業に係る各種評価の推進

○ 「公共事業等事前評価」により，事業採択前の段階で，その必要性や効果
等を的確に把握評価し，政策の適切な選択を進めるとともに，行政の透明性
の確保や説明責任の向上を図ります。 （平成15年度から実施：政策審議室）

【これまでの取り組み】
公共事業等事前評価の実施状況

・県が事業主体となる総事業費10億円以上の事業が対象
・H18年度：3事業，H19年度：2事業，H20年度：2事業

○ 「公共事業再評価」により，一定期間を経過した事業を対象に社会情勢の
変化等を踏まえた評価を実施し，休止又は中止を含めた見直しを行います。

（平成10年度から実施：政策審議室）

【これまでの取り組み】
公共事業再評価の実施状況

・251事業を対象に実施（H10年度～H19年度），8事業を中止（緒川総合開発事業，大
谷原川総合開発事業等），1事業を休止，18事業で事業内容等を見直し。
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○ 公共事業の一層の有効性を高めるため，事業完了後の効果等を評価する「事
後評価制度」について検討を進めます。 （平成18年度から検討：政策審議室）

公共土木施設等の長寿命化の推進

● 橋梁や下水道等の公共土木施設や県有建築物等の長寿命化を図るため，維
持管理・更新等のあり方を幅広く検討することにより，効率的・計画的な公
共土木施設等の維持管理・更新等の推進を図る取り組みを進めます。

（平成19年度から実施：検査指導課，所管課）

・長寿命化修繕計画策定施設数
目 橋 梁：橋長15ｍ以上の837橋

港 湾 施 設：56施設
下 水 道 施 設：8施設

標 公 園 施 設：9公園
河川管理施設：6施設

エ 大規模建設事業等の見直し

基 ○ 大規模建設事業については，施設規模の縮小などによる事業費の節約，
本 構想中事業の計画期間内の新規着工の原則凍結等を行います。
方 ○ 大規模イベントについては，計画期間内は新規誘致・引受を抑制する
針 とともに，開催決定のものは，事業費の抑制・コストの縮減を図ります。

（推進事項）

大規模建設事業の見直し

○ 総事業費５億円以上の大規模建設事業については，緊急性及び事業効果等
を十分検討し，既に事業に着手している施設については，施設規模の縮小を
検討するなど，事業費の節約を図ります。また，構想中の事業については，
原則として本計画期間中は新規着工を凍結するとともに，廃止を含めあり方
を見直します。 （平成15年度から実施：財政課，所管課）

【対象事業】
総事業費５億円以上の大規模建設事業

＊参考資料65頁「大規模建設事業一覧」

【これまでの取り組み】
大規模建設事業に係る歳出の削減額（当初予算ベース）

・H18年度：約108百万円，H19年度：約10百万円，Ｈ20年度：約99百万円

大規模イベントの見直し

● 開催事業費１億円以上の大規模イベントを対象に，計画期間中は新規誘致
・引受を抑制するとともに，先催都道府県の実施内容にとらわれることなく，
事業費の抑制を図ります。 （平成15年度から実施：財政課）

○ イベントの計画立案段階において，費用対効果の検証を徹底するとともに，
関係団体などとの協力体制を検討するなど，徹底したコスト縮減に努めます。

（平成15年度から実施：財政課）
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【対象事業】
総事業費１億円以上の大規模イベント事業

＊参考資料65頁「大規模イベント一覧」

【これまでの取り組み】
大規模イベントに係る歳出の削減額（当初予算ベース）

・H18年度：約91百万円，H19年度：約200百万円，H20年度：約265百万円

オ 事務事業の見直し

基
本 ○ すべての事務事業について，聖域を設けず抜本的な見直しを行い，歳
方 出の削減に努めます。
針

（推進事項）

事務事業再構築

○ 全ての事業について，ゼロベースの視点に立った見直しを行い，スクラッ
プ・アンド・ビルドの徹底を図る観点から，事務事業再構築を推進します。

見直しに当たっては，歳出の削減，施策の重点化，施策効果の最大化につ
ながるような実質的な見直しを行ないます。

○ 財源不足の解消を図るため，今後の税収や地方交付税改革の動向等を踏ま
えて，毎年度，厳しいシーリングの設定を行います。

（平成18年度から実施：財政課）

【これまでの取り組み】
H21年度予算要求における事務事業再構築の考え方

事 業 本 数：H20年度当初予算の本数未満
見直し削減率（シーリング）

・一般行政費及び公共以外の投資的経費：平均で▲6％（特に経常的な経費▲30％）

・公共事業：▲8％

県単補助金の見直し

○ 市町村合併の進展による市町村の財政基盤の安定などを考慮し，市町村に
対する県単補助金については，終期の設定など，必要な見直しを行います。

（平成18年度から実施：財政課）

○ 個人県民税徴収率が全国最下位レベルに低迷している現状に鑑み，市町村
の徴税努力を促すとともに，県民の税に対する理解を深めてもらうため，徴
収率により県単補助金を減額する制度を実施します。

（平成21年度から実施：市町村課，財政課，税務課，所管課）

○ 市町村以外に対する県単補助金についても，過去の経緯にとらわれること
なく，県民ニーズに適合しなくなってきたものについては休・廃止するとと
もに，それ以外のものについても補助対象経費，補助率の見直しなどを行い
ます。 （平成18年度から実施：財政課，所管課）

目 県単補助金を3年間で10％以上削減
標 ［H20県単補助金総額：432億円］

【これまでの取り組み】
・補助金の削減額 H18年度：約9億円，H19年度：約9億円，H20年度：約22億円
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○ 予算額が百万円以下の零細補助金については，県の役割分担や支援の必要
性等の検証を特に厳しく行い，件数，補助金額を大幅に削減します。

（平成20年度から実施：財政課，所管課）

○ 福利厚生事業，特に職員の互助団体に対する援助に当たっては，県民の理
解が得られるものとなるよう事業内容を精査し，適切に実施します。

（平成18年度から実施：財政課，職員課）

【これまでの取り組み】
職員互助会に対する補助金額(当初予算ベース)

・H18年度: 77,041千円 (▲41.7％)，H19年度：76,155千円 (▲1.2％)
・H20年度：61,135千円 (▲19.7％)

維持管理経費・内部管理経費の見直し

● 総務事務については，人員削減効果を考慮し，総務事務センターなど集約
化組織を設置するとともに，全庁的な総務事務の集中処理を可能とするシス
テムづくりを進め，その全面導入を目指します。

なお，集約化組織においては，外部委託等の活用を検討します。
（平成18年度から検討：人事課）

＊総務事務の集約化：給与，旅費等の庶務事務を一元管理すること

目 総務事務の集約化を平成23年4月に全面導入
標

○ 県有施設の維持管理経費については，指定管理者制度の導入など民間ノウ
ハウの積極的な活用を図り，削減に努めます。

目 施設の維持管理費を3年間で10％以上縮減
標 ［H20維持管理費：195億円］

【これまでの取り組み】
維持管理費の削減額（当初予算ベース）

・H18年度：約7億円，H19年度：約14億円，H20年度：約9億円
指定管理者制度の導入(H18)，ESCO事業の導入（県立医療大学及び付属病院で導入）

○ 老朽化の進む一般職員住宅及び教職員住宅を計画的に再編(廃止)して，維
持管理経費を節減するとともに，職員住宅跡地の処分により歳入増を図りま
す。 （平成16年度から実施：財政課，職員課，平成17年度から実施：福利厚生課）

目 ・一般職員住宅を4棟58戸廃止 ＊第二次職員住宅再編計画に基づく
標 ・教職員住宅を24棟97戸廃止 ＊教職員住宅再編計画に基づく

【これまでの取り組み】
一般職員住宅 H18年度：2棟(12戸)，H19年度：4棟(24戸)，H20年度：7棟(42戸)廃止
教職員住宅 H18年度：3棟( 6戸)，H19年度：3棟(10戸)，H20年度：4棟(30戸)廃止

● 庁舎の管理に係る委託基準の統一，複数施設の一括発注，委託業務の統合，
長期継続契約の一層の推進など，全体を見渡し，より効率的な委託業務発注
方式の検討を行い，経費削減を図ります。（平成20年度から検討：管財課，所管課）

● 省エネルギーを推進するため，各施設の主要設備改修を専門的知識を持っ
た部署で企画立案，実行することにより，計画的・効果的に設備更新を行い
ます。 （平成20年度から検討：管財課）
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カ 公営企業会計・特別会計の見直し

基 ○ 企業会計及び特別会計で実施している地方公営企業等については，独
本 立採算性の確保の観点から，経営健全化計画等に基づく事業の効率化や
方 経費の徹底した見直し，受益者負担の適正化などを行うことにより，一
針 般会計からの繰出金を抑制します。

（推進事項）

企業会計繰出金の抑制

○ 病院会計については，地方公営企業法の全部を適用し,病院事業管理者の
もと，抜本的な経営改善に努め，政策医療を担いつつ，一般会計からの繰出
金を抑制します。 （平成18年度から実施：病院局）

○ 水道用水供給事業，工業用水道事業及び地域振興事業における経営の健全
化，効率化を進めていくため，中長期的な視点に立った中期経営計画（第２
期：平成１７年度～２１年度，第３期：平成２２年度～２６年度）に基づき，
より一層計画性，透明性の高い企業経営を推進し，一般会計からの繰出金を
抑制します。 （平成15年度から実施：財政課，企業局）

● 流域下水道事業特別会計については，早期に地方公営企業法の財務適用を
実施して，企業的経営により事業の効率化や費用負担の明確化を推進します。

また，受益者負担の適正化の観点から，市町村の理解を得つつ資本費に係
る負担を求めるほか，借入金償還の平準化のため，下水道事業債の元金償還
について県債の活用を図ります。 （平成15年度から実施：財政課，下水道課）

県立病院改革の取り組みの推進

● 「県立病院の運営とあり方に関する検討会報告書」の提言等を踏まえて，
合理的・効率的な病院経営のもとで，県立病院として果たすべき役割を着実
に実践するとともに，県民に信頼される安全・安心な医療提供に努めます。

（平成20年度から実施：病院局）

特別会計繰出金の抑制

● 港湾事業特別会計の機能施設整備事業については，ポートセールスや企業
誘致により寄港船舶等を増加させ，港湾施設使用料の増収を図ります。

また，整備事業の重点化を図り，新たな起債を抑制するとともに，資本費
平準化債等を活用することにより，一般会計からの繰出金を抑制します。

臨海土地造成事業については，繰出金の将来的な負担増を招かないよう，
造成用地の早期売却等を進めます。 （平成18年度から実施：財政課，港湾課）

目 企業会計・特別会計繰出金を3年間で10％以上縮減
標 ［H20繰出金総額:174億円］

【これまでの取り組み】
企業会計・特別会計繰出金の削減額（当初予算ベース）

・H18年度：約13億円，H19年度：約10億円，H20年度：約15億円

特別会計の見直し

● 所期の目的が薄れたものや，一般会計での取り扱いが可能な会計について
は，廃止又は休止を検討します。 （平成21年度から実施：財政課，所管課）

【これまでの取り組み】
・H20廃止特別会計：1会計（県有林事業特別会計）
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（３）歳入の確保

基
本

○ 税負担の公平性はもとより，税源移譲の実効性を一層高めるため，県

方
税徴収率の向上や課税の適正化に努めるとともに，課税自主権の活用な

針
どを図ります。

○ 行政財産などを活用し，一層の自主財源確保に努めます。

県税徴収率の向上・課税の適正化 【一部再掲】

● 県税収入の確保を図るため，現在，全国下位に低迷する徴収率を全国上位
水準に引き上げるため，税目ごとの対策を強化します。

（平成21年度から実施：税務課）

徴収率の推移

年 度 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19

茨 城 県 96.2% 95.8% 95.4% 95.4% 94.6% 94.9% 95.4% 95.8% 96.3% 96.4%

全国平均 96.2% 96.0% 96.2% 96.2% 95.9% 96.1% 96.5% 96.9% 97.2% 97.2%

○ 県税滞納額の８割以上を占める個人県民税，自動車税及び軽油引取税など
について，税目ごとの特性に応じた対策を実施し，滞納整理・脱税対策を強
力に推進します。

● 個人県民税については，県税務職員の市町村への派遣や市町村職員との相
互交流の継続，茨城租税債権管理機構のさらなる有効活用，県と市町村が共
同して行う特別共同滞納整理の強化，特別徴収義務のある事業所に対する特
別徴収の要請などに取り組みます。

（特別徴収の要請は平成20年度から実施：市町村課，税務課）

＊特別徴収：事業主（給与支払者）が毎月の給与を従業員に支払う際に，個人住民税（市

町村民税＋県民税）を給与から天引きして納入する制度

● 自動車税については，タイヤロック方式による自動車の差押の強化，全所
体制による滞納整理の拡充などを行います。また，軽油引取税については，
徹底した財産調査・差押，徴収不能案件の迅速な執行停止，脱税行為の取締
り強化を通じた不正軽油対策などを行います。

（タイヤロック方式による自動車の差押は平成18年度から実施：税務課）

● 全税目に共通する対策としては，捜索等による財産調査の徹底，現年課税
分の滞納整理の早期着手，インターネット公売による換価処分の促進，徴収
強化対策室での大口滞納事案処理の拡充などを行います。

（徴収強化対策室での大口滞納事案処理の拡充は平成21年度から実施：税務課）

● 電子納税やコンビニ納税の普及を推進するとともに，納期内納付の促進や
納税意識の高揚に向けたＰＲを実施するなど，自主納税の促進に取り組み，
徴収率の向上を図ります。（電子納税・コンビニ納税は平成18年度から実施：税務課）

○ 個人県民税徴収率が全国最下位レベルに低迷している現状に鑑み，市町村
の徴税努力を促すとともに，県民の税に対する理解を深めてもらうため，徴
収率により県単補助金を減額する制度を実施します。

（平成21年度から実施：市町村課，財政課，税務課，所管課）

目 県税徴収率を全国上位水準まで引き上げる
（平成19年度の本県徴収率96.4％を全国上位水準97.5％（地方法人特別税分

標 を除いた場合97.2％）に引き上げ） 【改革工程表：60頁】
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＊地方法人特別税：平成20年度税制改正により，地域間の税源偏在を是正するため，消費税

を含む税体系の抜本的改革が行われるまでの間の暫定措置として，法人

事業税の一部を分離し，創設された国の税金

課税自主権の活用

● 森林湖沼環境税により，森林や湖沼・河川等の保全のための施策を重点的
に推進するとともに，充当事業の実施状況や成果等についてわかりやすく公
表していきます。 （平成20年度から実施：税務課，環境対策課，林政課）

● 核燃料等取扱税について，税率を引き上げるとともに，課税客体を追加し
た上で，更に５年間課税します。

（平成21年度から実施：税務課）

● 平成２２年度に超過課税の実施期間が終了する法人県民税について，期間
の延長等について検討を行います。 （平成21年度から検討：税務課）

○ 行政課題に対応した本県に相応しい独自課税の可能性について，研究を進
めていきます。

受益者負担の適正化

○ 使用料・手数料については，近県の単価水準を参考にした上で，コスト計
算の見直しなどを行い，適正な水準に見直します。

（平成20年度から実施：財政課，所管課）

【これまでの取り組み】
・有料の県立施設について，H15年度から高齢者に係る減免対象年齢を段階的に引上げ
・産業技術専門学院及び農業大学校の授業料等の徴収

入学試験手数料（H15.4.1～），入学料（H16.4.1～），授業料（H16.4.1～）
・県立看護専門学校 入学料 5,650円（H20.4.1～）

● 国補公共事業において，国の基準以上に県が補助・負担している事業につ
いて，事業本来の負担割合や当該事業による受益の程度を踏まえて，見直し
ます。 （平成21年度から実施：財政課，所管課）

広告収入等の確保

○ 平成１４年度から県広報紙（ひばり，フォトいばらき）における有料広告
に加え，平成１９年度から県及び県教育委員会ホームページにバナー広告を
導入するなど，有料広告の積極的な導入に努め，広告収入等を確保します。

（平成14年度から実施：広報広聴課，教育庁企画広報室）

【これまでの取り組み】
・県広報紙有料広告掲載

H18年度：14,535千円，H19年度：14,555千円，H20年度：11,020千円（H21.1末）
・ホームページバナー広告

H19年度：（県HP）9,402千円，（県教委HP）2,048千円
H20年度：（県HP）6,416千円，（県教委HP）2,100千円（H21.1末）

○ 庁舎内の壁面等や給与支給通知書裏面における有料広告など，新たな収入
源を確保します。 （平成20年度から実施：管財課，会計第二課，所管課）

● 本県出身の県外在住者などから寄附を通じて本県が行っている施策を応援
していただけるよう，「大好きいばらき応援寄附金」（ふるさと納税）の広
報・募集活動を推進します。 （平成20年度から実施：税務課）
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県等保有土地の処分推進

● 将来負担額の圧縮や金利負担の抑制のため保有土地の処分を急ぐ必要があ
ることから，弾力的な処分価格の設定等も含め一元的かつ迅速に意思決定で
きる庁内体制の整備を図り，その早期処分に努めます。

（平成21年度から検討：財政課，所管課）

● 県が保有する未利用地を的確に把握し，その処分を全庁的に推進するとと
もに，インターネット入札等を活用しながら売却を進めていきます。

（平成10年度から実施：管財課）

目 県有未利用地売却で10億円程度を確保
標

【これまでの取り組み】
・県有未利用地の売却実績 H18年度：26件，約8.9億円 H19年度：28件，約3.1億円

H20年度：11件，約1.7億円（H21.1末）

県有財産の有効活用

● 庁舎・施設の空きスペースの利用など行政財産を含めて，県有財産の有効
活用を推進します。 （平成20年度から検討：管財課）

● 知的財産権の取得推進と，ＰＲ等による権利の利活用の促進を図るととも
に，維持コストを踏まえた知的財産権の総合的な管理・活用のあり方を検討
します。 （平成21年度から実施：管財課，企画課，所管課）

収入未済額の縮減

● 公平な負担と財源確保を図る観点から，収入未済額の縮減とその発生防止
に向け，未収債権対策連絡会議を中心とした全庁を挙げた取り組みを推進し
ます。 （平成18年度から実施:行財政改革・地方分権推進室，財政課，所管課）

目 過年度分の税外収入未済金を10億円程度回収
標

【これまでの取り組み】
・過年度分税外収入未済額の推移（年度当初） （単位：億円）

H16 H17 H18 H19 H20
税外未収金 44 47 51 55 55

・全庁的な取組推進のため「未収債権対策連絡会議」を設置（H19年3月）
・担当職員の一層のスキルアップを図るため，研究会を実施（H20.5月，7月）

● 未収債権回収のため，悪質な滞納者に対する法的措置を含めた強硬手段を
辞さない態度での回収を進めるとともに，支払督促制度，債権回収業者の活
用など効果的・効率的な回収方策の実施をより一層推進します。

（平成19年度から実施:行財政改革・地方分権推進室，所管課）

【これまでの取り組み】
・支払督促制度の活用：県立高校授業料（H19）
・債権回収会社への一部業務委託：県営住宅使用料回収業務（H20）
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基金の見直し

○ 残高が僅少なものや，設置当初に比して基金設置の必要性が少なくなった
基金については廃止を含めた見直しを行ないます。

特定目的基金については積極的な活用を図るとともに，基金の運用を含め，
有効利用します。 （平成19年度から実施:財政課，所管課）

【これまでの取り組み】
H19廃止基金：5基金（宝くじ収益金による基金，霞ヶ浦対策基金，県北・鹿行地域整

備基金，常磐新線・グレーターつくば整備資金，県有林事業基金）

（４）予算編成・予算執行の改革

基
本

○ 新たな県民ニーズに的確に対応し，重要な政策課題に取り組むため，

方
スクラップ・アンド・ビルドを徹底し，限られた財源の重点配分ができ

針
るよう，予算編成面，予算執行面での改革を進めます。

（推進事項）

改革いばらき特別枠の設定

○ 予算要求におけるシーリングの設定を引き続き厳しく行うとともに，「改
革いばらき特別枠」の活用により，限られた財源の重点配分を行い，施策の
重点化を目指します。 （平成18年度から実施：財政課）

【これまでの取り組み】
改革いばらき特別枠

・総額：H18年度(20億円)，H19年度(40億円)，H20年度(40億円)，H21年度(30億円)

政策評価等の有効な活用

○ 政策評価や出資団体等の経営評価，公共事業の事前評価，発生主義会計手
法などを有効に活用して，事業の費用対効果の検証を行います。

○ 政策評価等の結果をより一層予算編成に反映させていきます。
（平成18年度から実施：財政課）

【これまでの取り組み】
・H19年度から，新たな評価制度を実施
（新総合計画の重点戦略に掲げた40の施策及び562事業の評価）

予算執行における節約の奨励

○ 職員のコスト意識を高めるため，創意工夫により予算執行額を節約した場
合には，節約額のうちの一定額を翌年度に活用できるような，節約奨励の仕
組みを取り入れます。 （平成17年度から実施：財政課）

財政状況の広報

● 一般会計の決算を家計簿に例えるなど，財政状況のよりわかりやすい広報
を行います。 （平成20年度から実施：財政課）
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（５）新たな成長・「産業大県」づくりのための取り組み

○ 世界的な景気後退を背景に，本県においても，企業の収支の悪化や期
間工，派遣労働者等の解雇など，経済情勢は急速に厳しさを増しており，
これらに対処するため，経済・雇用対策を最重要課題として取り組んで
行きます。

基
本 ○ 最先端の科学技術やものづくり技術など，本県の強みを活かし，新産
方 業や成長産業の創出・育成を進めるとともに，県独自の政策的な税の優
針 遇措置や新規立地企業に対する工業用水道料金の軽減措置等を講じ企業

誘致を促進します。さらには，茨城農業改革等を進め，元気な農林水産
業の確立を図ります。

こうした本県の豊富な地域資源を活かした取り組みを通じて，県内経
済を活性化し，新たな成長に導き税源の涵養を図るとともに，雇用の場
の確保につなげていきます。

（推進事項）

緊急経済・雇用対策の推進

● 経済・雇用情勢の急激な悪化に対応するため，正規雇用につながる雇用創
出対策，中小企業融資，公共事業などに積極的に取り組むなど，緊急の経済
対策，雇用対策，生活対策を全庁挙げて推進します。

（平成20年度から実施：政策審議室，関係課）

【これまでの取り組み】
経済対策：金融（経営）特別相談，セーフティネット融資（緊急保証枠）の創設など
雇用対策：県の臨時職員の採用，雇用（労働）特別相談の実施など
生活対策：離職者の居住確保のための県営住宅提供，生活福祉資金貸付特別相談など
そ の 他：緊急経済・雇用総合相談センターの設置

県税の優遇措置等による企業誘致の促進

● 県税の課税免除や工業用水道料金の軽減などの優遇措置を講じるととも
に，県等保有土地の新たな分譲手法を検討することにより企業誘致を促進し，
税源の涵養を図ります。 （平成15年度から実施：政策審議室，税務課，企業局）

● 庁内関係課との連携を徹底し，企業対応窓口の集約化を図るなどして，企
業ニーズに迅速・的確に対応します。（平成20年度から実施：政策審議室，関係課）

【これまでの取り組み】
Ｈ18年 工場立地面積：187ha（全国第1位），工場立地件数：67件（全国第6位）
Ｈ19年 工場立地面積：165ha（全国第3位），工場立地件数：92件（全国第5位）
Ｈ20年上期 工場立地面積： 52ha（全国第4位），工場立地件数：35件（全国第7位）

産学官の力を結集させた最先端科学技術拠点の形成

● 「つくば・東海・日立地域」を中心に，研究機関の横の連携や国内外の研
究者の交流を促進し，多様な新産業を創出する最先端科学技術拠点を形成し
ます。

特に大強度陽子加速器（Ｊ－ＰＡＲＣ）の中性子やつくばの放射光の産業
利用を積極的に推進することにより，新材料や医薬品の開発などに係る先端
産業の創出，集積を図ります。 （平成16年度から実施：企画部，商工労働部）

【これまでの取り組み】
・県中性子ビームラインの供用開始（材料構造解析装置，生命物質構造解析装置）
・中性子産業利用推進協議会,県内中性子利用連絡協議会の設立（H20年度）
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戦略分野産業の育成

● 我が国経済の将来を支える有望なバイオ，ナノテク，ロボット等を戦略分
野に位置づけ，それらの技術を県内の中小企業にとって経済的な波及効果が
大きい安全・安心や健康・福祉の分野での産業形成を目指し，大学や研究機
関の研究成果を県内企業に積極的に移転することにより，本県のものづくり
産業の育成を図ります。 （平成16年度から実施：産業政策課，産業技術課）

【これまでの取り組み】
産学連携活動の推進

・研究交流会等の開催 H18年度：7回，H19年度：11回，H20年度：10回(H20.12末)
・産学連携チャレンジ補助の採択 H18年度：10件，H19年度：8件

競争力のある商工業の育成

● 金融支援の充実・強化を図るとともに，本県の豊かな地域資源や科学技術，
ものづくり技術の集積を活用した新製品や新サービスの開発，販路開拓等へ
の支援を通じて，中小企業の新事業展開の促進やベンチャー企業の創出を図
ります。 （平成16年度から実施：産業政策課，産業技術課）

【これまでの取り組み】
専門家派遣による技術指導

・H18年度：72社，延べ564日，H19年度：78社，延べ609.5日
・H20年度：57社，延べ510日(H20.12末)

いばらき産業大県フェアの開催(H18,H20)
・商談件数（フェア開催期間内） H18年度：577件，H20年度：937件

いばらき産業大県創造基金の創設(H20.10.24)
・基金規模：75億円
・H20年度事業採択(第1次公募)：21件, 33,214千円

サービス産業の創出・育成

● 育児，家事代行，健康づくり等の生活支援サービス，財務，デザイン等の
企業向けのビジネス支援サービスなど，今後成長が見込まれ，かつ雇用創出
効果も高いサービス産業の創出・育成に努めます。

（平成16年度から実施：中小企業課）

【これまでの取り組み】
サービス産業の育成を目的としたシンポジウムの開催

・参加者数 H18年度：115人，H19年度：121人

茨城農業改革等の推進

● 茨城農業改革を進め，農産物の品質向上や生産性の向上等を図るとともに，
「エコ農業茨城」などを展開し，農業・農村・農産物のイメージアップとブ
ランド化等により販売促進を図ります。

また，林業・木材産業や水産業の振興にも取り組み，本県農林水産業の活
性化を図ります。 （平成15年度から実施：農林水産部）

【これまでの取り組み】
東京都中央卸売市場における県産の青果物（県別販売金額）シェア

・H18年：9.5%，H19年：9.9%，H20年：10.3%（5年連続1位）
常陸牛出荷頭数：2,220頭(H15) → 4,192頭(H19)
間伐を中心とした森林整備の推進 間伐面積：1,202ha(H15) → 1,586ha(H19)
種苗放流実績 アワビ:272千個(H20)，ヒラメ:852千個(H20)
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２ 出資団体改革

県財政に大きな影響を与える出資団体については，経営の健全化や団
体の再編・統合などに全力を挙げて取り組んでいますが，公益法人制度
改革や地方公共団体財政健全化法の施行等により，出資団体のあり方や
県の関わり方については，一段と厳しい対応が求められています。
特に，住宅供給公社や開発公社等が保有する土地については，地価の

下落傾向等による影響や金利負担など，将来負担を含めて，県財政に大
きな影響を与えかねないものであることから，早期の処分による経営
の健全化が喫緊の最重要課題になっています。

県財政が未曾有の危機的な状況にある中，出資団体のあり方などにつ
いて抜本的な見直しを行うとともに，これまでにも増して経営健全化に
向けた取り組みを徹底していくなど，出資団体改革が確実なものとなる
よう取り組んでいきます。

＊出資団体：県が出資している法人及び出資していないが県が人的・財政的援助を継続的に行

っている法人。参考資料 66 頁「出資団体の概要」

（１）出資団体のあり方の抜本的見直し

基 ○ 出資団体を取り巻く社会経済環境が大きく変化する中で，法人の役割
本 や必要性を改めて問い直し，法人のあり方を抜本的に見直します。
方 ○ 見直しに基づいた経営改革が確実なものとなるよう目標期限等を明確
針 にし改革を進めます。

（推進事項）

出資団体のあり方の抜本的見直し

● 法人の将来方向について，事業の必要性，効率性，県関与の必要性等を検
証のうえ，｢廃止｣｢統合｣｢自立化・民営化｣｢存続｣の視点で改めて分類し見直
しを進めます。 （平成 21 年度から実施：出資団体指導室）

・ 設立目的が希薄化しており，社会的・公益的要請が薄れている法人等に
ついては，廃止を進めていきます。

・ 類似団体との統合等により効率的な運営を図ることができる法人等につ
いては，統合や管理部門の一体化などを進めていきます。

・ 現公益法人については，公益法人制度改革において，公益事業比率が低
く公益社団・財団法人への移行が困難と思われる法人，また，指定管理者
制度導入等により，民間事業者と競合している法人等に対して，重点的に
人的・財政的関与の必要性を検証し，自立化を図っていきます。

・ 会社法法人については，県施策推進上の公益的な役割を検証し，出資の
必要性，効果等を考慮のうえ，出資引き揚げ等により民営化を図っていき
ます。

● 法人の将来方向に基づき，経営改革内容や目標期限を定めた実行計画を作
成し，確実な見直しを進めます。 （平成 21 年度から実施：出資団体指導室）

＊公益法人制度改革：従来の主務官庁による公益法人の設立許可制度を改め，登記のみで
法人が設立できる制度（一般法人）を創設。その内の公益目的事業
を行うことを主たる目的とする法人については，民間有識者の意見
に基づき公益法人に認定されることとなった。

２ 出資団体改革
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（２）経営の健全化

基
○ 自己決定・自己責任を基本にガバナンス（管理運営のあり方）の強化

本
や経営責任の明確化を図るとともに，経営の効率化を進めて黒字基調の

方
健全な経営の確立を促進します。

針
○ 経営に課題のある法人については，改革工程表の進行管理を徹底し，

確実な経営改善を進めます。
○ 特に，経営の悪化が著しい法人等については，課題への対応を先送

りすることなく徹底した経営改革に取り組みます。

＊改革工程表：経営改善のため取り組むべき項目やその期限等を年度別に目標を設定したも

ので，経営上課題のある法人が作成。

（推進事項）

経営改革の推進

○ ｢県の出資法人等への関わり方に関する基本的事項を定める条例｣に基づ
き，法人事業実施の成果，法人運営，財務の状況などについて，｢経営評価
システム｣により引き続き効率的な事業運営を指導し，経営の健全化を推進
します。 （平成 15 年度から実施：出資団体指導室）

＊経営評価システム：法人の自己評価，所管部局による検証，公認会計士等で構成する「経
営評価チーム」による統一的な経営評価の３段階の手順で，事業成果，

財務状況等について点検評価。また，必要に応じ外部有識者で組織す

る「出資団体等経営改善専門委員会」から意見を聴取。

目 経営評価「概ね良好」法人比率を 5 ％増
標 ［H20 年度：27 ％］【改革工程表：60 頁】

● 経営評価の結果などから経営に課題のある法人については，改革工程表に
基づき経営改善が確実なものとなるよう，進行管理を徹底するとともに，中
長期的な視点に立った｢収支見込計画書｣を策定し，計画に基づいた実行，評
価，検証により経営改善を推進していきます。

（平成 21 年度から実施：出資団体指導室）

● 県財政への影響が大きい「重点的な取り組みを行う法人」（27 頁に記載）
については，県の将来負担等を念頭におきながら徹底した経営改革を進め，
また，低価法の導入等により発生が予想される損失に対しては，先送りする
ことなく適切に処理していきます。 （平成 21 年度から実施：出資団体指導室）

＊低価法：資産の取得原価と時価を比較して，いずれか低い方の価格を期末資産の評価額と

する資産評価の方法で，毎期の棚卸資産評価に損失が発生する場合は，特別損失

として計上。

● 特に，開発公社,住宅供給公社等経営の悪化が著しい法人については，資
産査定等専門家などをメンバーとする｢経営検討特別委員会｣の審議，意見に
基づき改革プランを策定するとともに，国において制度化が予定されている
「第三セクター等改革推進債（仮称）」の活用等も視野に入れた抜本的な対
策を講じます。 （平成 20 年度から実施：出資団体指導室）

＊第三セクター等改革推進債：第三セクター等の整理又は再生を実施する上で債務処理のた
め特に必要となる経費の財源に充てることを目的に発行する

地方債。

２ 出資団体改革
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経営責任の明確化

● 法人は，独立した事業主体として自らの責任で事業を遂行するものである
ことから，経営者の職務権限や責任について明確にしていきます。

（平成 21 年度から実施：出資団体指導室）

● 県財政に大きな影響がある精査団体については，改革工程表に「改革遂行
責任者」を明記し，経営改善を実現する責任体制を明確にします。

（平成 18 年度から実施：出資団体指導室）

＊精査団体：県議会出資団体等調査特別委員会において，県財政に与える影響が大きい団体

等として選定された団体。（住宅供給公社，土地開発公社等５団体）

○ 代表者が非常勤の法人については，事業内容等を踏まえながら，可能な限
り代表者の常勤化を図り，意思決定の自律化や迅速化を図ります。

（平成 18 年度から実施：出資団体指導室）

【これまでの取り組み】
・（財）グリーンふるさと振興機構理事長 （H18.4. 1）常勤化
・（株）つくば研究支援センター代表取締役（H18.6.21）常勤化
・（株）いばらき森林サービス代表取締役 （H20.5.30）常勤化

○ 出資団体等の適切な業務執行や内部統制を確保するため，経営の意思決定
と業務執行機能を分離するなど役割と責任の明確化が図れるよう指導しま
す。 （平成 18 年度から実施：出資団体指導室）

● 経営責任の明確化やより効率的な事業推進を図るため，法人自らが設定し
た経営目標及びその達成度について経営評価に組み入れ，ホームページ等で
公表します。

（平成 18 年度から実施：出資団体指導室）

経営状況に応じた組織のスリム化等

● 職員数の縮減に努めるとともに，新たな業務への対応については，既存事
業の見直しや事務処理方法の改善及び嘱託職員等の活用などにより，新規増
員を抑制します。

また，今後，組織の活性化を図るため，経営状況や職員の業績が適正に反
映されるよう給与体系のあり方について，見直しを図ります。

（平成 15 年度から実施：人事課，出資団体指導室）

● 「公の施設」の指定管理者となっている法人については，法人の特性を活
かしながら，管理コストの低減や組織のスリム化，さらには企画力やサービ
スの質の向上など民間に負けない経営体質改善に努めるよう指導します。

（平成 18 年度から実施：出資団体指導室）

○ 民間の経営ノウハウを積極的に活用して組織の活性化を図る観点から，業
務に精通した有能な民間人を登用するよう努めます。

（平成 15 年度から実施：出資団体指導室）
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（３）県関与の見直し

基
○ 県の人的・財政的関与や支援の範囲を明確にするとともに，法人の将

本
来方向に基づき県の関与の適正化を図ります。

方
○ 新規の出資団体の設立については，当面，原則的に凍結することとし，

針
新規の行政ニーズへの対応が生じた場合には，需要調査等を厳しく吟味
するとともに，類似の業務を行う既存の法人の活用を図ることを基本と
します。

（推進事項）

人的関与の見直し

○ 自立的で責任ある経営体制の確立を図る観点から，知事・副知事の法人代
表兼職については，可能な限り廃止します。

（平成 14 年度から実施：出資団体指導室）

目 知事・副知事の法人代表兼職法人数を約 30 ％（３法人程度）削減
標 【改革工程表：60 頁】

【これまでの取り組み】
知事・副知事の法人代表兼職法人数

・H14 年度：24 法人 ⇒ H20 年度：12 法人（H20.7 月）

○ 県退職者の常勤役員への就任については，法人の要請を踏まえつつ，その
知識や経験が業務遂行上特に必要とされる場合に限ります。

（平成 15 年度から実施：人事課）

【これまでの取り組み】
県退職者派遣数 H14 年度：75 人 ⇒ H20 年度：54 人（H20.7 月）

○ 県職員の派遣については，県と法人との役割分担及び法人の自立的経営を
促進する観点から縮減を進めます。 （平成 15 年度から実施：人事課）

目 県職員派遣数を約 10 ％（30 人程度）削減
標 【改革工程表：60 頁】

【これまでの取り組み】
県職員派遣数 H14 年度：426 人 ⇒ H20 年度：282 人（H20.7 月）

財政的関与の見直し

○ 補助金等については，事業の必要性，妥当性及び効果等の観点から抜本的
な見直しを行い，限られた財源の効果的な配分を進めるとともに，県の財政
負担の縮減を図ります。 （平成 15 年度から実施：財政課）

目 補助金等を 10 ％以上削減
（公社対策及び保有土地の処分推進に係る経費を除く）

標 【改革工程表：60 頁】

【これまでの取り組み】
補助金等の削減（当初予算ベース）H14 年度：約 358 億円⇒ H20 年度：約 199 億円

（住宅供給公社，土地開発公社への経営支援策 466 億円を除く）
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● 損失補償等限度額については，毎年度できる限り切り下げるとともに，今
後の損失補償等については，必要性・補償額・割合等を個別事業毎に精査し，
真に必要なものに限定していきます。 （平成 18 年度から実施：財政課）

● 経営が安定し，公益的役割の観点から出資の意義や必要性が薄れている法
人については，出資の引き揚げを検討します。

（平成 21 年度から実施：出資団体指導室）

（４）個別法人の推進事項

重点的な取り組みを行う法人

法 人 名 推 進 内 容

(財)茨城県開発公社 ○ 平成２１年度からの低価法導入により債務超過
（事業推進課） の可能性があることから，公社の最大限の自助努

力を前提に，安定的で自立した経営継続のための
総合的な支援策（当面の債務超過の回避策を含む）
を県の財政状況を勘案しながら早急に検討し，実
施していきます。

○ プロパー工業団地のうち分譲中の団地について
は，公共工業団地と同様な金利負担の軽減策につ
いて検討していきます。また，未造成の団地につ
いては，公社としての事業化が困難な状況を踏ま
え，県を含む新たな事業主体について検討を行い
ます。

○ 福祉施設のうち公社による経営が困難と判断さ
れたものについては，民間譲渡や施設の廃止を視
野に入れた検討を行います。

○ 茨城空港ターミナルビルの運営については，公
社の健全経営のため，県が支援及び協力を実施す
るとともに，３年を目途に民間等への譲渡も含め
た経営のあり方について検討を行います。

○ ビル・駐車場事業等については，当面，貴重な
収入源として事業を継続していきますが，今後入
居率が悪化する等により将来的に公社経営に深刻
な影響を及ぼすと判断される場合には，売却も視
野に入れた必要な措置を検討していきます。

茨城県住宅供給公社 ○ 改革工程表に基づき，民間事業者との共同事業，
（住宅課） インターネット公売など多様な販売方策により顧

客開拓，販売促進を図り，平成２６年度までの保
有土地処分の目標達成に全力で取り組むととも
に，県の財政支援により債務超過解消を図ります。

○ 地価下落傾向が続く中，平成２０年度決算から
低価法適用による保有資産の評価損は避けられな
いため，発生が予想される損失には先送りするこ
となく適切に対応します。

茨城県土地開発公社 ○ 改革工程表に基づき，平成２７年度を目途に保
（都市計画課）（つくば地域振興課） 有土地処分に全力で取り組むとともに，県の経営

支援により債務超過の解消を図ります。
○ 地価下落傾向にあるが，保有土地の約９割を占

めるひたちなか地区については，土地利用計画に
沿いながら積極的に売却を進めるとともに，売却
までの間，需要に応じ暫定的に賃貸を行うなど土
地の有効利用を図ります。
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鹿島都市開発(株) ○ 経営改善計画に基づき，部門別に原価・収益管
（事業推進課） 理を徹底し，合理的かつ効率的な経営管理に努め

るなど，債務超過となっている財務体質の着実な
改善を図り，引き続き，賑わいづくりの拠点とし
ての施設運営に努めます。

○ 全社一丸となった広告宣伝活動の展開や多様化
するニーズに対応したきめ細やかな商品開発等に
努めるなど，ホテル部門の経営改善に努めます。

○ 導入した月次決算に基づき，営業推進本部，経
営改革推進会議において，各部門の経営状況につ
いて検討を行い，速やかに改善策を講じるととも
に，社会ニーズにあった即応性のある対応をして
まいります。

(社福)茨城県社会福祉事業団 ○ 中期経営計画（平成１９年度～平成２３年度）
（障害福祉課） に基づき，人件費の削減等による県費負担の削減

を図ります。
○ 県立あすなろの郷については，民間でできるも

のは民間に任せるなど，施設のスリム化を図りま
す。

(財)茨城県教育財団 ○ 嘱託職員等の活用などにより，県職員派遣数を
（教育庁総務課） 削減し経費削減とともに自立化を図ります。

○ 埋蔵文化財事業への民間事業者の活用等により
効率化を図ります。

○ 生涯学習センターの民間・市町村との役割分担
など財団のあり方について検討します。

再編統合等の見直しを行う法人

法 人 名 推 進 内 容

(財)茨城県勤労者余暇活用事業団 ○ 余暇活用センター「やみぞ」については，中期
（労働政策課） 経営改善計画に基づき債務超過の解消を図るとと

もに，財団及び施設運営のあり方について「やみ
ぞあり方検討委員会」において検討を行い，抜本
的に見直します。

(財)グリーンふるさと振興機構 ○ 平成２２年度までは存続させることとし，①地
（地域計画課） 場産業の振興，②グリーンツーリズムの推進，③

交流居住の推進に重点化した事業に取り組み，そ
の時点で存廃を含めた再点検を行います。

(財)茨城県看護教育財団 ○ あり方検討会の検討結果を踏まえ，当面自立的
（医療対策課） な運営実現に取り組み，引き続き民間への委譲を

含めた学校運営のあり方を検討します。

(財)茨城県農林振興公社 ○ 共通事務の一元処理の定着状況を踏まえなが
（農政企画課） ら，公益法人制度改革に伴う各団体のあり方と併

(社)茨城県穀物改良協会 せて，今後，再編・統合等を含め法人のあり方や
（農産課） 県関与の見直しについて検討していきます。

(社)園芸いばらき振興協会
（園芸流通課）

茨城県道路公社 ○ 経営改善検討委員会において，外部有識者の意
（道路建設課） 見を取り入れながら，将来の道路公社のあり方，

経営基盤の安定化等について検討し，見直しを行
っていきます。

(財)茨城県建設技術公社 ○ 積算業務などの発注者補完業務に限定するとと
（検査指導課） もに，公益法人制度改革を踏まえ，収益事業と公

益事業のあり方を抜本的に見直します。
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３ 県 庁 改 革

危機的な財政状況や市町村合併の進展，さらには第二期地方分権改革
や公務員制度改革の進展など県行政を取り巻く状況変化に機敏に対応
し，複雑・多様化する行政ニーズに的確に対処していくためには，これ
まで以上に簡素で効率的な行政運営を進めるとともに，職員の意識改革
を図り，組織の活力を高めることが重要になっております。

このため，職員一人ひとりが県民全体の奉仕者であるという原点に立
ち戻って，「県民サービス憲章」に掲げる精神にのっとり，県民が利用
しやすく満足度の高いサービスを効率的に提供できるよう，さらなる改
革を進めていきます。

（１）県民本位の行政サービス

ア 満足度の高いサービス提供

基
本

○ 県民に満足していただける質の高いサービスを提供するため，職員の

方
意識改革を図りながら，全庁的なサービス向上運動に引き続き取り組み

針
ます。

（推進事項）

県民サービス向上運動の推進

○ 前例踏襲や先送り体質からの脱却を図るために，各職場での対話を通した
職員の気づきによる意識改革を進めるとともに，コスト意識の徹底を図りな
がら，県民の視点に立って行政サービス活動全般について常に点検・評価し，
県民本位の良質なサービスを提供していくため「県民サービス向上運動」を
進めます。

（平成15年度から実施：行財政改革・地方分権推進室）

【主な取り組み】
①ホスピタリティ（応対，接遇）の向上

窓口・電話での応対の改善，記名票の着用，庁内案内表示の改善など
②「あいさつ・声かけ運動」の実施

「あいさつ，声かけ」を通じた県民サービスの向上，職員間の連携強化
③県民が利用しやすいサービスの提供

県民の視点に立つことを心がけ，一層県民が利用快適なサービスの提供
④「県民ご意見ボックス」によるサービス改善の徹底

県民からの評価，意見を職員が共有し，サービスを継続して改善
⑤職員間の情報の共有

各職場での優れた取り組み事例や意識改革に関する事例などの情報を共有

クリーンオフィス運動の推進

● 県庁をはじめとした県の機関を県民の方々に安心・快適に利用していただ
くとともに，事務効率を上げるため全庁でクリーンオフィス運動を推進しま
す。

（平成20年度から実施：管財課，全課所）

３ 県庁改革
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昼休み時間の窓口開庁

○ 昼休み時間でも相談業務や許認可事務などに対応できるよう，全庁的な窓
口開設を進めます。 （平成18年度から実施：人事課，相談業務等を行う全課所）

【これまでの取り組み】
・文化・体育施設の開園日の増，開園時間の延長

自然博物館，近代美術館，図書館，笠松運動公園など
・県パスポートセンター（三の丸庁舎内）での休日窓口開庁

日曜日も旅券の交付を実施
・いばらき就職支援センター（水戸）での休日等窓口開庁

平日は夜間まで，土曜日・日曜日も開庁

ユニバーサルデザインの推進(高齢社会等に対応した生活環境等の整備）

○ 急速に進む高齢化，国際化などの社会変化にあわせ，高齢者・障害者など
多様な人に対応したサービスの向上等を進めるため「いばらきユニバーサル
デザイン推進指針」をもとに県の施策全体を見直していきます。

（平成18年度から実施：厚生総務課，全課所）

イ 情報発信と県民の声の県政への反映

基
本 ○ 県民の県政への関心を高めるために，県民に分かりやすい県政情報の

方 発信に努めるとともに，より県民の意見が県政に反映される仕組みを充

針 実していきます。

（推進事項）

いばらきのイメージ向上

● 本県の豊かな地域資源や科学技術の集積など幅広い魅力を国内外に発信す
るため，各部が行う情報発信や販売促進施策などの総合調整を行うとともに，
個々のブランド力の向上や地域が一体となった取り組みなどを支援し，国内
外の認知度や評価を高め「いばらきブランド」が選択されるよう，継続的な
取組を展開し，本県のイメージ向上を図ります。

（平成17年度から実施：企画部，商工労働部，農林水産部）

【これまでの取り組み】
・テレビを活用した情報発信(観光テレビＣＭ放映，観光・農産物情報番組放映)
・新聞・雑誌による情報発信(旅行雑誌や女性向け雑誌への広告掲載等)
・ラジオやインターネットを活用した情報発信，プレゼントパブリシティを利用

した農産物ＰＲ，観光キャンペーンの実施 など

多様な広報媒体の活用と職員による情報発信の強化

○ 広報紙，新聞，テレビ，ラジオ，インターネットなど，各種広報媒体を活
用するほか，ＮＨＫ県域デジタルテレビ放送をはじめ，新聞折り込みの情報
誌やタウン誌など，各種メディアへのパブリシティ活動を一層強化し，積極
的に県民への情報提供を進めていきます。

○ 職員一人ひとりが広報マンとしての自覚を持ち，名刺や電子メール等に，
ロゴマークや県政情報などを表示して「いばらき情報」をＰＲするとともに，
部局間連携を強化しながら県として一体的な広報活動を展開し，県政情報の
迅速かつ確実な伝達を進めます。

３ 県庁改革
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○ トップセールス，在京メディアへの売り込み，首都圏における情報発信拠
点である「いばらき情報ステーション」や市販情報誌の活用，全国的イベン
トの開催，フィルムコミッションの推進など様々な手段を活用した県外向け
の情報発信に取り組みます。 （平成17年度から実施：広報広聴課，所管課）

● 他自治体の全戸配付広報誌との紙面交換による茨城空港や観光のＰＲなど
広域連携による広報活動を行うための働きかけを進めます。

（平成20年度から検討：広報広聴課）

目 ・県サイトへのアクセス件数：年間5,100万件
標 ・メルマガいばらきの登録読者数：5,300人

【これまでの取り組み】
県ホームページへのアクセス数

・H18年度：383万件，H19年度：346万件，H20年度：268万件（H20.12末）
インターネットメールマガジン「メルマガいばらき」登録読者数

・H18年度：4,279人，H19年度：4,492人，H20年度：4,658人（H21.1末）
県内でのロケーション実施状況等

・H18年度：作品数：336，撮影日数：1,054日
・H19年度：作品数：355，撮影日数：1,218日
・H20年度：作品数：247，撮影日数： 651日（H20.12末）

県民と知事との対話の推進

○ 知事が一般公募による参加者から直接意見を伺う「知事と語ろう『明日の
茨城』」などを開催し，県民との対話を一層推進します。

（平成18年度から拡充して実施：広報広聴課）

【これまでの取り組み】
知事と語ろう「明日の茨城」開催状況

・H18年度：ひたちなか市，北茨城市，土浦市他５市で開催。計629人参加
・H19年度：つくば市，龍ヶ崎市，日立市他５市で開催。計809人参加
・H20年度：神栖市，稲敷市，桜川市他３市で開催。計693人参加（H21.1末）

県政への県民意見の反映の充実

○ 県の主要な事業計画等について，インターネット等を通じて計画作成時か
ら情報を公表し，県民からの意見を県の意思決定に反映させるよう継続して
進めます。 （平成14年度から実施：広報広聴課，所管課）

【これまでの取り組み】
県民意見の募集状況

・H18年度：茨城県ＮＰＯ懇談会「中間とりまとめ」等8件
・H19年度：森林・湖沼環境税案等16件
・H20年度：第５次行財政改革大綱「中間とりまとめ」等6件（H21.1末）

○ 「知事と語ろう『明日の茨城』」の参加者の発言内容，「明日の茨城を考
える女性フォーラム」，「明日の地域づくり委員会」の委員による政策提言
に対する行政施策への反映状況について，県のホームページ等を通じて広く
県民に公開します。 （平成18年度から実施：広報広聴課）

県政出前講座の一層の充実

● 新規の施策や社会的に関心が高まっているテーマなど，既存のメニュー以
外でも積極的に対応するとともに，受講者に対するアンケートなどにより，
希望テーマの追加や講座運営の改善を図ります。
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○ 各講座で使用する資料はホームページから事前に閲覧できるようにした
り，テーマに関係する機関等のホームページへのリンクを設定します。

（平成17年度から実施：政策審議室）

目
県政出前講座実施件数：年間330件標

【これまでの取り組み】
県政出前講座のテーマ数及び年度別実施件数

・H18年度：194テーマ，77件 ・H19年度：199テーマ，221件
・H20年度：209テーマ，224件（H20.9末）

コスト情報の提供

○ 行政活動に係るコストについて，県民にわかりやすく周知するため，県全
体の行政活動に要する経費や会館など主要な公共施設ごとの運営経費などを
示した行政コスト計算書を作成，公表します。また，各公共施設のコストに
ついては，窓口においても公表します。

（平成18年度から実施：財政課，所管課）

【これまでの取り組み】
行政コスト計算書を公表した公共施設（自然博物館，カシマサッカースタジアム等）数

・H18年度：39施設，H19年度：40施設

警察活動に対する県民理解の醸成

● ホームページ，防犯メールの活用，警察署協議会の活性化，自警団への支
援などにより，警察活動に関する県民理解への醸成を図ります。

（防犯メールは平成18年度から実施：警察本部）

【これまでの取り組み】
県警ホームページアクセス状況

・H18年度：6,002,963件，H19年度：6,191,785件
・H20年度：4,873,365件（H20.12末）

ひばりくん防犯メール（H19.5～）
・登録者数：30,292人（H20.12末）

市町村における自警団等防犯ボランティア結成状況
・H18年度：765団体 約55,200人，H19年度：864団体 約61,600人
・H20年度：887団体 約62,600人（H20.12末）

災害情報の提供

● 防災・危機管理ポータルサイトへの地震・津波，気象，河川水位などの情
報，統合型ＧＩＳによる避難所情報等の搭載，携帯メールによる気象情報，
避難情報の配信により，災害情報を県民へ提供していきます。
（ポータルサイトは平成17年度から，統合型ＧＩＳ，携帯メールによる情報提供は平成21

年度から実施：消防防災課）

【これまでの取り組み】
防災・危機管理ポータルサイトアクセス状況

・H18年度：28,182件，H19年度：30,592件，H20年度：29,514件（H20.12末）
消防防災課ホームページアクセス状況

・H18年度：36,604件，H19年度：36,685件，H20年度：29,373件（H20.12末）
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ウ 規制の廃止・緩和，行政手続の簡素化の推進

基
本 ○ 県民の利便性の向上や手続の簡素化，事業活動の活性化を図るため，
方 規制緩和，行政手続の簡素化を進めます。
針

（推進事項）

県条例等に基づく規制の廃止・緩和，行政手続の簡素化

● 県条例等に基づく規制や手続を総点検し，各種規制の廃止・緩和，申請書
類の記入項目や添付書類の削減，押印の見直し，申請・届出の郵送受付など
を進めます。

（平成14年度から実施：総務課，行財政改革・地方分権推進室，所管課）

目 3条例等7事務について規制を廃止・緩和，1規則等1事務について行
政手続を簡素化（平成20年度末以降）

標 ＊参考資料69頁「廃止・緩和する規制及び簡素化する行政手続」

【これまでの取り組み】
・規制の廃止・緩和：56条例等131事務で実施（H15～H20）
・行政手続の簡素化：56規則等79事務で実施（H15～H20）

○ 住民基本台帳ネットワークシステムを利用することにより，行政手続の際の
住民票の写しの添付が不要となる事務や，住民の所在確認等を行う事務につい
て，利用件数の増加を図ります。

（平成14年度から実施：市町村課，所管課）

目
住民基本台帳ネットワークシステム利用件数：年間225千件標

【これまでの取り組み】
住民基本台帳ネットワークシステム利用件数

・H18年度：156,822件，H19年度：200,249件，H20年度：187,303件（H21.1末）

■法に基づく事務（⑱46,861件，⑲42,559件，⑳43,403件）

①恩給に関する事務 ②旅券事務（新規発給など）

③職業訓練指導員の免許事務，職業訓練指導員試験の実施 ④建設業の許可事務

⑤宅地建物取引業の免許事務，宅地建物取引主任者資格登録事務

⑥家畜商登録関係事務 ⑦電気工事士免状交付事務

⑧大規模小売店舗立地法届出事務

⑨危険物取扱者・消防設備士免状交付事務，試験の実施

■県条例に基づく事務（⑱109,961件，⑲157,690件，⑳143,900件）

①県税の賦課徴収事務 ②農地転用等に関する事務 ③農業改良資金貸付事務

④漁業の免許，許可事務 ⑤漁船登録，許可事務 ⑥県退職年金等に関する事務

事務処理期間の短縮

○ 法令，条例等に基づく許認可等の手続を点検し，標準事務処理期間の短縮
を進めます。 （平成17年度から実施：総務課，行財政改革・地方分権推進室，所管課）
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（２）成果を重視した行政経営の推進

○ 効果的・効率的な業務を推進し，より質の高い行政サービスを提供す
基 るため，計画の策定（ＰＬＡＮ）・実施（ＤＯ）・評価（ＣＨＥＣＫ）・
本 行動修正（ＡＣＴＩＯＮ）といったマネジメントサイクルを徹底し，成
方 果重視の行政経営を進めます。
針 ○ 民間の主体性や民間が有するノウハウ等の活用により，効果的・効率

的な公共サービスの提供が図れるよう民間活力を積極的に活用します。

（推進事項）

ア 民間経営手法の導入

新たな人事評価制度の導入

● 業務の遂行過程で発揮された能力や，業務の成果として顕れた業績を評価
する新たな人事評価制度を導入します。

また，試行中の新人事評価制度について，職員のやる気を引き出す制度と
なるよう，毎年度必要に応じて改善を図ります。

● 管理職に対する新たな人事評価を先行し，管理職の評価項目については，
活気ある職場づくりの取り組みや人材育成，県民サービスの向上などの観点
を取り入れます。

○ 評価に当たっては，本人の自己評価に加え，評価者との面談を実施し，評
価の効果を高めるとともに，職員からの苦情相談を受ける窓口を設置します。

【これまでの取り組み】
・H18年12月から管理職を対象に一部試行開始。
・H19年10月から管理職・非管理職において試行を実施。

● 管理職の意識改革を図るため，管理職研修の充実を図り，部下の人材育成
方法（職員の褒め方・叱り方など）の徹底を含め，組織の責任者としての役
割と責務を再認識させます。 （平成21年度から検討：人事課）

成果重視の業務の推進

○ 各部局・課所において毎年度重点的に取り組む目標を明確に掲げ，組織が
が一丸となって目標達成に向けて業務を効果的・効率的に遂行し，成果をあ
げられるよう「目標チャレンジ制度」に取り組みます。

（平成15年度から実施：行財政改革・地方分権推進室）

＊目標チャレンジ制度：各所属のグループ運動として年度当初，①施策推進の目標②県民サ

ービス・事務改善の目標を設置し，ＰＤＣＡサイクルで業務を推進

【これまでの取り組み】
・H18年度：ＩＴ関係経費の節減等（部局重点目標41）
・H19年度：郵便料金の削減等（部局重点目標36）
・H20年度：浄化槽補助制度を活用した生活排水対策の推進等（部局重点目標35）

政策評価制度の推進

○ 県政運営の透明性の確保，説明責任の向上に加え，事業の効果的な執行を
図るため，県が行っている事業の成果等を適切に把握・評価し，その情報を
積極的に県民に公開した上で，事業の見直しを進め次年度の予算に反映しま
す。 （平成13年度から実施：政策審議室）
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● 県総合計画などに掲げる総合的な施策の推進や県民ニーズに応えた施策の
実現などを図るため，政策評価制度を推進します。また，評価手法の改善，
わかりやすい公表，評価事務の負担軽減等を図りつつ，評価の実効性を高め
るよう，効率的な制度運営に努めます。

（平成19年度から実施：政策審議室）

【これまでの取り組み】
・H19年度から，新たな評価制度を実施（H19年度評価：新総合計画の重点戦略に掲

げた40の施策及び365事業の評価）

公共事業に係る各種評価の推進 【再掲】

○ 公共事業採択前の段階での必要性等の評価（公共事業等事前評価制度），
一定期間を経過した事業の休止，中止を含めた再評価（公共事業再評価制度）
を進め，公共事業の効率化や行政の透明性の確保，説明責任の向上を図りま
す。また，完了した事業の効果等を評価する制度（公共事業事後評価制度）
の検討を進めます。 （平成10年度から実施：政策審議室）

試験研究機関の機能強化

● 産業界や県民のニーズの的確な把握とともに，全県的・総合的視点に立っ
た総合調整機能の整備等により，適切な研究課題を選定し，より効果的・効
率的な研究活動を推進します。また，研究成果を速やかに情報提供する体制
の強化に取り組みます。 （平成20年度から検討：企画課，所管課）

● 研究開発予算の効果的・効率的な執行を図るため，国等の競争的資金の獲
得に努めるとともに，県民ニーズ，政策課題を踏まえた研究開発の重点化，
分野横断的な連携を促進する仕組みや，期限付成果主義の導入を検討します。

（平成20年度から検討：企画課，所管課）

＊期限付成果主義：一定期間研究して成果が上がらないものは，適切な評価を行ったうえで，

研究を中止する。

● 県内の試験研究機関同士の連携強化をはじめ，他県の試験研究機関や，国，
民間の研究機関，大学などとの共同研究などによる連携を進めます。

（平成20年度から検討：企画課，所管課）
【これまでの取り組み】

・県立試験研究機関等機能強化に向けた検討会最終取りまとめ（H19.2）

環境マネジメントの取り組みの推進

● 温室効果ガスの排出抑制など環境への負荷を低減するため，県が自ら行う
事務・事業に係る環境負荷を定期的に把握して，省エネ・省資源・リサイク
ル等を図るとともに，県が関係する施設・団体等についても，その事務・事
業に関し環境への負荷を低減する行動を進めて，茨城県環境保全率先実行計
画の取り組みを推進します。 （平成18年度から実施：環境政策課，全課所）

県庁全体における環境マネジメント（平成24年度までの）
目 【省エネルギー】電気使用量：庁舎用15％削減，事業用エネルギー消費原単

位を毎年1％削減，公用車燃料使用量：8％削減，燃料使用量：庁舎用15％
削減，事業用ネルギー消費原単位を毎年1％削減

【省資源】用紙類：15％削減，水道使用量：15％削減
【ゼロエミッション】可燃廃棄物量：15％削減,可燃廃棄物リサイクル率：70

％以上，建設副産物リサイクル率：95％以上
【グリーン購入】購入額ベースで80％以上

標 【温室効果ガス】排出量：年間196,000tにとどめる
＊第3期環境保全率先実行計画(H18～24年度）に基づく
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【主な取り組み】
・省資源の推進：用紙類使用量・水道使用量の削減，廃棄物の減量化，リサイクル

推進
・省エネルギーの推進：電気使用量・燃料使用量（公用車用燃料を含む）の削減
・グリーン購入の推進（環境に配慮した製品の使用促進）
・定時退庁日の毎週水曜日，第２・第４金曜日に県庁舎等のライトダウンを実施
・ノーマイカーデーの実施
・ＥＣＯオフィスコンテスト，１職場１エコ運動の実施

イ 民間活力の導入

民間委託の推進 【一部再掲】

○ 「民間活力の導入に関する基本指針」（平成19年4月策定）に基づき，「民
間にできることは民間に」の考えのもと，民間委託をより一層推進します。

（平成18年度から実施：人事課）

【これまでの取り組み】
県職員の直接執行を外部委託とした主なもの

・霞ヶ浦環境科学センター交流サロン運営業務（H18年度～）
・精神科救急における措置患者移送業務（H19年度～）

● 総務事務については，人員削減効果を考慮し，総務事務センターなど集約
化組織を設置するとともに，全庁的な総務事務の集中処理を可能とするシス
テムづくりを進め，その全面導入を目指します。

なお，集約化組織においては，外部委託等の活用を検討します。
（平成18年度から検討：人事課）

指定管理者制度の活用拡大

● 県の公の施設については，法令等の制約や，業務の専門性・特殊性から県
が直接管理運営を行わなければならない特別な理由がある場合を除いて，指
定管理者制度を導入していきます。 （平成17年度から実施：人事課）

● 新たに，指定管理者に対して施設利用に関する利用者の評価（満足度）の
モニタリングを義務付けるとともに，毎年度の業務終了後に，施設の利用状
況等の管理運営の実態について厳格な評価を行います。

（平成21年度から実施：人事課，所管課）

【これまでの取り組み】
指定管理者制度の導入状況

・H17年度：1施設，H18年度：59施設，H19年度：2施設 合計62施設
＊参考資料70頁「指定管理者施設一覧」

競輪開催業務の見直し

● 民間の持つノウハウを積極的に活用することにより効率的な事業運営を行
い，安定した収益の確保を図るため，取手競輪場の競輪開催業務の包括外部
委託に向けた検討を行います。 （平成20年度から検討：総務課）

民間提案型業務委託手法の導入検討

● 「公共サービス改革法」に基づく市場化テストに加え，提案公募などの方
法により，民間事業者の創意工夫を反映させる本県独自の民間提案型業務委
託手法の導入についても検討します。 （平成17年度から検討：人事課）
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ＰＦＩ手法の活用

○ 公共施設等の建設にあたっては，民間の資金，経営能力，技術能力を活用
できるＰＦＩ(Private Finance Initiative)手法の活用に努めます。

（平成12年度から実施：行財政改革・地方分権推進室）

【これまでの取り組み】
・ＰＦＩ導入ガイドライン策定（H15年度）
・県庁立体駐車場整備事業の施設整備及び維持管理に導入(H19年度)

（３）職員の意識改革，組織の活性化

基
本

○ グローバルな認識の下，コスト意識やスピード感をもって，積極果敢

方
に仕事に取り組むよう職員の意識改革の徹底を図っていきます。

針
○ 職場が常に明るく，自由闊達で，職員が生き生きと仕事に取り組める

よう組織の活性化を図っていきます。

（推進事項）

新たな人事評価制度の導入 【再掲】

● 業務の遂行過程で発揮された能力や，業務の成果として顕れた業績を評価
する新たな人事評価制度を導入します。

また，試行中の新人事評価制度について，職員のやる気を引き出す制度と
なるよう，毎年度必要に応じて改善を図ります。

● 管理職に対する新たな人事評価を先行し，管理職の評価項目については，
活気ある職場づくりの取り組みや人材育成，県民サービスの向上などの観点
を取り入れます。

○ 評価に当たっては，本人の自己評価に加え，評価者との面談を実施し，評
価の効果を高めるとともに，職員からの苦情相談を受ける窓口を設置します。

● 管理職の意識改革を図るため，管理職研修の充実を図り，部下の人材育成
方法（職員の褒め方・叱り方など）の徹底を含め，組織の責任者としての役
割と責務を再認識させます。 （平成21年度から検討：人事課）

職員のやる気を高める仕組みの充実

○ 職員が業務に意欲的に取り組むよう職員提案制度を継続して実施し，優れ
た施策提案については予算化を図り，提案者については担当課所へ優先配置
します。 （平成15年度から実施：行財政改革・地方分権推進室，人事課，財政課）

【これまでの取り組み】
・H18年度：提案件数390件，H19年度：提案件数140件 ，H20年度：提案件数97件

● 課所・業務を特定するだけでなく，土地関連，企業会計，税務など専門性
を有するいくつかの行政分野についても，希望する職員が従事できるように
するなど，引き続き庁内公募の拡充を図ります。

（平成8年度から実施：人事課）

目
業務提示型庁内公募対象業務数：毎年度25業務程度標
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【これまでの取り組み】
・庁内公募対象業務数 H18年度：20業務 ⇒ H19年度：26業務 ⇒ H20年度：28業務
・対象者の範囲拡大（H17年度）：係長級 ⇒ 課長補佐級以下
・職員提案型の導入（H17年度）：H18年度:2件，H19年度:7件，H20年度：3件

● 職員の上司からの「指示待ち」姿勢を改め,自ら課題を見つけ,積極果敢に
仕事に取り組む風土を醸成します。 （平成20年度から検討：人事課）

● 職員が生き生きと仕事に取り組めるよう，仕事に関する満足度調査を行い，
活気ある職場づくりの実現を目指します。 （平成20年度から検討：人事課）

○ 学校現場において，児童生徒のために学習指導や生徒指導等の教育分野の
うち特定の分野において創意にあふれ特色ある指導を実践し，顕著な教育効
果をあげている者で，人格・見識ともに優れた教員の模範となる個人に対し
て「ティーチャー オブ ティーチャーズ」の称号を与えて表彰するとともに，
当該優秀教員の適切な活用を図ることにより，教員全体の意欲や資質の向上
に努めます。 （平成17年度から実施：教育庁）

職員の育成方法の見直し

● 職員のキャリア形成方針の策定や，本庁・出先の人事ローテーション，職
員の在課年数の長期化など，人事異動のあり方の見直しを通じ，次代を担う
職員の育成に取り組みます。 （平成21年度から実施：人事課）

＊キャリア形成方針：職員に人事異動の考え方や各種研修制度等を示すことにより，職
員の主体的なキャリア形成を支援する指針。

● 専門的知識・経験等を備えた人材を配置する必要のある行政分野の検討を
行い，キャリア形成方針の策定などを踏まえ，スペシャリストの育成のため
のジョブローテーションを実施します。 （平成21年度から検討：人事課）

○ 主要プロジェクトやイベントなどに携わる職員については，通常の人事異
動のサイクルにとらわれることなく，計画から実施段階まで同じ業務に配置
することにも努めていきます。 （平成17年度から実施：人事課）

● 勤務実績が良好でない職員への対応プログラムについて検証を行い，今後
の指導方法や研修方法の改善を図ります。

（平成19年度から実施：人事課）

【これまでの取り組み】
・「勤務実績が良好でない職員への対応プログラム」を策定 (H20年1月)

管理職のリーダーシップ・マネジメント能力の向上 【一部再掲】

● 管理職は，明確かつ的確な目標を設定し，部下に伝え，職場が一体となっ
て仕事に取り組む環境整備を行い，活気ある職場づくりの実現を目指します。

● 管理職に対する新たな人事評価を先行し，管理職の評価項目については，
活気ある職場づくりの取り組みや人材育成，県民サービスの向上などの観点
を取り入れます。

● 管理職の意識改革を図るため，管理職研修の充実を図り，部下の人材育成
方法（職員の褒め方・叱り方など）の徹底を含め，組織の責任者としての役
割と責務を再認識させます。 （平成21年度から検討：人事課）
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職員研修の充実

● 職員自身のキャリア形成を考えさせる研修を行うとともに，その意向を人
事異動に反映します。 （平成21年度から検討：人事課）

【これまでの取り組み】
○職員研修（階層別・特別）

・階 層 別：行政課題研究，政策法務，目標による管理等
・特 別：政策研究講座，民法講座等

○「行政品質向上」研修
・趣 旨：職員の意識改革，組織風土の改革

・対象者等：H19年度 希望者 約40人×4回

● 職員のコスト意識や専門性の向上，組織の活性化につながるよう，民間企
業等への派遣研修内容の充実や派遣方法を検討するなどして，より効果的な
派遣研修を実施します。 （平成21年度から検討：人事課）

目 民間企業等への派遣者数：毎年度40人程度
標

【これまでの取り組み】
民間企業，他の行政機関等への派遣研修
・H18年度派遣者数 民間企業：6名，大学院：4名，自治大学校：3名

47名 国：16名，他県：4名，市町村：14名

・H19年度派遣者数 民間企業：8名，大学院：1名，自治大学校：3名

48名 国：16名，他県：4名，市町村：16名

・H20年度派遣者数 民間企業：7名，大学院：1名，自治大学校：4名

43名 国：15名，他県：3名，市町村：13名

無駄排除に向けた仕事のやり方の見直し

● 職員全員が，「一円たりとも無駄にしない」，「役に立たない仕事はやらな
い」といったコスト意識を持って，前例や慣習等にとらわれず新たな視点か
ら日々無駄の排除に向け，業務の徹底した見直しを実行します。

(平成20年度から実施：全課所)

＊全庁共通の主な取組事例：カラーコピーの原則禁止，２アップ印刷や両面印刷の徹底，

事務用品の集中管理の徹底など

● 管理職は「無駄を省く」という意識を常に持ち，県が行うべき仕事の厳選，
重点化を図ったうえで，職員が勤務時間内に業務を効率的に進め，定時に退
庁できるよう管理を徹底します。 (平成12年度から実施：人事課，全課所)

● 人事異動に伴う事務引継ぎが的確に行われるよう，懸案や特に注意を要す
る事項などの引継ぎを上司が確認し，後任者が迅速かつ確実に業務を遂行で
きるよう徹底します。 (平成20年度から実施：全課所)

【これまでの取り組み】
・時間外勤務縮減推進月間の設定・実施(H16～，毎年7月)
・総括時短推進員等会議の開催，庁内放送の実施（毎週水曜日，第2･4金曜日）
・時間外勤務命令簿の改定（H19）
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希望降任制度の適正な運用

○ 職員の家庭事情や自身の健康上の問題等により，現在の階級等において職
務に精励することが困難である等の事情を有し，職員自らが任用されている
階級等を下げることを願い出る希望降任制度の適正な運用を図ります。
（平成15年度から実施：教育庁，平成17年度から実施：警察本部，平成19年度から導入：

人事課）

女性職員が活躍できる環境の整備

● 女性職員の持つ能力を十分に発揮できるよう，政策形成能力向上のための
研修や他の機関等への派遣の拡大を進めます。

● 女性職員について，キャリア形成方針の策定を踏まえ，様々な業務・分野
を経験させるような人事異動により，人材の育成を図ります。

● 女性職員の意欲と能力を引き出し，能力主義，適材適所の基本方針に基づ
き管理職への登用を図り，政策決定過程への参画の拡大に取り組みます。

● 育児休業・育児短時間勤務制度の利用促進や代替職員の確保，男性職員の
育児参加休暇の取得促進など，女性職員が安心して働き続けられるような環
境の整備に努めます。

【これまでの取り組み】
・育児休業取得者への昇給の配慮（H11.4 県独自の上積措置，H19.8 完全復元）
・子育てを行う職員の時差出勤制度の導入（H17.4）
・部分休業の対象年齢の引上げ(H19.8）

3歳未満→小学校就学の始期に達するまで
・休憩時間の特例措置（H20.1）
・育児短時間勤務制度の導入（H20.4）

職員が働きやすい職場環境の整備

● 職員のメンタル疾患について，原因の把握や対策の充実により，心の健康
問題の早期発見，早期対応を図り，働きやすい職場環境づくりに取り組みま
す。 （平成17年度から実施：職員課，平成21年度から検討：人事課）

【これまでの取り組み】
・特定年齢（45歳）心とからだの健康診断，電子メール相談，精神保健相談の医療

機関数の拡充（H18～）
・嘱託精神科医の本庁配置，嘱託保健師（メンタル担当）の配置，職場復帰支援制

度の実施（H19～）

● 育児，介護，自己啓発，ボランティア等のための休暇・休業の利用促進や
代替職員の確保など，職員が安心して働き続けられるような環境の整備に努
めます。
（育児休業は昭和51年度，介護休暇は昭和55年度，自己啓発休業は平成19年度から実施：

人事課）

【これまでの取り組み】
・部分休業の対象年齢の引上げ(H19.8)

3歳未満→小学校就学の始期に達するまで
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（４）多様な人材確保

基
○ 専門的な知識経験を有する人材を必要とする課所や試験研究機関に任

本
期付職員（研究員）を確保し，県の組織や研究活動の活性化を図ります。

方
○ いわゆる「団塊の世代」職員の大量退職時代を迎えることから，行政

針
に関する豊富な知識や経験を有する定年退職者等を，その能力に応じて
有効に活用します。

（推進事項）

多様な人材の確保

● 次代を担う優秀な職員を確保するため，将来の進路を決めていない大学低
年次の学生等を対象とした就職ガイダンス活動を推進します。

（平成20年度から実施：人事委員会事務局）

● 宅地販売など専門知識等を有する人材を確保・育成するため，中途採用な
ど採用のあり方を検討します。 （平成21年度から検討：人事課）

○ 地方行政の高度化・専門化に対応するため，公務内では得ることが難しい
専門的な知識経験や優れた識見を有する人材を任期付職員として確保しま
す。 （平成16年度から実施：人事課）

○ 県の政策課題との関連性を注視しつつ，成果重視の観点から任期付研究員
採用制度を活用するなどして，試験研究機関における研究活動の活性化を図
ります。 （平成15年度から実施：人事課）

目 任期付職員・研究員の採用数：10人程度標

【これまでの取り組み】
○任期付職員の採用状況

・H18年度：特定任期付職員（3名），H19年度：一般任期付職員（3名）
・H20年度：一般任期付職員（1名），特定任期付職員（1名)
・累計(H15～)：特定任期付職員（10名），一般任期付職員（8名），合計18名

＊特定任期付職員：高度の専門知識又は優れた識見を有する者
＊一般任期付職員：職員の育成に期間を要するため等内部で確保し難い者
＊採 用 分 野 ：ＩＴ関係，宅地販売，中性子利用推進，危機管理分野 等

○任期付研究員の採用状況
・H18年度：1名（衛生研究所），H19年度：1名（工業技術センター）
・H20年度：2名（生物工学研究所・工業技術センター），累計（H15～）：14名

高齢職員の活用

○ 定年退職者等のうち，引き続き公務内で働く意欲と能力のある職員につい
ては，再任用制度により能力・知識経験等を活用します。

（平成14年度から実施：人事課）

● 職員の大量退職者の時期が続き，再任用の希望者の増加が見込めることか
ら，再任用のあり方について検討します。 （平成21年度から検討：人事課）

● また，特に優れたリーダーシップや経営感覚を有する職員については，県
の出資団体等からの要請に基づき，その能力を有効に活用します。さらに，
再就職の公平性・透明性をより一層確保するための仕組みづくりについて検
討します。 （平成21年度から:検討：人事課）
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【これまでの取り組み】
・再任用者数 H18年度：31名，H19年度：42名，H20年度：55名
・再就職者数 H18年度：40名，H19年度： 0名，H20年度：35名

＊当該年度に新たに採用（再就職）した人数

（５）政策課題に柔軟かつ的確に対応する体制整備

○ 県の重要な政策や新たな行政ニーズに柔軟かつ的確に対応できる組織
基 体制を整備していくとともに，簡素で効率的な行政運営体制を確立する
本 ため，スクラップ・アンド・ビルドを基本に組織機構を再構築していき
方 ます。
針 ○ 住民生活に身近な事務は基礎自治体である市町村が担い，市町村では

対応できない広域性・先導性・専門性を有する事務は県が担います。

（推進事項）

県の重要な政策等に対する推進体制の整備

● 地方総合事務所を廃止することに伴い，本庁における市町村等に対する支
援と地域課題に適切に対応する体制を整備します。

・総務部に「市町村課」及び「県民センター総室」で構成する「地域支援局（部内
局）」を設置，理事兼地域支援局長を配置（平成21年4月）

● Ｊ－ＰＡＲＣの産業利用の促進やつくば・東海・日立・ひたちなか・鹿島
地域の産業集積等を活かした科学技術創造立県づくりを推進するため，科学
技術振興体制を整備します。

・企画部に「科学技術振興課」（課内室から課に格上げ）を設置，理事兼科学技術
振興監を配置（平成21年4月）

本庁と出先機関との役割分担

● ＩＴ環境の進展，道路交通網の整備などを踏まえ，集約化するほうが効率
的な業務や専門性の高い業務は本庁に集約します。

一方で，一般県民が直接来所してサービスを享受している業務や現地性の
高い業務は，出先機関で業務が完結するよう組織体制を整備します。

出先機関の見直し

（地方総合事務所）
● 総合出先機関としての地方総合事務所は廃止し，県民サービスや現地性の

高い業務を中心に行う県民センターに再編します。

（農林関係出先機関）
● 地方総合事務所の農林関係部門，地域農業改良普及センター，土地改良事

務所を統合し，農林関係出先機関が一体となって地域の農林業を振興する農
林事務所に再編します。

現地性の高い業務について，県民サービスの低下を招かないよう，５農林
事務所の下部組織として７地域農業改良普及センター，３土地改良事務所を
設置します。
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（県税事務所）
● ８県税事務所を再編統合し，県税の賦課徴収全般を取り扱う５事務所と窓

口収納・納税証明書発行等の住民サービス及び賦課業務の一部を行う３支所
に再編します。

（保健所）
● 直接県民サービスに影響がない総務事務等を一部の特定保健所（水戸，潮

来，土浦，筑西）に集約します。

（土木事務所）
● 土木事務所は，総務，検査，管理部門などを集約化し，効率的な組織体制

に再編します。また，工事事務所・工務所においては，入札，経理，占用許
可，境界確認など現地性の高い業務を行います。

（平成21年度から実施：人事課，総務課，税務課，厚生総務課，農政企画課，農村計画課，

監理課，所管課 参考資料71頁「県出先機関の再編の概要」）

（港湾事務所等）
● 港湾事務所，下水道事務所などの特設事務所は，役割の変化に即応した組

織体制に見直します。

（教育事務所等）
● 市町村教育行政の体制強化等を踏まえ，教育事務所の指導部門を縮小する

とともに，総務部門を一部の教育事務所（水戸，県南，県西）に集約します。
教育研修センターについては，研修内容を整理・削減することにより，効

果的・機能的な組織体制に見直します。 （平成20年度から実施：教育庁)

【これまでの取り組み】

H7年度 H20年度 削 減 数

本庁組織 8部2局79課 7部1局71課 1部1局8課

出先機関 140所41支所 104所37支所 36所4支所

行政客体や事業動向に対応した組織の見直し

● 食品表示に関する監視・指導等の業務を保健福祉部生活衛生課「食の安全対策
室」に一元化（農林水産部園芸流通課からＪＡＳ法に基づく事務を移管）し，食
の安全・安心に関する体制を充実します。 （平成21年4月）

● 入所児童が減少傾向にあることから，「県立暁寮（ろうあ児施設）」を廃止しま
す。 （平成21年4月）

● 事件事故の夜間発生傾向に対応するとともに，駐在所の建て替え経費を削
減するため，交番・駐在所の再編を進めます。

（平成20年度から実施：警察本部）

【これまでの取り組み】
交番・駐在所数

・H18年度：交番76所 駐在所247所，H19年度：交番78所 駐在所243所
・H20年度：交番79所 駐在所241所
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公立小・中学校の規模の適正化

● 児童生徒数の減少が進む中で，学校の活性化，指導体制の充実，教育水準
の維持向上を図る観点から，市町村が取り組む公立小・中学校の規模の適正
化を促進し，教育環境の充実を図ります。

（平成19年度から実施：義務教育課）
【これまでの取り組み】

・小・中学校適正規模検討委員会の設置（H19）
・公立小・中学校の適正規模について（指針）策定（H20）

県立高等学校の再編整備

○ 高等学校審議会の答申を踏まえ，学校の規模・配置の適正化，学科改編，
総合学科・単位制高等学校，中高一貫教育校など新しいタイプの高等学校へ
の改編等を考慮し，学校の統合を含めた再編整備を着実に進めます。

【県立高等学校再編整備の概要】

年 度 前期実施計画 後期実施計画
Ｈ14年度

項 目 完成時 完成時

全 県 立 高 等 学 校 数 111校 106校 99校

上 全日制課程の単位制高等学校 1校 5校 9校
記
の 総 合 学 科 の 高 等 学 校 1校 6校 7校
内

定時制課程の単位制高等学校 1校 2校 3校

※前期実施計画：Ｈ15年度～18年度，後期実施計画：Ｈ19年度～22年度
※全県立高等学校数は本校のみの校数(中等教育学校を含む。)，分校は含まない。

【これまでの取り組み】
・大子第一高校と大子第二高校を統合し，大子清流高校をH16年4月に開校
・江戸崎高校と江戸崎西高校を統合し，江戸崎総合高校をH17年4月に開校
・松丘高校と高萩工業高校を統合し，高萩清松高校をH18年4月に開校
・大宮高校と大宮工業高校を統合し，常陸大宮高校をH18年4月に開校
・里美高校をH18年4月に太田第二高校の分校化
・石岡第一高校と八郷高校を統合し，石岡第一高校をH19年4月に開校
・磯原高校と北茨城高校を統合し，磯原郷英高校をH20年4月に開校
・岩井高校と岩井西高校を統合し，岩井高校をH20年4月に開校

公立小・中学校教員の業務の軽量化

● 現在の教員の多忙化を解消し，教員が児童生徒と向き合う時間を確保する
ことにより，教育活動をより充実させるため，公立小・中学校教員の業務の
軽量化を図ります。 （平成21年度から実施：義務教育課）

目 ・県教育委員会や市町村教育委員会が学校に依頼する調査照会・報
告業務を2割縮減

標 ・県教育委員会や市町村教育委員会等が主催する会議を3割縮減

【これまでの取り組み】
・義務教育課内に市町村教育推進室を設置（H20年度）
・「教員の業務の軽量化検討会議」（各機関・団体の代表者会議）及び「教員の業務

の軽量化に関する専門部会」（県教委と市町村教育長協議会が共同して取り組み）
を設置（H20年度）

・「小中学校教員の業務の軽量化に向けた改善策」策定（H20年度）
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市町村職員の県職員併任

○ 産業廃棄物の不法投棄等に早期に対応するため市町村職員に県職員への併
任発令を行い，市町村も投棄現場等へ立入検査できるようにします。

（平成17年度から実施：廃棄物対策課）

【これまでの取り組み】
・併任発令数 H18年度：165人，H19年度：211人，H20年度：209人

審議会・推進本部等の見直し

○ すべての審議会・懇談会等について，設置の必要性，運営の実態等を検証
し，廃止及び統合等の見直しを実施します。

さらに，見直しの結果，存続する審議会・懇談会等については，委員数の
削減や開催回数の減等運営方法の改善を行います。

（平成19年度から実施：人事課，所管課）

目
平成22年度末までに概ね150機関程度に削減標

【これまでの取り組み】
・203の審議会・懇談会等について検証を実施（H19年度）

○ 複数の部局等に関わる行政課題に適切かつ迅速に対応するため，関係部局
を横断した推進本部等を積極的に活用し，業務の効率化を図るとともに，適
宜庁議をもって代えるなどの見直しや，必要に応じ，多数ある推進本部間の
連携を図ります。

（平成17年度から実施：政策審議室）

○ 県に事務局を置き，県職員が役員や職員を兼務している協議会や研究会等
の各種団体の役割やあり方について，県が事務を行う合理性などの観点から，
総点検し，廃止・統合・事務局移管等の見直しを行います。

（平成17年度から実施：行財政改革・地方分権推進室，所管課）

目 10の任意団体ついて，廃止・統合などの見直しを実施
標 ＊参考資料72頁「県に事務局を置く任意団体の見直し」

【これまでの取り組み】
県に事務局を置く129団体を対象に点検を実施（H20年度）

・見直し（廃止・事務局移管等）団体数：42団体(H16～)
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（６）県民の利便性の向上と業務の最適化を図る電子県庁の推進

基
本 ○ 簡素・効率的な行政運営を実現できるよう電子県庁を推進するととも
方 に，県民の利便性を向上させる行政情報システムの充実を図ります。
針

（推進事項）

業務・システムの全体最適化（ＥＡ）の推進

● 行政情報システム全体最適化計画に位置づけた情報システムについて，シ
ステムごとに見直しの時期・内容等を整理した実施計画を策定し，業務プロ
セスの見直しと併せた情報システムのあり方の見直しを計画的に進めます。

（平成18年度から実施：情報政策課）

＊行政情報システム全体最適化：ＩＴを最大限に活用し簡素で効率的な行政運営と県民サ

ービスの両立を図るため，全庁的視点から業務・システ

ムのあり方を見直しながら情報システムの構築・再構築

をすすめること。

目 全体最適化実施計画に位置付ける情報システム：31システム
標

● 行政情報ネットワーク共通基盤システムの構築・運用を進め，各所属が個
別に構築・運用してきた情報システムについて，共通基盤システムとの連携
を進めます。 （平成19年度から検討：情報政策課）

＊行政情報ネットワーク共通基盤システム：職員認証や決裁，セキュリティなど各システ

ムに共通する機能を一元化した，庁内情報シ

ステムの基盤となるシステム

目 共通基盤システムとの連携を図る情報システム数：5システム
標

● 大型汎用コンピュータで処理を行っている３８業務のうち，引き続きコン
ピュータ処理が必要な業務について，小型コンピュータ（サーバ，ＰＣ等）
への移行を進めます。

（平成19年度から検討：情報政策課）

目 汎用コンピュータから小型コンピュータへの移行する業務数：24業
標 務(平成22年度までに)

＊上記の共通基盤システムの構築と，汎用コンピュータから小型コンピュータへの移行を

併せて進めることにより，システム運用経費を年間約3.8億円削減できる見込み。

【これまでの取り組み】
・行政情報システム全体最適化計画の策定(H19.3),共通基盤システムの基本計画策

定,汎用コンピュータから小型コンピュータへの移行に係る基本計画の策定(H19)
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ＩＴガバナンスの充実・強化

● 業務・システムの全体最適化を推進するため，情報化統括監(ＣＩＯ)を中
心としたＩＴガバナンス体制（ＩＴの利活用を組織的に統制すること）のも
と，引き続き情報システム調達適正化を推進します。

（平成18年度から実施：情報政策課）
【これまでの取り組み】

次年度当初予算要求に係るＣＩＯの技術的評価によるＩＴ関連経費の削減額
・H19年度：約11億円（対象:224件，ＩＴ関係経費全事業の評価を実施）
・H20年度：約 6億円（対象: 50件，新規構築・更新に係る事業の評価を実施）

● 調達した情報システムについて，その成果について事後評価を実施し，シ
ステムの企画から構築，運用，再構築(廃棄)に至るまでのライフサイクル全
般にわたって継続的に最適化を進めることを可能とする体制を整備します。

（平成20年度から検討：情報政策課）
【これまでの取り組み】

・企画部に情報化統括監を設置（H18.4)，情報システム等の整備等に関する規程（共
同訓令）の制定（H19.3），情報システム構築・運用ガイドラインの整備（H19.3）

セキュリティの確保とＩＴスキルの向上

● 業務・システムの全体最適化と一体となった情報セキュリティポリシーの
運用，情報セキュリティ監査・研修を実施し，情報セキュリティを確保する
とともに，ＩＴ版ＱＣサークル活動による成果を普及し，ＩＴスキルの向上
に努めます。

（平成18年度から実施：情報政策課）

【これまでの取り組み】
・職員向け情報セキュリティメールマガジンの発行（H18.6～）,ＩＴ版ＱＣサーク

ル活動の実施（H19～）,情報セキュリティポリシーの全面改定（H19.7）

県民の利便性を向上させる行政情報システムの充実

◇電子申請・届出システム◇
● 県民・企業へのサービス向上及び行政事務の効率化の観点から，県民や企

業の利用頻度の高い手続を選定し，重点的に利用促進を図ります。
（平成20年度から実施：情報政策課，所管課）

目 利用促進対象手続のオンライン利用率：50％
標 【改革工程表：61頁】

＊利用促進対象手続：住民等の利便性の向上や業務の効率化効果が高いとして国が選定し
た21手続中で，県がオンライン化している「公共施設等の利用予約」，

「地方税申告手続」，「研修・講習・各種イベントの申込」，「職員採

用試験申込」などの12手続

◇統合型ＧＩＳ（地理情報システム）◇
● 県民・企業・行政が同じ「デジタル地図」上で様々な情報を取得・共有・

発信でき，行政事務の効率化のみならず，地域のコミュニティや産業活動の
活性化のための共通情報基盤となる「統合型ＧＩＳ」（地理情報システム）
の利活用を促進します。

（平成20年度から実施：情報政策課，所管課）

目 地図情報の利用件数：年間120万件
標 （平成22年度までに） ＊ＩＴ戦略推進アクションプランに基づく
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◇公共施設予約システム◇
● システムで利用可能な施設に公民館等の文化施設を含めることで，利用者

の利便性向上を図ります。 （平成20年度から検討：情報政策課）

目
公共施設予約システム利用可能文化施設数：100施設標

【これまでの取り組み】
「いばらきスポーツ施設予約システム」運用開始(H15.10)

・179公園637施設で76,621件の予約（H18年度）
・180公園641施設で90,422件の予約（H19年度）

◇建設ＣＡＬＳ／ＥＣ（公共事業支援統合情報システム）◇
○ 公共事業の設計，入札等各プロセスで発生する情報を電子化し，関係者間

での情報の交換・共有などを行います。 （平成16年度から実施：検査指導課）

＊建設ＣＡＬＳ／ＥＣ：公共事業の設計，入札等各プロセスで発生する情報を電子化し，
関係者間で情報の交換・共有など行うシステム

目 予定価格250万円を超える請負工事を電子入札で実施
標 （平成22年度までに） ＊建設ＣＡＬＳ／ＥＣアクションプランに基づく

【これまでの取り組み】
・2億円以上の請負工事で運用開始（H16.1)，5千万円以上の請負工事，500万円以上

の業務委託に拡大（H16年度)，3千万円以上の請負工事，100万円を超える業務委託
に拡大（H17年度），1千万円以上の請負工事に拡大（H18年度）

目
電子入札システムの市町村との共同利用を22市町村に拡大標

【これまでの取り組み】
H17:1自治体，H18:2自治体，H19:8自治体，H20:2自治体 計13市町村

◇電子調達システム◇
○ 入札等の実施，入札情報公表等の一連のプロセスを電子的に処理し，競争

性の確保，業務の効率化を図ります。 （平成20年度から検討：会計第二課）

目
電子調達システムを23年度に本格稼働標

◇その他◇
インターネットにより，法人県民税・法人事業税の申告や自動車税など12税

目の納税，行政財産使用料や各種手数料の公金納付等が可能など

市町村や民間との連携推進

○ 県と市町村が共同でサービス提供を行う情報システムの開発を推進するこ
とにより，県民に身近な市町村の電子自治体化を促進し，県民の利便性の向
上を図ります。 （平成18年度から実施：情報政策課）

住民基本台帳カードの普及促進

○ 電子県庁における電子申請・届出システムなどに使われる電子証明書の格納
媒体となる住民基本台帳カードの普及を一層図ります。

（平成15年度から実施：市町村課）
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（７）県民・企業等との連携・協働による地域づくり

基
本

○ 行政と民間企業やＮＰＯ，地域コミュニティ団体など連携・協働をよ

方
り一層推進し，増大する県民のニーズに，行政だけでなく社会全体で公

針
共サービスに対応していくことのできる仕組みを整えていきます。

（推進事項）

ＮＰＯ等との連携・協働の推進

○ 公益的な活動に県民がより主体的に取り組んでいけるよう「大好き いば
らき 県民運動」や「ご近所の底力活性化推進事業」をさらに進めます。

（平成16年度から実施：県民運動推進室）

【これまでの取り組み】
ご近所の底力活性化推進事業の助成応募団体数

・H19年度：86団体，H20年度：59団体

● ＮＰＯの運営力や資質向上を図る各種セミナー等を充実させ，ＮＰＯ活動
全体の底上げを図ります。 （平成16年度から実施：県民運動推進室）

○ ＮＰＯなどが活動する場の提供や，交流サルーンニュースで助成金・活動
状況などの情報提供を行う「交流サルーンいばらき」の機能を充実させ，Ｎ
ＰＯなどの活動を支援します。 （平成16年度から実施：県民運動推進室）

● 「茨城県におけるＮＰＯとの連携・協働の推進について（平成13年12月策
定）」の指針に基づき作成した「ＮＰＯと行政との事業実践マニュアル（平
成20年3月発行）」を活用し，福祉，青少年の健全育成など様々な分野で活
動するＮＰＯ等との連携・協働を引き続き進め，パートナーシップの形成を
図ります。

（平成20年度から実施：県民運動推進室）

目
連携協働事業実施件数：135件に拡大標

【これまでの取り組み】
連携協働事業実施件数（業務委託，事業協力等）

・H18年度：66件，H19年度：70件，H20年度：103件

公共施設サポーター制度の拡充

○ 地域住民やボランティア等が，道路，公園，河川などの環境美化活動など
を行う「公共施設サポーター制度」を充実し，参加団体等の拡大を図ります。

（平成15年度から実施：道路維持課，公園街路課，河川課）

目 ・道路ボランティア認証団体：80団体に拡充
・公園サポーター：15団体に拡大

標 ・河川愛護活動への年間の参加人数：50,000人程度に拡大

【これまでの取り組み】
・道 路：道路ボランティア活動団体として66団体を認証。県管理道路110㎞(40路

線)で環境美化活動を実施（H20.12末）
・県営公園：洞峰公園，偕楽園等6公園で12団体が活動(H20年度)
・河 川：47,101人が県管理の216河川中72河川で清掃活動を実施(H20年度見込み)
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民間企業等との連携・協働の推進

● 県産品の消費拡大や防災，環境，産業振興などのさまざまな分野における
行政と民間企業等との連携を一層推進し，民間企業等の特色を活用しながら，
県民サービスの向上を図ります。 （平成19年度から実施：政策審議室,所管課）

【これまでの取り組み】
・茨城空港の利用促進等に関する(株)ﾌｯﾄﾎﾞｰﾙｸﾗﾌﾞ水戸ﾎｰﾘｰﾎｯｸ，(株)鹿島ｱﾝﾄﾗｰｽﾞ･

ｴﾌ･ｼｰとの包括的連携協力協定（H19年度）
・(株)ｾﾌﾞﾝ－ｲﾚﾌﾞﾝ・ｼﾞｬﾊﾟﾝとの地域活性化包括連携協定(H20年度)

● 社会全体で子育てを支援する機運を醸成するため，協賛企業と連携し「子
育て家庭優待制度」を進めます。 （平成19年度から実施：子ども家庭課）

【これまでの取り組み】
・いばらきKids Clubカードの発行（H19.10～）

＊18歳未満の子どもを持つ家庭及び妊娠中の方に配布。協賛店舗等でのカード提
示により，割引等のサービスが受けられる。
協賛店舗等数：4,253店舗（H21.1末）

大学等との連携・協働の推進

○ 行政と大学等との連携を強化し，県民等のニーズに即した講座の開設など，
大学等における知的資源を活用した施策を推進します。

（平成18年度から実施：企画課，所管課）

【これまでの取り組み】
・女性農業者の育成を推進するための講座の開催：筑波大学(H19年度)
・科学技術や地域振興に関する産業技術総合研究所との連携・協力協定（H20年度）
・茨城大学との包括連携協定（H20年度）

○ 県内８大学と締結している協定書に基づき，高校生公開授業や公開講座へ
の参加などを推進し，生徒が高度な学習や研究にふれることにより，学習意
欲の高揚や進路意識の明確化を図り，活力ある高校づくりを推進します。

（平成18年度から実施：教育庁）

審議会委員の公募・女性委員の積極的登用

○ 医療や法律などの専門分野の委員で構成される審議会を除いて委員の一部
公募制を進めます。

（平成15年度から実施：行財政改革・地方分権推進室，所管課）

目
審議会の約15％（11団体程度）で委員の一部を公募標

【これまでの取り組み】
委員の一部公募制を導入した審議会:72審議会のうち9審議会（H20年度）

○ 政策方針決定への女性の参画を図るため，女性人材の育成を図るとともに，
その人材情報の提供等を充実します。 （平成12年度から実施：女性青少年課）

目 女性委員の割合を35％以上
標 （平成22年度までに） ＊茨城県男女共同参画実施計画に基づく

【これまでの取り組み】
審議会における女性委員の割合 H18年度：27.2％，H19年度：28.8％
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（８）透明性の向上・チェック体制の強化

基
本

○ 地方公共団体自らの行財政運営にあたっては，常に透明性と自浄性を

方
高めながら，県民の信頼を絶えず確保する取り組みを一層充実させてい

針
きます。

（推進事項）

透明性の向上・チェック体制の強化推進 【一部再掲】

○ 入札・契約制度については，公共工事の品質の確保及び総合的なコストの
縮減を図るため総合評価方式の拡大に努めるとともに，競争性・透明性のさ
らなる向上を図るため条件付き一般競争入札の拡大や談合等を防止するため
の入札手続きの改善に努めます。 （平成18年度から実施：監理課，関係課）

【これまでの取り組み】
・条件付一般競争入札の拡大（１億円以上→4,500万円以上）（H19年度）
・総合評価方式の試行拡大 H19年度：48件，H20年度：96件（H20.12末）

○ 県の事務の管理，運営，執行等に係る非違行為について職員等からの通報
を受け付ける窓口を設置し，職員の法令遵守意識を高め，適法かつ公正な職
務遂行を確保します。 （平成18年度から実施：行政監察室）

● 財務事務の正確性，合規性の確認はもとより，事務事業の執行について，
最小の経費で最大の効果をあげているか，といった経済性，効率性，有効性
の観点を重視した監査を実施します。

また，監査結果については，県報等で公表し，県行政に対する信頼性の確
保に努めます。 （平成18年度から実施：監査委員事務局）

● 県の組織に属さず専門的知識を有する外部監査人による包括外部監査を実
施し，監査機能の独立性・専門性を強化します。

（平成11年度から実施：行政監察室）

○ 民間企業への再就職に関するルールに基づき，職務の公正性をより一層確
保します。 （平成19年度から実施：人事課）

情報公開の推進

● 情報公開の総合的な推進を図るため，情報提供の充実に加え，県民の多様な
ニーズに応じ，県民が情報を必要とするときに確実に入手できるよう，情報公
開条例の適正な運用に引き続き努めます。 （平成12年度から実施：総務課）

○ 個人情報や試験問題等を取り扱う審議会を除き，審議会の公開や審議内容，
結果などのホームページへの掲載等を進めます。

（平成15年度から実施：行財政改革・地方分権推進室，所管課）

【これまでの取り組み】
・審議会の公開：全72審議会のうち30審議会（H19年度）
・審議内容・結果等の公開：39審議会（H19年度）
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４ 分 権 改 革

グローバル化，情報化が進展する中で，さまざまな競争に打ち勝ち，
我が国を発展させていくためには，従来の中央集権による画一した行政
システムでは我が国の将来の発展は望めません。

今こそ，それぞれの地域がそれぞれの特色を活かし，多様な知恵・創
意工夫によって地域を発展させていく分権型社会を構築していくことが
必要です。

国で決められた政策・制度の執行主体から，地域における総合的な政
策・制度の企画立案・実施の主体へ転換できるよう，国に集中する権限
・財源を住民に身近な地方自治体に移し，地域の多様なニーズに対応し
たきめ細かな行政サービスがより効果的・効率的に提供されるよう一層
強力に「分権改革」を進めていきます。

（１）地方分権改革の推進に向けた取り組み

○ 政府の地方分権改革推進委員会の勧告などを踏まえ，「地方が主役の
国づくり」に向け，自治行政権，自治立法権，自治財政権を具備した「地

基 方政府」の構築に向け，国に対し，一層の権限移譲や地方税財源の充実
本 強化等に向けた提案・要望を全国知事会などと連携しながら，積極的に
方 行っていきます。
針 ○ 本格的な分権型社会の到来を見据え，地域のニーズを十分考慮しなが

ら，広域自治体である県の果たすべき役割やそのあり方などについて幅
広く研究していきます。

（推進事項）

「地方政府」の確立に向けた地方分権改革の推進

● 地方分権改革は，地方自らの判断と責任による自主的・自立的行政運営を
促進し，個性豊かで活力のある地域社会を実現するために不可欠であり，そ
の着実な推進を図ることが必要です。

しかしながら，現在進められている政府の地方分権改革推進委員会におけ
る議論を見る限り，各府省の分権改革に対する姿勢は全く後ろ向きです。

地方分権改革推進委員会においては，第１次勧告,第２次勧告に続き，今
後第３次勧告を行う予定ですが，政府においては，「地方が主役の国づくり」
に向け，全力を挙げて第二期地方分権改革に取組まれるよう，今後とも全国
知事会などと連携しながら積極的な提案・要望などを行っていきます。

（平成15年度から実施：政策審議室，行財政改革・地方分権推進室，財政課，税務課）

【本県の提案・要望事項】

１ 地方分権改革推進法や既に全国知事会から出されている提言に基づき，権限移譲，義務付
け・枠付け，関与の廃止・縮小，条例による法令の上書き権を含めた条例制定権の拡大など
を進めること。

２ 地方交付税は地方固有の財源であり，国の裁量に左右されることなく，地方の財源不足に
対応した交付税総額を復元・充実すること。

特に，三位一体改革における３兆円の税源移譲に伴い9,600億円の交付税が削減されたこ
とは，極めて不合理であり，最優先で復元すること。

なお，後年度に財源措置するとした地方債の元利償還金に係る約束分は確実に措置すると
ともに，今後大幅な増加が見込まれる社会保障関係費などその他の財政需要についても，地
方財政計画の策定を通じて適切に反映すること。

また，地方固有の財源であることを明確にするため「地方共有税」に変更して，特別会計

４ 分権改革
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に直接繰り入れる方式とし，安定的な財政運営を図ることができる制度的仕組みを構築する
こと。

３ 景気後退や「生活対策」の実施によって生じる地方税や地方交付税の原資となる国税５税
の減収については，地方交付税の補てん等をはじめとして的確な財政措置を講じること。

特に，政策減税に伴う地方税の減収については，特例交付金により財源補てん措置を講じ
ること。

４ 国と地方の最終支出の比率と租税収入の比率の大きな乖離を是正するため，地方が担うべ
き事務と責任に見合うよう，国と地方の税源配分をまずは５：５を目指して，国からの税源
移譲を進めるよう地方税源の充実強化を図ること。その際においては，税源の偏在性が少な
く，税収の安定性を備えた地方税体系を構築すること。

なお，地方税財源の充実が図られるまでの間にあっても，財政運営に支障が生じないよう，
地方一般財源総額を安定的に確保すること。

５ 偏在性が少ない地方税体系を構築するために，まず，現状と適合しなくなってきている法
人事業税の分割基準の見直しを行うべきであり，例えば製造業においては，オートメーショ
ン化が進んでいることなどから，事業活動の大きさを反映する指標としては，人的要素では
なく物的要素によることが妥当であり，有形固定資産等（土地を除く）をベースにしたもの
に変更すること。

特に，地方法人特別税及び地方法人特別譲与税は，暫定措置とはいえ，税の受益と負担の
原則に反するとともに，地方税を充実するという地方分権の基本方向に逆行するものであり，
速やかに廃止し，地方税として復元すること。

６ 今後，確実に増嵩が見込まれる医療，福祉等の社会保障や教育，警察，消防等の住民生活
に必須の行政サービスを安定的に提供していくため，その財源として，税源の偏在性が小さ
く，税収が安定的な地方消費税の税率引き上げを含めた拡充について，国民的議論を喚起し，
抜本的な検討に直ちに入ること。

７ 直轄事業負担金については，直轄事業が全国的視野の下に国家的政策として実施されなが
ら，地方公共団体に対して個別に財政負担を課すものであり，極めて不合理であることから，
早急に廃止すること。

特に，維持管理費は当然管理主体が負担すべきものであり，直轄事業の維持管理費にかか
る地方負担は即刻廃止すること。

８ 国・地方を通じた簡素で効率的な行政組織を確立するため，国庫補助負担金総件数の削減，
国の地方支分部局の廃止・縮小を図ること。

その際，地方が行うことが真に必要な事業については，権限と財源を一体的に地方に移譲
すること。

とりわけ，三位一体の改革で，補助金等の整理合理化を進めたにも関わらず，新たな地方
向け補助金や交付金，市町村や団体に直接交付する補助金等を創設するなどして，国の関与
を存続・拡大させることは，まさに分権改革の流れに逆行するものであり，早急に是正する
こと。

９ 地方に関わる重要事項について，地方の意見を政府の政策立案及び執行に反映させるため，
地方と政府の代表者等が協議を行う「（仮）地方行財政会議」を法律に基づき位置づけるこ
と。

目 4ha超の農地転用許可等19事務について国に権限移譲を要望
標 ＊参考資料73頁「国に対し権限移譲を求める事務」

【これまでの取り組み】
・職業紹介については，H15年6月一定範囲内で都道府県でも実施可能

目 都道府県認定に当たって国土交通省の承認等36事務について国に関
標 与の廃止・縮減を提案 ＊参考資料74頁「国に見直しを求める関与」

【これまでの取り組み】
・2ha超4ha以下の農地転用許可に係る国との協議などの事務について全国知事会な

どを通じ廃止・縮減を要望

４ 分権改革
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広域自治体である県の果たすべき役割・機能などの研究推進

○ 市町村合併の進展や地域のニーズを十分考慮しながら，分権型社会におけ
る県の果たすべき役割を明確化し，その役割に即した事務のあり方などにつ
いて研究していきます。

また，『道州制』など地方自治の今後のあり方についても全国知事会など
とも連携しながら研究を進めていきます。

（平成16年度から実施：政策審議室,行財政改革・地方分権推進室）

広域連携の推進

● 県域を越えた人・モノ・情報の交流が活発化しており，県域を越える行政
課題に的確に対応するため，他県などとの広域連携を積極的に推進していき
ます。 （平成16年から実施：各部局）

【これまでの取り組み】
・茨城・栃木・群馬・福島・新潟五県知事会議への参画（広域連携）
・北関東磐越五県広域観光推進協議会への参画

（中国・韓国からの誘客促進事業，広域観光ルートの策定）
・国際観光圏関東推進協議会（1都9県）への参画

（中国での国際観光展への参加：H19.6，H20.3）
・災害時等における五県（福島・茨城・栃木・群馬・新潟）相互応援に関する協定

の締結（H18）
・関東甲信越静の28自治体で構成する産業廃棄物不適正処理防止広域連絡協議会に

よる広域的な不法投棄対策

（２）市町村との連携・協力の推進

○ 本格的な分権型社会の到来を見据え，「基礎自治体優先の原則」に基

基
づき，市町村が地域における総合行政を担うことができるよう，住民生

本
活に身近な事務を積極的に権限移譲していくとともに，市町村職員の政

方
策形成能力の向上に向けた取り組みなどを推進していきます。

針
○ また，住民に身近な事務はできるだけ基礎自治体で行えるよう，市町

村の自主性の拡大や事務負担の軽減を図るため，市町村に対する関与の
廃止・縮減を進めていきます。

（推進事項）

市町村への権限移譲の推進

● 「まちづくり特例市」の新規指定や既指定市の移譲分野の拡大に加え，「ま
ちづくり特例市」の制度を拡充し，新たに「まちづくり特例市（第二期）」
として人口５万人未満の市にも包括的な移譲を行うなど，地方分権改革推進
委員会の勧告も踏まえ，権限移譲の対象市町村及び対象事務の拡大を図りま
す。

このため，対象事務，対象市町村，移譲時期，移譲方法などを内容とする
権限移譲方針に基づき，計画的な移譲を推進します。

なお，地方分権改革推進委員会が勧告した移譲事務については，国の法律
改正に先行して，条例による移譲を進めます。（平成20年度から実施：市町村課）

【参考】

まちづくり特例市制度

<指定要件>：人口5万人以上の市を対象（合併の有無にかかわらず）に，市からの申請に

基づき，以下の4分野のうち1分野以上を選択（①は必須）
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①個性豊かなまちづくり（開発行為許可，農地転用許可等7法令100事務）

②住みよいくらしづくり（身障者手帳の交付等6法令37事務）

③活力ある産業づくり（各種計量器類の立入検査等8法令64事務）

④快適な環境づくり（騒音規制地域の指定等8法令161事務）

<支援措置>：事務処理特例交付金の交付と県職員の派遣

<指定期間>：平成21年度まで

＊まちづくり特例市（第二期）：人口5万人未満の市を対象に平成21年4月に新設。上記4分

野を7区分に分割・再編し，必須要件は設けない。支援措

置は現行「まちづくり特例市」と同様とする。

● 個々の市町村の規模により，単独で移譲を受けることが困難である場合は，
「定住自立圏」の形成など，周辺自治体等との連携の仕組みづくりを検討し
ていきます。 （平成20年度から検討：市町村課）

＊定住自立圏：国が推進する「定住自立圏構想」において，中心的な市と周辺市町村が協

定を結び，役割分担等を図ることにより，医療・福祉など暮らしに必要な

機能が確保された圏域

● 県と市町村とが権限移譲に関して協議・意見交換を行える場を設けること
などにより，地方分権改革の推進について，県と市町村の間で相互の共通理
解を深めていきます。 （平成20年度から実施：市町村課）

○ 円滑な事務の移譲や移譲後の事務の適正な執行を図っていけるよう，移譲
事務のマニュアル作成，移譲後の各種相談に応じるほか，必要に応じて，県
職員の派遣や市町村職員の実務研修受入を行うなど，市町村に対する積極的
な支援を行っていきます。 （平成18年度から実施：市町村課，所管課）

目 市町村への権限移譲事務数：99法令1,414事務
＊参考資料76頁「市町村へ権限を移譲する事務」

標 【改革工程表：61頁】

【これまでの取り組み】
市町村へ権限を移譲した事務数（各年度4月1日現在）

・H18年度：53法令669事務，H19年度：54法令690事務，H20年度：56法令710事務

市町村への権限移譲の方式
<個別事務の移譲>
・「茨城県知事の権限に属する事務の処理の特例に関する条例」（平成１２年度制定）
＊参考 地方自治法改正（H16年11月施行）

第252条の17の2（市町村長から都道府県知事に対し，権限移譲を要請でき，要請を
受けた都道府県知事は速やかに協議する）

<包括的な事務の移譲>
・一定の規模以上の市を対象に主要事務を包括的に移譲する「まちづくり特例

市制度」をH14年度から実施。
<指定実績>：
(H14)日立市，土浦市 (H15)つくば市，ひたちなか市

(H17)取手市，ひたちなか市（環境分野追加）(H18)筑西市，石岡市，古河市，常総市，神栖市

(H20)笠間市，常陸太田市，鹿嶋市

対等な人事交流の推進

○ 「市町村との人事交流方針」に基づき，政策形成等に係る部門に職員を相
互に派遣するなど，対等な人事交流を推進します。

（平成18年度から実施：人事課）
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目
市町村対等相互交流派遣者数：毎年度15人程度標

【これまでの取り組み】
人事交流実施市町村数

・H18年度：11市2村(14人)，H19年度：11市1町2村(16人)，H20年度：10市1町(13人)

政策形成能力等の向上に向けた研修の充実

○ 市町村と県それぞれの視点や考え方の相互理解を深めるとともに，職員の
政策形成能力，法務能力等の向上を図るため，市町村との合同研修を充実し
ます。

市町村に対する県の関与の廃止・縮減

○ 県条例等に基づく市町村への関与や市町村に義務づけた事務の総点検を実
施します。

○ 市町村事務に関する県の協議や承認，県への届出，報告などの県の関与に
ついて，市町村の自主性の拡大の観点から見直しを行い，廃止・縮減を進め
ます。

○ 申請書等を受理し県へ送付する経由事務や各種調査事務など市町村に義務
づけた事務事業について，市町村の事務負担の軽減を図る観点から見直しを
行い，廃止・縮減を進めます。

（平成15年度から実施：行財政改革・地方分権推進室，全課所）

【対象事務】
＊参考資料82頁「市町村への県の関与の廃止・縮減」
＊参考資料83頁「市町村の事務負担の軽減」

【これまでの取り組み】
市町村への県の関与の廃止・縮減

・県立公園事業を執行する際の知事の承認など17事務

市町村の事務負担の軽減
・建築確認申請に係る市町村農業委員会の地目確認事務など44事務

（３）市町村合併の推進

基
○ 市町村が，多様化する住民ニーズに的確に対応していくためには，そ

本
の行財政基盤を強化する必要があり，市町村合併はそのための有効な手

方
段であるため，関係市町村の意向を踏まえながら，引き続き市町村合併

針
を推進していきます。

○ 旧法下での合併市町において，一体性の速やかな確立や均衡ある発展
を図るため，合併後のまちづくりに対する支援を行っていきます。

（推進事項）

構想に基づく市町村合併の推進

○ 合併新法及び国から示された指針を踏まえ策定した「茨城県における自主
的な市町村の合併の推進に関する構想」に基づき，市町村合併を推進してい
きます。 （平成17年度から実施：市町村課）
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[茨城県における自主的な市町村の合併の推進に関する構想（平成19年11月策定)の内容]

Ⅰ 自主的な市町村の合併の推進に関する基本的な事項

Ⅱ 県内市町村の現況及び将来見通し

Ⅲ 構想対象市町村の組合せ

「龍ヶ崎市・利根町」を，合併協議を進めることが望ましい市町村の組み合せとする。

Ⅳ 自主的な市町村の合併を推進するために必要な措置

【これまでの取り組み】
・市町村数：85（H11.3.31現在） ⇒ 44（H18.3.31現在）
・人口1万人未満の市町村数：15 ⇒ 1（五霞町）

＊H17年国勢調査ベース，市町村減少数41は全国第11位。
・茨城県市町村合併推進審議会を設置（H17年10月）
・茨城県市町村合併推進審議会の答申を踏まえ，「茨城県における自主的な市町村の合

併の推進に関する構想」を策定（H19年11月）

旧法下での合併市町のまちづくり支援

● 合併市町村における地域の均衡ある発展を図るため，建設計画に位置づけ
られた県事業の推進を図るとともに，合併特例債の効果的な活用を促進する
など，建設計画が着実に実現できるよう支援していきます。

（平成17年度から実施：市町村課）

● 合併市町において，一層効果的・効率的な行財政運営が図られるよう，集
中改革プランの着実な実施や柔軟かつ的確な組織体制づくりについて必要な
助言を行うなど，合併後の行政体制の整備を支援していきます。

（平成17年度から実施：市町村課）

● 一部事務組合について，合併後の市町村の区域の拡大や社会経済情勢の変
化などを踏まえ，共同処理による事務の効率化，住民サービスの向上などを
図る観点から，組合の統合や共同事務の直営化など，そのあり方について，
市町村自らが検証し，再編等が適切に進められるよう，市町村間での協議の
場の設置を働きかけるなど，積極的な助言等を行っていきます。

（平成19年度から実施：市町村課）

○ 合併新市町のまちづくりを支援するため，建設計画に位置付けられた主要
事業を「新市町主要プロジェクト支援事業」を通じ，全庁的な連携により支
援していきます。 （平成17年度から実施：地域計画課）

○ 企画部（地域計画課）に相談窓口を設置し，関係課との連携体制を構築し
て地域づくりに関連する総合的な相談・助言を行います。

（平成17年度から実施：地域計画課）

○ 合併新市町の一体性の確立や均衡ある発展に必要な幹線道路の整備を促進
するため「合併市町村幹線道路緊急整備支援事業」により支援を行います。

（平成16年度から実施：道路建設課）
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主な数値目標に係る改革工程表

【財政構造改革】

○各部門における職員数の削減 ５９

・一般行政部門
・教育部門
・警察部門

○人件費の抑制 ５９

○県税徴収率の向上・課税の適正化 ６０

【出資団体改革】

○経営改革の推進 ６０

○人的関与の見直し ６０

○財政的関与の見直し ６０

【県庁改革】

○県民の利便性を向上させる行政情報システムの充実 ６１

【分権改革】

○市町村への権限移譲の推進 ６１
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【財政構造改革】 ＊表中：括弧内は単年度の目標

推 進 事 項 一般行政部門職員数の削減 (大綱本文８頁参照)

目 標
平成18年度から23年度の6年間の職員数の削減：
13.1％（757人）

Ｈ２０年度 Ｈ２１年度 Ｈ２２年度 Ｈ２３年度

改革工程表
▲486人 ▲626人 ▲757人

(現 状) (▲150人) (▲140人) (▲131人)
H18～20までの実績：▲336人

推 進 事 項 教育部門職員数の削減 (大綱本文８頁参照)

目 標
平成18年度から23年度の6年間の教職員数の削減：
4.5％（1,066人）

Ｈ２０年度 Ｈ２１年度 Ｈ２２年度 Ｈ２３年度

改革工程表
▲789人 ▲956人 ▲1,066人

(▲200人) (▲167人) (▲110人)
(現 状)
H18～20までの実績：▲589人

推 進 事 項 警察部門職員数の削減 (大綱本文８頁参照)

目 標
平成18年度から22年度の6年間の警察官以外の職員数の削減：
3.0％（17人）

Ｈ２０年度 Ｈ２１年度 Ｈ２２年度 Ｈ２３年度

改革工程表
▲9人 ▲14人 ▲17人

(▲2人) (▲５人) (▲3人)
(現 状)
H18～20までの実績：▲７人

（警察官以外）

推 進 事 項 人件費の抑制 (大綱本文９頁参照)

目 標
職員定数削減，給与制度・構造の見直しにより人件費総額を
１００億円程度削減

Ｈ２０年度 Ｈ２１年度 Ｈ２２年度 Ｈ２３年度

改革工程表
▲５６億円 ▲８１億円 ▲１００億円

(現 状) （▲56億円） （▲25億円） （▲19億円）
Ｈ20当初：
人件費総額 ３，３９９億円
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推 進 事 項 県税徴収率の向上・課税の適正化 (大綱本文17頁参照)

県税徴収率を全国上位水準まで引き上げる
目 標 （平成19年度の本県徴収率96.4％を全国上位水準97.5％(地方法人特

別税分を除いた場合97.2％)に引き上げ）

Ｈ２０年度 Ｈ２１年度 Ｈ２２年度 Ｈ２３年度

改革工程表 ９６．７％ ９７．１％ ９７．５％

(＋0.3％) (＋0.4％) (＋0.4％)

(現 状) 【個人県民税対策】
県税徴収率 ・県税務職員の市町村派遣の推進

本県 （全国平均） ・特別共同滞納整理の強化
H16： 95.4％ （96.5％） ・事業所に対する特別徴収の要請
H17： 95.8％ （96.9％） 【全税目共通の対策】
H18： 96.3％ （97.2％） ・財産調査の徹底，滞納処分の強化
H19： 96.4％ （97.2％）

【出資団体改革】 (大綱本文24,26頁参照)

推 進 事 項 ①経営改革の推進、②③人的関与の見直し
④財政的関与の見直し

①経営評価「概ね良好」法人比率を5％増(27→32％)
目 標 ②知事・副知事の法人代表兼職法人数約30％(3団体程度)削減

③県派遣職員数約10％（30人程度）削減
④補助金等を10％以上削減（公社対策及び保有土地の処分推

進に係る経費を除く）

Ｈ２０年度 Ｈ２１年度 Ｈ２２年度 Ｈ２３年度

①
29％ 31％ 32％

(＋2％) (＋2％) (＋1％)
②

改革工程表 11法人 10法人 9法人

(▲1法人) (▲1法人) (▲1法人)
③

272人 262人 252人

(▲10人) （▲10人) (▲10人)
④

▲４％ ▲７％ ▲10％

(▲４％) (▲3％) (▲3％)

(現 状) H20
①経営評価「概ね良好」法人比率

27％
②知事・副知事の法人代表兼職法人数

12法人
③県派遣職員数 282人
④補助金等 199億円
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【県庁改革】
(大綱本文47頁参照)

推 進 事 項 県民の利便性を向上させる行政情報システムの充実

目 標 利用促進対象手続のオンライン利用率：50％

Ｈ２０年度 Ｈ２１年度 Ｈ２２年度 Ｈ２３年度

改革工程表
３０％ ４０％ ５０％

(現 状) 操作性の改善 県民等への周 県民等への周
H19年度：２０％ 及び県民等へ 知広報 知広報

の周知広報

【分権改革】

推 進 事 項 市町村への権限移譲の推進 (大綱本文55頁参照)

目 標
市町村への権限移譲事務数：99法令1,414事務
（55法令704事務を新たに移譲）

Ｈ２０年度 Ｈ２１年度 Ｈ２２年度 Ｈ２３年度

改革工程表
67法令 83法令 99法令
83８事務 1,110事務 1,414事務

(現 状)
（１8法令12８ （２１法令272 （１６法令304

権限移譲事務数：56法令710事務 事務） 事務） 事務）
（H20.4.1）

市町村との協 市町村との協 市町村との協
議・調整 議・調整 議・調整

移譲事務等の 移譲事務等の
見直し 見直し

＊法令数の累計は重複分を除いて整理。

＊毎年度均等に推進していくものは除く。
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財政集中改革プラン（Ｈ２１～Ｈ２３）のポイント

－財政収支見通し及び財源確保の目標額－

１ 平成２３年度までの財政収支見通し

平成２０年度当初予算編成時点において約４００億円と見込まれていた平成２１

年度の収支不足額については，世界的な景気後退等を受け，平成２０年度の県税収

入が約２００億円減収となる影響により，約４５０億円に拡大する見込みとなりま

したが，第５次行財政改革大綱に掲げる具体的方策を講じることにより，財源を確

保した上で，平成２１年度当初予算を編成しました。

さらに，平成２１年度当初予算を基礎として，今後の財政収支見通しを試算する

と，平成２２年度以降も巨額の収支不足が見込まれます。

Ｈ２３までの財政収支見通し （単位：億円）

区 分 Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

一般財源 ６，６５２ ６，６５０ ６，６５０

県税等 ４，０８６ ３，７００ ３，６８０

地方交付税 １，６３０ １，６４０ １，６６０

歳 臨時財政対策債 ６６２ ６５０ ６５０

地方譲与税等 ２７４ ６６０ ６６０

国庫支出金 １，０４６ １，０５０ １，０５０

入 県債（臨時財政対策債を除く) ８１５ ８１０ ８００

その他歳入 ２，２５３ １，８４０ １，７８０

計 （Ａ） １０，７６６ １０，３５０ １０，２８０

義務的経費 ４，９０２ ４，９７０ ４，９８０

人件費 ３，４２２ ３，４６０ ３，４５０

歳 扶助費 １９０ ２００ ２１０

公債費 １，２９０ １，３１０ １，３２０

投資的経費 １，４８７ １，３８０ １，３８０

出 補助費等 ２，４５５ ２，４７０ ２，４７０

その他歳出 １，９２２ １，８６０ １，７８０

計 （Ｂ） １０，７６６ １０，６８０ １０，６１０

収支不足額 （Ａ－Ｂ） (△４５０) △３３０ △３３０

（注） Ｈ２１の収支不足額欄（ ）書きは，財源確保対策を講じる前の収支不足額。

【推計方法等】

現行の制度・施策を前提に，平成２１年度一般会計当初予算を基礎としたものであり，

特別に財源確保対策を講じなかった場合の財政収支見通し（１０億円単位で整理）です。

〔前提条件〕

○ 地方税等の推計の前提となる名目経済成長率：年△ 1.0 ％で試算

なお，地域間の税収偏在是正のために創設された地方法人特別税及び地方法人特別

譲与税による影響額は，平成２２年度に平年度化として試算

○ 県債：行政改革等推進債及び退職手当債を含む

○ 人件費，扶助費，補助費等：過去の伸率等を参考に推計

なお，平成２２年度以降の人件費は給与カットを行わない前提で試算

○ 公債費：現時点での償還計画による

○ 投資的経費：大規模建設事業は計画ベース，それ以外は公共事業費も含め当初予算
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２ 財源確保の目標額

平成２１年度当初予算においては，緊急避難的措置として県債管理基金からの借

入（１９０億円）により何とか必要な財源を確保したところです。

平成２２年度においても約１５０億円，平成２２年度は約１２０億円という財源

不足額が見込まれるため，第５次行財政改革大綱に掲げられた取り組みを徹底して

実行し，財源を確保していかなければなりません。

直面する財政危機を克服し，財政再生団体への転落を回避するとともに，中長期

的に持続可能で健全な財政構造を確立していけるよう，これまで以上により厳しく

行財政改革に取り組んでいきます。

財源確保の目標額（一般財源ベース） （単位：億円）

区 分 Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

収支不足額 A ４５０ ３３０ ３３０

歳 人件費の抑制 ５６ ２５ ４４

出 公共投資の縮減・重点化 ３６ ７ １４

改 事務事業の見直し ７５ ７０ １０７

革 小 計 B １６７ １０２ １６５

歳 自主財源の確保 ３５ ３５ ３６

入 特別会計等資金の活用 ３８ １１ ９

確 一般財源基金取崩額 ２０ ３２ －

保 小 計 C ９３ ７８ ４５

財源確保額 B＋C D ２６０ １８０ ２１０

財源不足額 A－D E １９０ １５０ １２０

（注）Ｈ 21財源不足額 190億円については，緊急避難的措置として県債管理基金
から借入（繰替運用）を計上

【参考１】県債残高・プライマリーバランスの推移見込

Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

県債残高 １７，４３４ １７，９１７ １８，３３３ １８，７１１

うち特例的県債を除く県債残高 １４，０３９ １３，９６６ １３，８８２ １３，７６１

プライマリーバランス △１４３ △４１２ △３１１ △２０５

【参考２】県債管理基金からの借入（繰替運用）の状況

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１

繰替運用額 １４５ １８０ ２００ １９０

（注） Ｈ１８～Ｈ２０の繰替運用額は３月補正で解消し，実施していない。

３ 見直しと公表

「財政収支見通し」は，経済成長率等一定の前提条件による試算のため，随時見直す

必要があります。また，財源確保対策と目標額についても，社会経済情勢の変化に応じ

て見直す必要があることから，毎年度の当初予算編成に合わせて改定し，分かりやすく

公表します。



本県財政の概況

○県税・地方交付税等の推移
（単位：億円）

（注） Ｈ15～H19は決算額，Ｈ20は最終補正後予算額，Ｈ21は当初予算額。
なお，「県税」は地方消費税清算後かつ税源移譲分除きで地方法人特別譲与税を含む。

○県債残高，一般財源基金残高，当初予算額及び公共投資の推移
（単位：億円）

（注）１ 「一般財源基金残高」及び「県債残高」は，Ｈ19までは決算額，Ｈ20は最終補正後予算額，Ｈ21は当初予算額による。
２ 「公共投資」は，H19までは最終予算額，Ｈ20・Ｈ21は当初予算額による。
３ 「特例的な県債」は，地方交付税の肩代わりのため発行した臨時財政対策債や，減収補てん債などである。
４ 「特例的な県債除き」は，公共投資に充てた県債と退職手当債である。
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県政世論調査結果（行財政改革関係抜粋）の分析

１ 県の行財政改革の取り組みについて

問い 県の財政は非常に危機的な状況にあり，これからも，今まで以上に行財政改革を推進していく必要がありますが，次の中から，あ

なたの考えに近いものを１つだけ選んでください。

※( )内の数値は,平成17年の調査結果（＊）平成17年調査では，選択肢がない

・ 「行財政改革は、現在の県の行政サービスが低下しない範囲で行うべきである」(36.0％)、「県の行政サービスの低
下がわずかな程度であれば、行財政改革を行うべきである」（21.2％）、「将来のために徹底した行財政改革を行うべき
であり、そのために県の行政サービスが相応に低下することはやむを得ない」（17.9％）の３つを併せた行財政改革推
進の意見の割合が 75.1％と前回調査時の 69.6%を 5.5 ポイント上回った。「たとえ財政の赤字が生じても、県の行政サ
ービスの水準は向上させてほしい」という意見は約１割と少数意見となっている。
また、「県の行政サービスの低下がわずかな程度であれば、行財政改革を行うべきである」

（21.2％）と「将来のために徹底した行財政改革を行うべきであり、そのために県の行政サービスが相応に低下するこ
とはやむを得ない」(17.9％)を併せた積極的な行財政改革断行の意見は、39.1％と約４割を占めている。

２ 力を入れて進めて欲しい行財政改革

問い 県では，これまでも組織や仕事のやり方を見直したり，職員の削減などの行財政改革を進めてきましたが，今後，力を入れて進め

て欲しいことはなんですか。次の中から，４つまで選んでください。

・ 力を入れて進めて欲しい行財政改革としては、「組織のスリム化や職員数の削減による人件費の抑制」「事務事業の見
直し・効率化」「職員のサービス意識の向上」が前回調査同様上位を占めている。このことから、「行政の効率化やサー
ビスの質の向上」といった視点に県民の関心が強いことが伺える。

＊平成２０年度県政世論調査（調査時期：平成20年8月23日～9月23日）

○調査方法：県内に居住する満20歳以上の男女個人（1,500人），層化二段無作為抽出法・調査員による個別面接聴取法

○回収結果：1,075人（回収率：71.7%）

17.9 21.2 36.0 10.4 2.3 12.2
全体（n=1,075）

将来のために徹底し
た行財政改革を行う
べきであり，そのた
めに県の行政サービ
スが相応に低下する
ことはやむを得ない

行財政改革は，現在
の県の行政サービス
が低下しない範囲で
行うべきである

その他(＊)

わからない
・無回答

(%)

県の行政サービス
の低下がわずかな
程度であれば，行
財政改革を行うべ
きである

たとえ財政の赤字が
生じても，県の行政
サービスの水準は向
上させてほしい

(15.8) (20.5) (33.3) (8.0) (22.5)

組織のスリム化や職員数の削減による人件費の
抑制

事務事業の見直し・効率化

職員のサービス意識の向上

出資団体等の整理・統合，経営の健全化

公共事業や施設整備などの抑制

情報公開の推進

民間への移管や新たな業務委託など民間活力の
一層の導入

市町村合併や交通体系，ＩＴ化の進展を踏まえ
た，出先機関の統合・廃止などの組織の再編

規制の廃止・緩和や行政手続の簡素化の推進

住民に身近な市町村への権限委譲の推進

県民・ＮＰＯ・企業などとの連携・協働の推進

その他

力を入れて進めて欲しいことは特にない

わからない・無回答

(%)
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13.3

8.9
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大規模建設事業一覧

大規模イベント一覧

年度 イベント名 事業概要 開催事業費

Ｈ２１ 第47回技能五輪全 ＜技能五輪＞
国大会 主催：茨城県，日立市，ひたちなか市， 約6.2億円
第31回全国障害者 中央職業能力開発協会 うち県負担約2.9億円
技能競技大会 時期：Ｈ21年10月23日～26日(４日間)
（アビリンピック） 実施職種：電子機器組立，建築大工，施盤，

電気溶接，建具など41職種
来場者数：13万人程度

＜アビリンピック＞
主催：茨城県，日立市，ひたちなか市，

(独)高齢・障害者雇用支援機構

時期：Ｈ21年10月30日～11月１日(３日間)

実施職種：洋裁，電子機器組立，縫製など22

職種

来場者：２万人程度

事 業 名 事業期間 概算事業費
Ｈ２１以降

事業費
Ｈ２１の事業内容

空港整備推進事業 Ｈ１２～２１ ２５０億円 ４５億円
左の概算事業費は
直轄事業費ベース

空港ターミナルビル整備事業 Ｈ１９～２１ ３８億円 ２３億円 貸付金

やさしさのまち「桜の郷」整備事業 Ｈ８～２６ １６１億円 １４億円 造成工事，用地費

水産試験場本館整備事業 Ｈ２１～２３ ５億円 ５億円
基本設計，実施設計，
解体設計

友部病院全面改築事業 Ｈ１９～２３ ６７億円 ６５億円 建設工事

中央病院がん診療施設等整備事業 Ｈ１９～２４ ３６億円 １４億円 建設工事

中央病院救急センター増築事業 Ｈ２１～２２ １８億円 １８億円
基本設計，実施設計，
建設工事

県立保健施設再編整備事業 未 定 未 定 未 定 構想・内部検討中



出資団体の概要 (H21.1末現在）

No. 法 人 名 代表者
県出資
比率
(％)

設 立 目 的

1
(財)いばらき文化振興財団
(生活文化課)

平山 恒夫 100.0

各種の文化振興事業を行うことにより個性豊かな県民文化の振
興を図り，もって国際性豊かな文化県づくりに寄与することを目
的に，平成４年に設立された。平成11年からは県民文化センター
及びアクアワールド茨城県大洗水族館の管理運営も行っている。

2
(財)茨城県環境保全事業団
(廃棄物対策課)

川俣 勝慶 100.0

廃棄物の適正処理を促進するために，廃棄物の最終処分場の安
定的確保を図るとともに，廃棄物による環境汚染の防止対策等の
支援を行い，もって本県の産業活動の健全な発展と県土の環境保
全に寄与することを目的に，平成５年に設立された。

3
(社福)茨城県社会福祉事業団
(障害福祉課)

橋本 昌 100.0

茨城県が設置する社会福祉施設等の管理運営を行うとともに，
自らも社会福祉施設等を経営し，併せてこれらに必要な付帯事業
を行うことにより，県民福祉の向上に寄与することを目的に設立
された。

4
(財)茨城県中小企業振興公社
(産業政策課)

角田 芳夫 100.0
本県産業の中核である中小企業の経営の近代化及び技術の高度

化を促進し，もって中小企業の振興を図り，本県産業の発展に寄
与することを目的に設立された。

5
(財)茨城県農林振興公社
(農政企画課)

橋本 昌 100.0

農山村及び農林業の近代化を推進し農林業者の経済的･社会的地
位を高めることを目的に設立され，以来，農地の流動化や農地の
基盤整備，地域農業活性化の支援，緑化･造林事業などを実施して
いる。

6
茨城県土地開発公社
(都市計画課・つくば地域振興課)

坂入 健 100.0
「公有地の拡大の推進に関する法律」に基づき，公共用地，公

用地の取得，管理及び処分等を行うことにより，地域の秩序ある
整備と県民福祉の増進に寄与することを目的に設立された。

7
(財)茨城県教育財団
(教育庁総務課)

稲葉 節生 100.0

多様化する教育行政を民間創意の活用により，より効果的，合
理的に運営できるものについて，自主事業又は受託事業として積
極的に推進し，本県教育の振興に寄与することを目的に設立され
た。

8
(財)茨城県青少年協会
(女性青少年課)

圷 健男 99.8

青年団体の一部寄付を受けて建設した青少年会館を拠点とし
て，青少年，青少年関係者及びこれらの団体の活動の促進を図る
ことを目的に，青年団体の意見を反映させながら青少年健全育成
事業及び会館の管理運営を行うために設立された。

9
(財)茨城県科学技術振興財団
(企画課)

江崎 玲於奈 98.0

本県における科学技術の基礎的創造的な研究開発の推進及び研
究体制の強化を促進し，もって県内の科学技術の振興に寄与する
とともに，県内産業の高度化を促進することを目的に，平成元年
に設立された。

10
(財)グリーンふるさと振興機構
(地域計画課)

佐川 卓政 90.2

グリーンふるさと圏における地場産業の振興及び都市との交流
の重点的な推進並びに圏域の振興に係る総合的な取組の企画立案
及び調整を図ることを通じて，地域住民，民間企業その他の多様
な主体の活動及び連携・協働を促進し，もって自立的で個性豊か
なグリーンふるさと圏の形成に資することを目的とする。

11
茨城県道路公社
(道路建設課)

橋本 昌 78.9

県の区域及び周辺の地域において，料金を徴収することができ
る道路(有料道路)の新設，改築，維持等の管理を総合的かつ効率
的に行うこと等により，住民の福祉の増進と経済発展に寄与する
ことを目的に設立された。

12
(財)茨城県看護教育財団
(医療対策課)

小西 栄造 75.0

医学，医療技術の進歩や高齢化，さらには在宅ケアに対する
ニーズ等，看護職員の需要が高まるなか，県内，特に県西地域の
医療に必要な看護職員の養成確保と資質の向上を図り，地域住民
の医療水準の向上に寄与することを目的として設立された。

13
(財)茨城県企業公社
(企業局総務課)

渡邊 一夫 75.0
水道の普及促進や浄水場の運転管理業務を通して，県行政及び

公営企業の円滑な推進を支援し，県民の多様かつ高度なニーズに
対応して県民福祉の向上に寄与することを目的に設立された。

14
(財)いばらき腎バンク
(薬務課)

大河内 信弘 67.3
腎不全患者の早期回復と腎不全の予防を図るため，県民運動と

しての腎不全対策を積極的に推進していくことを目的に設立され
た。

15
(財)茨城県国際交流協会
(国際課)

石川 哲夫 61.1
各分野における国際交流・協力を促進し，県民の国際認識，国

際理解の醸成・増進を図り，もって地域文化の創造，地域の活性
化に寄与することを目的に，平成２年に設立された。

16
(財)茨城県開発公社
(事業推進課)

坂入 健 55.6

県の長期計画に基づき，自然資源の有効利用を図り，工業基盤
等の開発整備による地域振興事業を推進するとともに，県民福祉
に係る施設等の設置及び運営を行い，豊かな地域社会の実現に寄
与することを目的に設立された。

17
(株)茨城ポートオーソリティー
(港湾課・ひたちなか整備課)

角田 芳夫 53.0

茨城港の効率的な管理運営及び振興を推進するとともに，ひた
ちなか地区の都市づくりを担い，さらには大洗港区や日立港区の
後背地開発への参画などに取り組むなど，地域社会の発展と振興
を図ることを目的に設立された。

18
(財)茨城県体育協会
(保健体育課)

角田 芳夫 50.9
本県開催の第29回国民体育大会の準備協力体制の確立が強く要

望されているとき，責任体制を確立し，事業を積極的に推進し，
本県体育の飛躍的振興を図るため設立された。
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No. 法 人 名 代表者
県出資
比率
(％)

設 立 目 的

19
(財)茨城県勤労者余暇活用事業団
(労働政策課)

細谷 茂治 50.0
勤労者及び公的年金加入者並びに公的年金受給権者の余暇活用

と福祉の増進のため，余暇活用施設「余暇活用センターやみぞ」
を設置運営することを目的に設立された。

20
(株)いばらき森林サービス
(林政課)

平戸 郁夫 50.0

安定した就労条件により林業労働力を確保し，高性能林業機械
を装備した近代的な生産体制のもとに，活力ある林業の展開と健
全な森林の育成を目的とする森林整備の推進母体として設立され
た。

21
(財)那珂川沿岸土地改良基金協会
(農地整備課)

加藤 浩一 50.0

那珂川沿岸農業水利事業に関係する管内８市町村における営農
を改善する施策活動を推進し，地域農業の活性化に寄与すると共
に，国営及び国営関連事業を推進し，併せて積立金による基金の
運用により事業費の地元負担金の軽減対策を行い，農家経済の安
定を図ることを目的に設立された。

22
鹿島埠頭(株)
(港湾課)

角田 芳夫 50.0
鹿島臨海工業地帯の中核をなす鹿島港において，公共埠頭の効

率的な管理運営と曳船･通船等のサービス事業を一貫して行うた
め，県，地元市町，民間により設立された。

23
茨城県住宅供給公社
(住宅課)

福田 克彦 50.0

「地方住宅供給公社法」に基づき，県内に住宅を必要とする勤
労者に対し，居住環境の良好な集団住宅及びその用に供する宅地
を供給し，もって住民の生活の安定と社会福祉の増進に寄与する
ことを目的に設立された。

24
鹿島都市開発(株)
(事業推進課)

替地 享二 46.8

鹿島地域の都市づくりの一翼を担うため，鹿島セントラルホテ
ルの経営，住宅団地や工業団地の造成事業等を通じて，鹿島地域
の計画的な都市開発及び近代的な生活環境整備を目的として設立
された。

25
(財)茨城県栽培漁業協会
(水産振興課)

斉藤 久男 44.1
栽培漁業の推進に関する事業を行い，水産資源の増大を図る

等，漁業の振興と地域経済の発展に寄与することを目的に設立さ
れた。

26
(株)ひたちなかテクノセンター
(産業政策課)

角田 芳夫 41.2

旧頭脳立地法に基づき，電気・機械産業やエネルギー，情報関
連産業が集積している県北地域において，産・学・官との連携に
よる「地域産業の高度化」，「特定事業の集積促進」を図ること
を目的として設立された。

27
(財)茨城県暴力追放推進センター
(組織犯罪対策課)

幡谷 祐一 37.3

暴力団排除のための広報啓発活動等を推進し，暴力団からの不
当要求行為についての相談，被害者の救援を行うこと等により，
暴力団員による不当な行為の防止及びこれによる被害の救済を図
ることを目的に設立された。

28
(財)茨城県消防協会
(消防防災課)

大塚 光 36.6
消防団員・職員の福利厚生，消防施設の改善，消防活動の強化

等を図るとともに，消防思想を普及徹底することにより，社会の
災厄を防止し，福祉の増進に寄与することを目的に設立された。

29
(財)茨城県勤労者育英基金
(労働政策課)

細谷 茂治 33.3
県下勤労者の子弟教育を容易にするため，労働金庫の教育ロー

ン利用者に対する利子補給を行い，もって勤労者の福祉の増進に
寄与することを目的に設立された。

30
茨城県漁業信用基金協会
(漁政課)

渡辺 一夫 32.3

中小漁業者等に対する金融機関の貸付について，その債務を保
証することにより信用力を補い，経営等に必要な資金の融通を円
滑に進め，もって水産業の振興を図ることを目的に「中小漁業融
資保証法」に基づき設立された。

31
鹿島臨海鉄道(株)
(企画課)

金田 好生 28.5
鹿島臨海工業地帯の生産品及び原料の輸送を主たる目的とし

て，日本国有鉄道，県，進出企業の共同出資により，昭和44年に
設立された。

32
(株)茨城県中央食肉公社
(畜産課)

角田 芳夫 28.3
県内のと畜場を再編・統合し，卸売市場を併設した基幹的な総

合食肉流通施設を設置することにより，食肉の流通合理化及び食
肉取引の近代化に寄与することを目的に設立された。

33
(財)茨城県建設技術管理センター
(検査指導課)

岡部 英男 25.0
建設事業に係る材料試験及び技術管理の調査研究を行うととも

に，建設副産物の有効利用等に関する事業等を行い，もって建設
事業の振興発展に寄与することを目的に設立された。

34
(財)霞ヶ浦漁業振興基金協会
(漁政課)

羽生 誠 24.1

国営高浜入り干拓事業による干拓予定水面のため漁業環境が荒
廃した霞ヶ浦の漁場環境改善と，漁業生産力の増強を図り，漁業
者及び漁協の体質強化と経済的地位向上に寄与することを目的に
設立された。

35
つくば国際貨物ターミナル(株)
(中小企業課)

角田 芳夫 21.3
県及び民間企業等の出資により，内陸における通関拠点として

の特色を活かした業務や施設の管理運営を行い，もって本県の国
際物流業務の効率化を図ることを目的に設立された。

36
(財)茨城県防犯協会
(生活安全総務課)

人見 實徳 20.3

犯罪のない明るい社会の実現を目指して，県民の防犯思想の普
及，高揚，善良の風俗の維持及び風俗環境の浄化並びに少年の健
全育成に寄与するとともに，各種防犯団体の円滑な発展を図るこ
とを目的に設立された。
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No. 法 人 名 代表者
県出資
比率
(％)

設 立 目 的

37
(株)茨城放送
(広報広聴課)

土肥 公仁 19.9
昭和37年，地方の実情に即した政治・経済・社会などに関する

情報を機動的に発信するラジオ局として開局された。

38
(株)つくば研究支援センター
(産業政策課)

武藤 賢治 18.3
世界有数の研究開発ゾーンを形成する筑波研究学園都市に，産

学官の研究交流を軸とした研究開発支援のための拠点として，旧
民活法の規定に基づくリサーチ・コアとして設立された。

39
茨城県農業信用基金協会
(農業経済課)

澤田 正彦 17.6

「農業近代化資金助成法」制定に伴い農業近代化資金の貸付に
対する信用補完により，融資の円滑化を図ることを目的に設立さ
れ，政策資金，各種資金の保証を行い，信用補完機関としての役
割を果たしている。

40
日立埠頭(株)
(港湾課)

高岡 洋 17.3
日立港（茨城港日立港区）において港湾運送業及び関連事業を

経営することを目的に設立された。

41
(財)つくば都市振興財団
(つくば地域振興課)

鈴木 宏 16.7

筑波研究学園都市の振興・発展を目指して，地域情報の収集提
供や芸術・文化の振興活動さらに在住外国人に対する支援活動等
を行うことにより，住民の豊かで魅力のある都市生活の向上に寄
与することを目的に設立された。

42
筑波都市整備(株)
(つくば地域振興課)

南部 裕一 15.6
つくば市，龍ケ崎市，牛久市，阿見町及びその周辺地域住民の

生活利便と居住環境の維持向上を目的として，官民共同出資によ
り設立され，計画的先行的な施設の整備運営を行っている。

43
鹿島共同再資源化センター(株)
(廃棄物対策課)

梶原 泰裕 15.1

鹿島臨海工業地帯に立地する企業から排出される産業廃棄物並
びに鹿嶋市及び神栖市から排出される一般廃棄物(ＲＤＦ)を適正
に処理し，その焼却熱を利用した電気事業を行うことにより地域
社会に貢献することを目的に，平成10年に設立された。

44
茨城県信用保証協会
(産業政策課)

根本 榮一 14.8
中小企業者等のために信用保証の業務を行い，もってこれらの

者に対する金融の円滑化を図ることを目的に設立された。

45
(財)茨城県建設技術公社
(検査指導課)

鈴木 敏博 13.5

県内建設行政の円滑かつ効率的な執行の推進と技術の向上を図
るため，技術研修，調査研究，事業受託等を行い，県内建設事業
の推進を図り，住民福祉と地域の振興発展に寄与することを目的
に設立された。

46
(財)茨城県労働者信用基金協会
(労働政策課)

細谷 茂治 12.6

県下労働者の相互扶助精神を基調として，組織労働者と比較し
信用力等に不利な状況にある未組織労働者が，労働金庫等を利用
する場合，当協会がその信用力を補完することにより，労働者の
経済的地位の向上と生活の安定を図ることを目的に設立された。

47
(株)いばらきＩＴ人材開発センター
(産業技術課)

白戸 仲久 11.7

旧地域ソフトウエアセンター供給力開発事業推進臨時措置法に
基づく事業計画の承認を受け，地域ソフトウエア供給力開発を図
るため，県，古河市及び情報処理推進機構等の出資により設立さ
れた。

48
(財)茨城カウンセリングセンター
(労働政策課)

渋谷 勲 9.0

地域産業界の福祉に関する基礎的な調査研究及び啓発事業を行
い，その成果を広く地域に提供すること，及び勤労者をはじめ広
く県民の心の悩みに対応したカウンセリングを実施することによ
り，豊かでゆとりある職場作りに寄与することを目的に設立され
た。

49
日立港木材倉庫(株)
(港湾課)

打越 芳男 9.0

日立港（茨城港日立港区）における輸入木材の埠頭利用を目的
に設立され，外国貨物取扱いの保税蔵置場の維持管理，輸出用梱
包材の殺虫消毒の実施，検疫業務等を行い公共埠頭運営の一翼を
担っている。

50
(財)茨城住宅管理協会
(住宅課)

森下 恒雄 4.0

県内集合住宅団地及び関連公共公益施設を管理し，併せて住宅
団地と周辺居住環境の維持改善並びに居住者の便益増進を図ると
ともに，広く県民の住宅及び居住環境の向上に寄与することを目
的に設立された。

51
(社)茨城県危険物安全協会連合会
(消防防災課)

幡谷 定俊 －

消防法に基づく危険物の貯蔵，取扱い並びに施設の維持管理に
必要な知識及び技能の普及に努め，危険物に起因する災害を防止
し，もって社会の福祉の増進に寄与することを目的に設立され
た。

52
(社)茨城原子力協議会
(原子力安全対策課)

黒木 剛司郎 －

原子力の平和利用と安全に関する知識の普及と啓発を行い，
もって原子力の平和利用の着実な進展に寄与し，地域の生活環境
の保全と地域産業の健全な発展に寄与することを目的に設立され
た。

53
(社)茨城県観光物産協会
(観光物産課)

橋本 昌 －
観光関連産業の発展等を通じた地域経済への寄与及び国民の観

光レクリェーション活動の充実と国際観光を通じた国際間の相互
理解の進展による観光の発展を目的に設立された。

54
(社)茨城県穀物改良協会
(農産課)

市野沢 弘 －
稲・麦・大豆・落花生及びそばの品質改良を図るとともに，主

要農作物等の生産性を高めることにより，農業経営の安定及び向
上に寄与することを目的に設立された。

55
(社)園芸いばらき振興協会
(園芸流通課)

串田 武久 －

園芸生産組織の整備強化，生産技術の向上，経営基盤の強化安
定並びに流通の改善を図るとともに，園芸農家等から排出される
使用済み農業用プラスチックの回収･処理，園芸作物の種苗生産，
配布を行い，園芸農家の健全な発展と農村環境の保全に寄与する
ことを目的に設立された。
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【これまでの取り組み（Ｈ１５～２０）】

○廃止・緩和を行った規制：５６条例等１３１事務

○簡素化を行った行政手続：５６規則等７９事務

１ 廃止・緩和する規制

No. 規制の内容 条例等名称 条項 緩和等の内容 予定・実施時期

1

住宅団地の造成を目的とする開発行為
を行う者は，雑排水等を下水道等に放
流することができないときは，汚水処
理施設を設置

茨城県建築基準条例
第46条
の5

条項廃止
平成21年度
（H21.4.1施行）

2
前項の汚水処理施設を設けようとする
者は，工事着手前に知事の確認

茨城県建築基準条例
第46条
の5Ⅱ

条項廃止
平成21年度
（H21.4.1施行）

3
前項の規定による知事の確認を受けた
工事を完了後，知事の検査

茨城県建築基準条例
第46条
の5Ⅲ

条項廃止
平成21年度
（H21.4.1施行）

4
遊漁者によるまき餌釣り及びトローリ
ングによる水産動植物の採捕禁止

茨城県海面漁業調整規則 第47条
禁止内容の一部
緩和

平成21～23年度

5

工事金額が5,000万円以上の土木工事又
は工事金額が１億円以上の建築工事の
施工を請け負った者の当該工事から排
出される産業廃棄物の処理方法の届出
義務

茨城県廃棄物処理要項 9

前年度の排出量
1,000トン以下
の事業者につい
ては免除

平成22年度

6

事業者が，自ら産業廃棄物を処理する
場合において，同一の工程で，同一の
原料を使用し，かつ同質の産業廃棄物
を反復継続して排出するものに係る調
査及び試験をおおむね３箇月に１回実
施する義務

茨城県廃棄物処理要項 10
年１回の実施に
緩和 平成22年度

7
最終処分場の埋立処分が終了し，覆土
が完了したときは，30日以内に報告書
を提出する義務

茨城県廃棄物処理要項 25Ⅱ③ 規定の廃止 平成22年度

No. 行政手続の内容 規則等名称 条項 簡素化等の内容 予定・実施時期

1
県外に存する工場又は事業場から排出
される産業廃棄物を県内で処分しよう
とする際の協議義務

茨城県廃棄物処理要項 14Ⅰ

電子マニフェス
トを使用する事
業者について
は，協議事項を
一部省略

平成21年度

２ 簡素化する行政手続

廃止・緩和する規制，簡素化する行政手続
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指 定 管 理 者 名
公募・非公募

の別
開始年月 指定期間

1 青少年会館 ユース・アイ・マネージメントグループ 公 募 H21.4 ５ 年 女 性 青 少 年 課

2 カシマサッカースタジアム (株)鹿島アントラーズ・エフ・シー 公 募 H18.4 ５ 年

3 鹿島セントラルモール 鹿島都市開発(株) 非 公 募 H21.4 ５ 年

4 つくば国際会議場 つくばコングレスセンター（企業ｸﾞﾙｰﾌﾟ） 公 募 H18.4 ５ 年 つくば地域振興課

5 県民文化センター (財)いばらき文化振興財団 公 募 H18.4 ５ 年 生 活 文 化 課

6 鳥獣センター (財)茨城県農林振興公社 公 募 H21.4 ５ 年 環 境 政 策 課

7 総合福祉会館 （社福）茨城県社会福祉事業団 公 募 H18.4 ５ 年 福 祉 指 導 課

8 健康プラザ (財)茨城県総合健診協会 公 募 H21.4 ５ 年 保 健 予 防 課

9 母子の家 (社)茨城県母子寡婦福祉連合会 公 募 H21.4 ５ 年

10 児童センターこどもの城 (社福)茨城県社会福祉事業団 公 募 H18.4 ５ 年

11 点字図書館 (社福)茨城県視覚障害者協会 公 募 H18.4 ５ 年

12 視覚障害者福祉センター (社福)茨城県視覚障害者協会 公 募 H18.4 ５ 年

13 聴覚障害者福祉センターやすらぎ (社)茨城県聴覚障害者協会 公 募 H18.4 ５ 年

14 あすなろの郷 (社福)茨城県社会福祉事業団 公 募 H21.4 ５ 年

15 つくば創業プラザ (株)つくば研究支援センター 非 公 募 H18.4 ５ 年 産 業 政 策 課

16 大洗マリンタワー 大洗町 非 公 募 H18.4 ５ 年

17 国民宿舎「鵜の岬」 (財)茨城県開発公社 非 公 募 H18.4 ５ 年

18 カントリープラザ「鵜の岬」 (財)茨城県開発公社 非 公 募 H18.4 ５ 年

19 奥久慈憩いの森 茨城県造園業協同組合 公 募 H21.4 ５ 年

20 県民の森 (財)茨城県農林振興公社 公 募 H21.4 ５ 年

21 植物園 (財)茨城県農林振興公社 公 募 H21.4 ５ 年

22 森のカルチャーセンター (財)茨城県農林振興公社 公 募 H21.4 ５ 年

23 きのこ博士館 (財)茨城県農林振興公社 公 募 H21.4 ５ 年

24 水郷県民の森 (財)茨城県農林振興公社 公 募 H21.4 ５ 年

25 那珂湊漁港（駐車場） (株)暁恒産 公 募 H21.4 ３ 年

26 那珂湊漁港（水門） 那珂湊漁業協同組合 公 募 H21.4 ３ 年

27 波崎漁港（浄化施設） 波崎加工協・化工機プラント共同事業体 公 募 H21.4 ３ 年

28 波崎漁港海岸休憩施設 神栖市 非 公 募 H21.4 ３ 年

29 鹿島港の北海浜地区の港湾環境整備施設（魚釣園を除く） 鹿嶋市 非 公 募 H18.4 ５ 年

30 鹿島港の魚釣園 鹿島埠頭(株) 公 募 H18.4 ５ 年

31 大洗港の中央地区の港湾環境整備施設（港中央公園に限る） (株)茨城ポートオーソリティ 公 募 H18.4 ５ 年

32 大洗港の魚釣園 (株)茨城ポートオーソリティ 公 募 H18.4 ５ 年

33 大洗マリーナ (株)茨城ポートオーソリティ 公 募 H18.4 ５ 年

34 大洗マリーナ地区の港湾環境整備施設 大洗町 非 公 募 H18.4 ５ 年

35 砂沼広域公園 (財) 茨城県開発公社 公 募 H18.4 ５ 年

36 洞峰公園 洞峰都市整備グループ 公 募 H19.4 ５ 年

37 赤塚公園 洞峰都市整備グループ 公 募 H19.4 ５ 年

38 港公園 神栖市 非 公 募 H18.4 ５ 年

39 県西総合公園 筑西広域市町村圏事務組合 非 公 募 H18.4 ５ 年

40 笠間芸術の森公園 笠間市 非 公 募 H18.4 ５ 年

41 大子広域公園 大子町 非 公 募 H18.4 ５ 年

42 鹿島灘海浜公園 鉾田市 非 公 募 H18.4 ５ 年

43 北浦川緑地 取手市 非 公 募 H18.4 ５ 年

44 大洗公園 茨城県造園業協同組合 公 募 H21.4 ５ 年

45 県営住宅及び周辺施設（165団地） (財)茨城住宅管理協会 公 募 H18.4 ５ 年 住 宅 課

46 県立歴史館 (財)茨城県教育財団 非 公 募 H18.4 ５ 年 文 化 課

47 水戸生涯学習センター (財)茨城県教育財団 公 募 H18.4 ５ 年

48 県北生涯学習センター ＮＰＯ法人インパクト 公 募 H18.4 ５ 年

49 鹿行生涯学習センター (財)茨城県教育財団 公 募 H18.4 ５ 年

50 女性プラザ (財)茨城県教育財団 公 募 H18.4 ５ 年

51 県南生涯学習センター (財)茨城県教育財団 公 募 H18.4 ５ 年

52 県西生涯学習センター (財)茨城県教育財団 公 募 H18.4 ５ 年

53 西山研修所 (財)茨城県教育財団 公 募 H18.4 ５ 年

54 中央青年の家 (財)茨城県教育財団 公 募 H18.4 ５ 年

55 白浜少年自然の家 (財)茨城県教育財団 公 募 H18.4 ５ 年

56 さしま少年自然の家 (財)茨城県教育財団 公 募 H18.4 ５ 年

57 里美野外活動センター 茨城県キャンプ協会 公 募 H21.4 ５ 年

58 ライフル射撃場 茨城県ライフル射撃協会 非 公 募 H18.4 ５ 年

59 堀原運動公園 (財)茨城県体育協会 公 募 H18.4 ５ 年

60 東町運動公園 ＮＰＯ法人日本スポーツ振興協会 公 募 H18.4 ５ 年

61 笠松運動公園 (財)茨城県体育協会 公 募 H18.4 ５ 年

62 こども病院 (社福)恩賜財団済生会 公 募 H18.4 ５ 年 病 院 局

保 健 体 育 課

事 業 推 進 課

子 ど も 家 庭 課

障 害 福 祉 課

観 光 物 産 課

林 政 課

水 産 振 興 課

港 湾 課

公 園 街 路 課

生 涯 学 習 課

指定管理者施設一覧

NO. 公 の 施 設 の 名 称

現在の指定管理者の状況

所 管 課
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団 体 名 主な業務内容 見直しの方向 実施・予定時期

1 久慈郡身体障害者福祉会連絡協議会 協議会運営の助言指導等 団体廃止 平成16年度

2 県南地方農林振興協議会 農業経済安定方策，農林振興施策の推進等 事務局移管(構成市町村) 平成16年度

3 農業委員会県南連絡協議会 農業委員会，関係機関との連絡調整 事務局移管(構成市町村) 平成16年度

4 鹿島工業整備特別地域整備推進協議会
鹿島工業整備特別地域の振興に関する調査，
研修等

団体廃止 平成17年度

5 城北地域・森と川の交流促進協議会
城北地域の自然資源を活かした交流事業の実
施等

団体廃止 平成17年度

6
(財)茨城県総合健診協会支部
(１２保健所内に支部を設置)

疾病予防，健康の保持・増進に関する知識の
普及啓発，調査研究等への協力

団体廃止 平成17年度

7 茨城県潮来保健所管内保健衛生協議会 公衆衛生功労者の表彰，研修会の開催等 団体廃止 平成17年度

8 茨城県つくば保健所管内公衆衛生協議会 講演会，研修会の開催等 団体廃止 平成17年度

9 茨城県病院職員保育事業 県立病院看護職員の乳児及び幼児の保育 団体廃止 平成17年度

10 全国小売商業対策推進連絡協議会
地域小売商業の活性化を図るための調査，情
報の収集・交換，要望・陳情等

団体廃止 平成17年度

11
茨城県中小企業集団連合会(県庁内に本部，
各地方総合事務所等内に５支部設置)

勤労者の福祉活動の実施，人事・労務管理研
修の実施等

団体廃止 平成17年度

12 茨城県人会北海道連合会

13 茨城県人会札幌地区

14 茨城県住宅対策推進協議会
公営住宅等の建設，維持管理等に関する関係
機関との連絡調整，調査，研修等

団体廃止 平成17年度

15
茨城県広報研究会
(各地方総合事務所内に支部を設置)

広報行政に関する研修会の開催等 支部廃止(本部に統合) 平成18年度

16 (財)茨城県学生寮協会 本県出身学生用学生寮の管理運営 団体廃止 平成18年度

17
茨城県県庁友の会支部
(各地方総合事務所内に１支部，常陸太田県
税事務所内に２支部を設置)

県庁退職者の福利厚生事業，会報等での県事
業ＰＲなど県政への協力等

事務局独立 平成18年度

18
地方税務協会(県庁内に本部，８県税事務所
内に支部を設置)

地方税務事務の研究，市町村との研修等
事務処理見直し(支部会計事
務を本部一括で実施)

平成18年度

19 茨城県施設園芸研究会
施設園芸栽培技術の研究，研修などによる技
術交換等

事務局移管((社)園芸いばら
き振興協会)

平成18年度

20
伊奈・谷和原丘陵部まちづくり推進連絡協
議会

「まちづくり」や「土地活用」に関する連
絡・調整,各種調査・研究

事務局移管
(関係市)

平成18年度

21
茨城県教育友の会支部
(各教育事務所内に１支部設置)

退職教職員の福利厚生事業，会報等での県事
業ＰＲなど県政への協力等

事務局独立 平成18年度

22 県南地域優良芝生生産対策協議会 需要拡大のＰＲ活動,視察・研修会の実施 団体廃止 平成18年度

23 常陸海浜公園整備促進協議会
講習会等の開催，関係機関に対する提案・要
望活動等

団体統合
(県公園緑地推進協議会)

平成19年度

24 茨城県県北市町村青少年問題協議会連絡会
青少年問題の研究及び青少年育成関係者等へ
の研修等

団体廃止 平成19年度

25 茨城県県南地区青少年問題協議会連絡会 青少年の指導,育成,保護及び矯正 団体廃止 平成19年度

26 茨城県県北市町村交通対策研究会 交通安全対策に関する研修・研究協議会 団体廃止 平成19年度

27 鹿行地域交通安全推進研究 交通安全行政の円滑かつ効率的な推進 団体廃止 平成19年度

28 茨城県県南地方市町村交通安全連絡協議会 交通安全に関する情報交換,協議,研修 団体廃止 平成19年度

29 行方交流圏協議会 行方地域における交流促進事業等の実施 事務局移管(行方市) 平成19年度

30 阿見吉原土地区画整理事業推進連絡協議会
土地区画整理・地元対策に関すること，関係
機関との聯絡調整

事務局移管(阿見吉原地区ま
ちづくり推進協議会)

平成19年度

31 鹿行地区青少年問題協議会連絡会 青少年の指導,育成,保護及び矯正 団体廃止 平成19年度

32 茨城うまいもんどころ味クラブ
京浜地域の流通関係者と青果物生産者との意
見交換，産地視察などによる販売促進

事務局移管
(会員企業)

平成20年度

33
茨城県電子申請・届出システム整備運営協
議会

電子申請・届出システムの構築及び運用
団体統合(市町村共同システ
ム整備運営協議会)

平成20年度

34 多賀林業振興会 機関誌の配布，間伐講習会等 事務局移管 平成20年度

35 常陸太田林業振興会 機関誌の配布，間伐講習会等 事務局移管 平成20年度

36 大子林業改良普及協会 機関誌の配布，間伐講習会等 事務局移管 平成20年度

37 常陸大宮市林業振興会 機関誌の配布，間伐講習会等 事務局移管 平成20年度

38 水戸地区林業振興会 機関誌の配布，間伐講習会等 事務局移管 平成20年度

39 西茨城林業振興会 機関誌の配布，間伐講習会等 事務局移管 平成20年度

40
茨城・きらめきリゾート構想推進協議会
(地域計画課)

リゾ-ト整備推進に関する総合調整 団体廃止 平成20年度

41
茨城県スマートコリドール構想推進協議会
(情報政策課)

つくばエクスプレス沿線開発地域等における
ＩＴ活用の街づくり

団体廃止 平成20年度

42
茨城県教育友の会
(福利厚生課)

退職教職員の相互親睦融和と福利厚生の増進 事務局独立 平成20年度

43
茨城県スポーツ施設予約システム整備運営
協議会 (情報政策課)

スポ-ツ施設予約システムの整備・運営
団体統合(市町村共同システ
ム整備運営協議会)

平成21年度

44
県西地域総合振興協議会
(県西総合事務所総務課)

交通安全・青少年・福祉等の各種研修会の実
施，要望活動

事務局移管
(会長市町)

平成21年度

45
大洗鹿島線を育てる沿線市町村会議
(企画課)

鉄道利用の促進・啓発，沿線環境の整備等
事務局移管
(沿線市町)

平成21～23年度

46
茨城県港湾協会
(港湾課)

港湾整備に係る大会の開催・要望活動，研修
会の実施

団体統合(茨城県港湾振興協
会連合会)

平成21～23年度

47
茨城県港湾振興協会連合会
(港湾課)

港説明会の開催，広報誌の発行等
団体統合
(茨城県港湾協会)

平成21～23年度

48
日本赤十字社茨城県支部各地区支部（鹿行
支部を除く）
(各総合事務所福祉課)

赤十字活動の広報，社費の募集 事務局移管 平成21～23年度

県に事務局を置く任意団体の見直し

茨城県出身者の組織化，県出身者の活動支援
(モニターや県催事への協力)

団体再編・統合
(北海道茨城県人会)

平成17年度

＊網掛けは平成21年2月末までに見直し済みの団体
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国に対し権限移譲を求める事務

No. 事 務 の 名 称 等 根 拠 法 令 等

1 商工会議所設立認可等権限 商工会議所法第27条

2
前払式割賦販売事業者等に対する営業許可，是 割賦販売法第20条等

正措置命令

3
産業廃棄物処理施設等の基準等の設定権限 廃棄物の処理及び清掃に関する法律

第15条，第15条の2

4 ４ha超の農地転用の許可権限 農地法第4条，第5条

5 保安林の指定・解除権限 森林法第25条，第26条

6 保安施設地区の指定・解除権限 森林法第41条，第43条

7 砂防指定地の指定・解除権限 砂防法第2条

8 地すべり防止区域の指定・廃止権限 地すべり防止法第3条，第51条

9 国定公園の公園計画の決定権限 自然公園法第7条

10 都道府県土地改良連合会の設立許可等権限 土地改良法第111条の13

11 種畜等検査権限 家畜改良増殖法第4条

12 水道事業に係る認可権限 水道法第6条

13 民生委員の委嘱権限 民生委員法第5条

14
社会福祉士，介護福祉士など国家資格養成施設 社会福祉士及び介護福祉士法第7条，

の指定の際の意見提出権能の付与 第39条等

栄養士，調理師，製菓衛生師に係る養成施設の 栄養士法第2条

15 指定権限 調理師法第3条

製菓衛生師法第5条

16 短期職業訓練に係る権限 職業能力開発促進法第15条第1項

17
特別児童扶養手当の権限 特別児童扶養手当の支給に関する法

律第5条

18
一級河川管理の権限(流域が２以上の都府県に 河川法第9条

わたる場合を除く)

19
不適正表示に係る改善命令の権限 農林物資の規格化及び品質表示の適

正化に関する法律第19条の14第3項
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国に見直しを求める関与

No. 事 務 の 名 称 等 根 拠 法 令 等

1
都道府県土地利用基本計画の策定等に関する国 国土利用計画法第9条等
土交通大臣との同意を要する協議

2
２ha超４ha以下の農地転用許可に係る農林水産 農地法附則第2項
大臣との協議

3
都市計画の区域区分等の決定・変更等に係る農 都市計画法第23条
林水産大臣との協議

区域区分の定められていない都市計画区域にお 農林水産省農村振興局長通知
4 ける用途地域の指定等についての地方農政局と

の調整

5
近郊整備地帯における用途地域等の都市計画決 都市計画法第18条
定に係る国土交通大臣との同意を要する協議 都市計画法施行令第12条

6
農業振興地域整備基本方針の作成等に関する農 農業振興地域の整備に関する法律
林水産大臣との同意を要する協議 第4条等

7
地域森林計画の策定等に係る農林水産大臣と同 森林法第6条
意を要する協議

8
都道府県立自然公園の特別地域の指定等に係る 自然公園法第66条
国の関係地方行政機関の長との協議

9
都道府県自然環境保全地域の特別地区の指定等 自然環境保全法第49条
に係る環境大臣との協議

10 都道府県道認定に当たっての国土交通大臣との協議 道路法第74条

11
大臣認可を受けた埋立地等における許可事務に 公有水面埋立法第23条，27条，29
ついての国への報告，協議 条

12 公営住宅の用途廃止についての国土交通大臣の承認 公営住宅法第44条

13 漁業調整規則の制定等に係る農林水産大臣の認可 漁業法第65条

都道府県による公衆浴場入浴料金統制の義務付 物価統制令第4条
14 け 公衆浴場入浴料金の統制額の指定

に関する厚生労働省令第2条

15 社会福祉主事に係る任用資格を含めた必置規制 社会福祉法第18条

16
都道府県生活衛生適正化審議会，感染症審査協 生活衛生関係営業の運営の適正化
議会，地方社会福祉審議会に関する必置規制 及び振興に関する法律第58条等

17 児童自立支援施設の調理員に関する必置規制 児童福祉法施行令第36条
児童福祉施設最低基準第80条

児童福祉施設最低基準等 児童福祉施設最低基準第32条，第
18 33条

幼稚園設置基準第3条，5条等

19
介護労働者の雇用管理改善計画等の認定 介護労働者の雇用管理の改善に関

する法律第8条
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No. 事 務 の 名 称 等 根 拠 法 令 等

中小企業雇用管理改善計画等の認定 中小企業における労働力の確保及

20
び良好な雇用の機会の創出のため
の雇用管理の改善の促進に関する
法律第4条

工業用水道事業補助金の交付を受けた工業用水 工業用水道事業法第17条
21 道の料金設定・改定に係る経済産業大臣の承認 工業用水道事業費補助金交付規則

第6条

22
基幹農道の新規採択にあたっての国土交通省と 建設省道路局長，農林水産省農地
の協議調整 局長覚書（S45.3.16）

対ＥＵ，対米，対中国輸出水産食品に係る監視 厚生省生活衛生局長通知（Ｈ7.7.
23 指導，衛生証明書発行の事務等 5）厚生労働省医薬食品局食品安

全部長通知（H18.1.16）ほか

24
漁港施設用地等利用計画の策定及び変更 漁港施設用地等利用計画の策定に

係る水産庁長官通知(H2.3.15)

25 漁港区域の指定又は変更 漁港漁場整備法第6条

26
全国一律の基準病床数の設定 医療法第30条の4，医療法施行規

則第30条の30

27 児童厚生施設に関する年１回の実地検査 児童福祉法施行令第38条

28 訓練手当に係る事務 雇用対策法第18条

29 保健所長の医師資格要件 地域保健法施行令第4条

30 商工会と商工会議所の合併に係る法整備 商工会法，商工会議所法

31
農業農村整備事業 農業農村整備事業における時間管

理の徹底等に係る通知

32 海岸保全施設の工事施工に伴う大臣の承認 海岸法第27条

33
特別用途地域内における用途緩和条例を制定す 建築基準法第49条第2項
る際の大臣の承認

特別支援教育就学奨励費負担金等に係る事務 特別支援教育就学奨励費負担金及
34 び要保護及び準要保護児童生徒援

助費補助金交付要項第12条

35
２級水系の河川整備方針及び河川整備計画の同 河川法第79条第2項
意 河川法施行規則第37条の5

36
街路事業等における国土交通大臣の都市計画事 都市計画法第59条第2項
業の認可



１ まちづくり特例市への移譲事務（対象：人口５万人以上の市）

農地法 農地転用の許可（２ha以下）等

農地法 農地等の賃借権の解約等の許可 ※

農業振興地域の整備に関する法律 農用地区域内における開発行為の許可等 ※

森林法
≪任意選択事務≫

林地開発行為の許可等

都市計画法 開発行為の許可等

租税特別措置法 優良宅地造成の認定

宅地造成等規制法
宅地造成工事規制区域の指定，区域内の宅地造成に関する
許可等

※

都市計画法 都市計画施設内の建築許可，都市計画事業地内の建築許可

茨城県風致地区内における建築行為等の規制
に関する条例

風致地区内における行為の許可等

土地区画整理法 土地区画整理事業の個人・組合施行の認可（５ha未満）等

都市再開発法 市街地再開発促進区域内における建築物の建築許可等

家庭用品品質表示法 販売事業者に対する立入検査等

消費生活用製品安全法 販売事業者に対する立入検査等

児童福祉法 認可外保育施設に対する立入検査等

児童福祉法 認可外保育施設の事業開始の届出受理等 ※

母子保健法 未熟児の訪問指導（養育医療非給付児に限る）等

身体障害者福祉法 身体障害者手帳の交付等

計量法 各種計量器類の立入検査等

商工会議所法 商工会議所が賦課する負担金の許可

商工会法 商工会の設立の認可等

中小小売商業振興法 商店街整備計画の認定等

商工会及び商工会議所による小規模事業者の
支援に関する法律

基盤施設計画の認定等 ※

電気用品安全法 販売事業者に対する立入検査等

ガス事業法 販売事業者に対する立入検査等 ※

火薬類取締法 火薬類の譲渡者，譲受者に対する許可等

水道法 簡易専用水道の給水停止命令

茨城県安全な飲料水の確保に関する条例 小簡易専用水道の給水停止命令

騒音規制法 地域の指定，規制基準の設定等

悪臭防止法 地域の指定，規制基準の設定等

振動規制法 地域の指定，規制基準の設定等

水質汚濁防止法 特定事業場への立入検査等

土壌汚染対策法
≪任意選択事務≫

汚染状況報告の受理，立入検査等 ※

大気汚染防止法 工場・事業場への立入検査等

ダイオキシン類対策特別措置法 特定事業場への立入検査等

特定工場における公害防止組織の整備に関す
る法律

公害防止統括責任者選任等の届出の受理等

茨城県生活環境の保全等に関する条例 特定施設の設置の届出の受理等

市町村へ権限を移譲する事務

※印は，Ｈ２１年４月から新たに追加する事務

快
適
な
環
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く
り
分
野

活
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あ
る
産
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く
り
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㡲
）

ఫ
ࡳ
よ
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野

୺な事務の内ᐜ
分野 法令ྡ
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２ まちづくり特例市（第二期）への移譲事務（対象：人口５万人未満の市 ※Ｈ２１．４新設）

分野 区分 法令名 主な事務の内容

農地法 農地転用の許可（２ha以下）等

農地法 農地等の賃借権の解約等の許可

農業振興地域の整備に関する
法律

農用地区域内における開発行為の許可等

森林法
≪任意選択事務≫

林地開発行為の許可等

都市計画法 開発行為の許可等

租税特別措置法 優良宅地造成の認定

宅地造成等規制法
宅地造成工事規制区域の指定，区域内の宅地造成に関する許可
等

都市計画法 都市計画施設内の建築許可，都市計画事業地内の建築許可

茨城県風致地区内における建
築行為等の規制に関する条例

風致地区内における行為の許可等

土地区画整理法 土地区画整理事業の個人・組合施行の認可（５ha未満）等

都市再開発法 市街地再開発促進区域内における建築物の建築許可等

家庭用品品質表示法 販売事業者に対する立入検査等

消費生活用製品安全法 販売事業者に対する立入検査等

児童福祉法 認可外保育施設に対する立入検査等

児童福祉法 認可外保育施設の事業開始の届出受理等

母子保健法 未熟児の訪問指導（養育医療非給付児に限る）等

身体障害者福祉法
≪任意選択事務≫

身体障害者手帳の交付等

計量法 各種計量器類の立入検査等

商工会議所法 商工会議所が賦課する負担金の許可

商工会法 商工会の設立の認可等

中小小売商業振興法 商店街整備計画の認定等

商工会及び商工会議所による
小規模事業者の支援に関する
法律

基盤施設計画の認定等

電気用品安全法 販売事業者に対する立入検査等

ガス事業法 販売事業者に対する立入検査等

火薬類取締法 火薬類の譲渡者，譲受者に対する許可等

水道法 簡易専用水道の給水停止命令

茨城県安全な飲料水の確保に
関する条例

小簡易専用水道の給水停止命令

騒音規制法 地域の指定，規制基準の設定等

悪臭防止法 地域の指定，規制基準の設定等

振動規制法 地域の指定，規制基準の設定等

個
性
豊
か
な
ま
ち
づ
く
り
分
野

保健・福祉

農地

都市計画・都市
整備

活
力
あ
る
産
業
づ
く
り
分
野

中小企業支援

快
適
な
環
境
づ

く
り
分
野

住
み
よ
い
く
ら
し
づ
く
り
分
野

消費生活

安全

環境
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３ 新規移譲事務（５５法令 ７０４事務）

まちづくり特
例市

まちづくり特例市
（第二期）

１－１ 国土利用計画法
国土利用計画法に基づく届出受理，
利用目的に関する勧告等

22 市町村

１－２ 首都圏近郊緑地保全法
保全区域内における行為の届出受理
等

21 市町村

龍ケ崎市，常総
市，取手市，牛久
市，坂東市，五霞
町，境町

１－３ 自然公園法
国定公園区域における行為許可・届
出受理等

21 市町村
13市町村（水郷筑
波国定公園の関係
市町村）

１－４ 茨城県立自然公園条例
県立自然公園区域における行為許
可・届出受理等

21 市町村
15市町（県立自然
公園の関係市町
村）

１－５ 茨城県自然環境保全条例
環境保全地域における行為許可・届
出受理等

21 市町村
31市町村（環境保
全地域の関係市町
村）

１－６
農業振興地域の整備に関
する法律

農用地区域内における開発行為の許
可等

22 市町村 まちづくり
まちづくり
（農地）

１－７ 農地法 農地等の賃借権の解約等の許可 22 市町村 まちづくり
まちづくり
（農地）

１－８ 森林法 林地開発行為の許可等 21 市町村
まちづくり
（任意選択）

まちづくり
（都市計画・
都市整備）
（任意選択）

１－９ 農住組合法 農住組合の設立認可等 21 市町村
３３市町村（農住
組合法対象市町
村）

１－１０
入会林野等に係る権利関
係の近代化の助長に関す
る法律

入会林野整備計画の認可等 21 市町村

１－１１ 漁港漁場整備法
漁港漁場整備法に係る占用の許可等
（経由事務）

21 市町村

北茨城市，日立
市，ひたちなか
市，神栖市，行方
市，大洗町

１－１２ 海岸法
県管理漁港区域内の海岸法に係る占
用の許可等（経由事務）

21 市町村
北茨城市，日立
市，ひたちなか
市，神栖市

１－１３
茨城県海岸保全区域及び
一般公共海岸区域に係る
占用料等徴収条例

県管理漁港区域内の海岸法に係る占
用許可等に係る占用料等の徴収

21 市町村
北茨城市，日立
市，ひたちなか
市，神栖市

１－１４ 茨城県漁港管理条例
漁港漁場整備法による占用許可等に
係る占用料等の徴収

21 市町村

北茨城市，日立
市，ひたちなか
市，神栖市，行方
市，大洗町

１－１５ 国有財産法
市町村管理漁港区域内の国有財産の
境界確定等

21 市町村

日立市，土浦市，
行方市，かすみが
うら市，神栖市，
茨城町，大洗町，
美浦村

１－１６
公有地の拡大の推進に関
する法律

土地を譲渡しようとする場合の届出
及び土地の買取希望申し出の受理等

21 市町村

１－１７
高齢者、障害者等の移動
等の円滑化の促進に関す
る法律

特定路外駐車場の設置の届出受理等 21 市町村
（特例市は法定移
譲済）

１－１８ 都市緑地法 特別緑地保全地区内の行為の許可等 22 市町村
特別緑地保全地区
がある市町村

１－１９ 宅地造成等規制法
宅地造成工事規制区域の指定，区域
内の宅地造成に関する許可等

21 市町村 まちづくり
まちづくり
（都市計画・
都市整備）

１－２０ 住宅地区改良法
住宅地区改良事業地内の建築行為等
の許可等

21 市町村
（特例市は法定移
譲済）

１－２１
特定優良賃貸住宅の供給
の促進に関する法律

特定優良賃貸住宅供給計画の認定等 21
特優賃事業
を実施する
市町村

１－２２
高齢者の居住の安定確保
に関する法律

高齢者向け優良賃貸住宅の供給計画
の認定等

21
高優賃事業
を実施する
市町村

１－２３
急傾斜地の崩壊による災
害の防止に関する法律

急傾斜地崩壊危険区域の指定，区域
内の行為の許可等

22 市町村

１－２４
土砂災害警戒区域等にお
ける土砂災害防止対策の
推進に関する法律

土砂災害警戒区域の指定等 22 市町村

包括移譲
番
号 法令名

移譲対象
市町村

２４法令 ２４６事務

主な事務の内容
移譲開
始年度

備考（事務が該
当する市町村
等）

(1) まちづくり・土地利用規制分野
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まちづくり特
例市

まちづくり特例市
（第二期）

２－１ 社会福祉法

社会福祉法人（設置主体が市町村
である社会福祉施設を経営する法
人に限る）の指導検査，報告徴収
等

21 市町村

２－２ 社会福祉法
市町村社会福祉協議会に係る定款
の認可等

21 市町村

２－３ 社会福祉法
放課後児童健全育成事業の届出受
理等

22 市町村

２－４ 児童福祉法 保育所の設置認可，報告の徴収等 22 市町村

２－５ 児童福祉法
児童厚生施設の設置認可，実地検
査等

22 市町村

２－６ 児童福祉法
認可外保育施設の事業開始の届出
受理等

22 市町村
くらしづく
り

くらしづくり
（保健・福祉）

２－７ 老人福祉法
養護老人ホーム，特別養護老人
ホームの設置認可等

21 市

２－８ 老人福祉法
有料老人ホームの設置届出の受理
等

21 市

２－９ 老人福祉法
老人デイサービスセンター等の設
置届出の受理等

21 市町村

２－１０ 老人福祉法
老人居宅生活支援事業に係る届出
受理等

21 市町村

２－１１ 介護保険法 指定居宅サービス事業者の指定等 22 市町村

２－１２ 戦傷病者特別援護法
戦傷病者への更生医療の給付，補
装具の支給又は修理等

21 市町村

２－１３ 障害者自立支援法
自立支援医療費（育成医療費）の
支給認定等

22 市町村

６法令 ７５事務

移譲開始
年度

備考（事務が
該当する市町
村等）

包括移譲

移譲対象
市町村

（２） 福祉分野

番
号 主な事務の内容法令名
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まちづくり特例
市

まちづくり特例市
（第二期）

３－１ 水道法 専用水道の布設工事確認等 21 市町村

３－２ 化製場等に関する法律 化製場等の設置許可等 21 市町村

（４） 公害規制分野

まちづくり特例
市

まちづくり特例市
（第二期）

４－１ 浄化槽法
廃止届出の受理，使用開始報告書
の受理，管理者変更報告書の受理
等

21 市町村

４－２
廃棄物の処理及び清掃
に関する法律

一般廃棄物処理施設の設置許可等 22
建築主事を
置く市

４－３
廃棄物の処理及び清掃
に関する法律

廃棄物が地下にある土地の形状の
変更に係る指定区域の指定等

22 市町村

４－４

特定化学物質の環境へ
の排出量の把握等及び
管理の改善の促進に関
する法律

特定化学物質の排出量等に関する
事務

22
人口５万人
以上の市

４－５ 土壌汚染対策法 汚染状況報告の受理，立入検査等 22
人口５万人
以上の市

環境づくり
（任意選択）

（特例市は法定移
譲済）

４－６
茨城県霞ヶ浦水質保全
条例

高度処理浄化槽の設置命令 21

事務が該当
する市町村
のうち，人
口５万人以
上の市※

まちづくり特例
市

まちづくり特例市
（第二期）

５－１ 学校教育法
市町村の設置する幼稚園の設置廃
止等の認可等

22 市町村

５－２ 文化財保護法
埋蔵文化財の調査のために発掘し
ようとする場合の届出受理等

22 市町村

５－３ 社会教育法 社会教育主事の資格の認定 21 市町村

５－４ 社会教育法
法人の設置する公民館の事業又は
行為の停止命令

21 市町村

５法令 ６３事務

移譲開
始年度

番
号 法令名 主な事務の内容

番
号

法令名

２法令 １６事務

包括移譲 備考（事務が
該当する市町
村等）

（３） 保健・衛生分野

移譲開
始年度

移譲対象市
町村

備考（事務が
該当する市町
村等）

備考（事務が
該当する市町
村等）

３法令 １５事務

※１１市：土浦市，石岡市，龍ケ崎市，笠間市，牛久市，つくば市，鹿嶋市，筑西市，神栖市，鉾田市，小美玉市

（５） 教育分野

主な事務の内容
移譲対象市
町村

包括移譲

包括移譲
番
号

移譲開
始年度

移譲対象市
町村

法令名 主な事務の内容
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まちづくり特例
市

まちづくり特例市
（第二期）

６－１ 工場立地法 特定工場の新設届出の受理等 22 市町村

６－２
工場立地の調査等に関
する法律の一部を改正
する法律

特定工場における変更届出の受理 22 市町村

６－３ 高圧ガス保安法 高圧ガス製造の許可等 22
特例市及び特例市規
模の消防本部の構成
市町村

６－４ 高圧ガス保安法 高圧ガス貯蔵所の設置許可等 22

製造に係るものは特例市
及び特例市規模の消防本
部の構成市町村，その他
は市町村

６－５ 高圧ガス保安法 高圧ガス販売事業届出の受理等 22 市町村

６－６ 火薬類取締法 火薬類の販売の許可等 22
特例市及び特例市規
模の消防本部の構成
市町村

６－７
液化石油ガスの保安の
確保及び取引の適正化
に関する法律

液化石油ガス設備工事の届出の受
理，事務所等への立入検査等

21 市町村

６－８ ガス事業法
ガス用品販売事業者に対する立入検
査等

22 市町村 産業づくり
産業づくり
（安全）

６－９ 砂利採取法 採取計画の認可等 22 市

６－１０ 採石法 採取計画の認可等 22 市

北茨城市，高萩市，日
立市，常陸大宮市，水
戸市，笠間市，桜川
市，石岡市，土浦市，
つくば市，筑西市

６－１１
商工会及び商工会議所
による小規模事業者の
支援に関する法律

基盤施設計画の認定等 21 市町村 産業づくり
産業づくり
（中小企業支
援）

６－１２ 大規模小売店舗立地法 大規模小売店舗の新設届出の受理等 21 市

６－１３
中小企業団体の組織に
関する法律

中小企業団体の設立認可等 21 市町村

６－１４ 中小企業等協同組合法 事業協同組合等の設立認可等 21 市町村

６－１５ 農業協同組合法 農事組合法人の設立の届出受理等 22 市町村

６－１６
建設工事に係る資材の
再資源化等に関する法
律

解体工事業者登録簿の閲覧 21 建築主事を置く市

まちづくり特例
市

まちづくり特例市
（第二期）

７－１ 不動産登記法
河川区域の土地に係る不動産登記の
嘱託

21 市町村

（６） 生活・安全・産業振興分野 １４法令 ２８７事務

主な事務の内容

包括移譲
備考（事務が該当する
市町村等）

移譲開
始年度

移譲対象市町村
番
号

番
号 法令名 主な事務の内容

包括移譲
備考（事務が該当する
市町村等）

法令名

１法令 ２事務

移譲開
始年度

移譲対象市町村

（７） その他
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No. 県の関与等事項名 条例等名称 条項 廃止・縮減の内容 実施・予定時期

1
市町村施行土地区画整理事業の
資金計画の変更等に係る県との
協議

土地区画整理事業(公
共施行)の事業計画変
更に係る事務手続きに
ついて(通知)

協議の廃止 平成14年度

2
市町村が県立公園事業を執行す
る際の知事の承認

茨城県立自然公園条例 第7条第2項
「承認」を「同意を要
する協議」に改正

平成14年度

3
市町村が流域下水道を使用する
際の使用計画の提出及び知事の
承認

第3 提出及び承認の廃止 平成14年度

4
公共下水道を流域下水道に接続
する際の接続工事についての知
事の承認

第8
「承認」を「同意を要
する協議」に改正

平成14年度

5
流域下水道へ流入する水質の測
定及び知事への報告

第11
測定及び報告回数を毎
月から四半期ごとに縮
減

平成14年度

6
老人福祉センターの利用状況の
知事への報告

茨城県老人福祉法施行
細則

第13条 報告の廃止 平成15年度

7
引き取り者の判明しない死体を
大学の長に交付したときの知事
への報告

茨城県墓地，埋葬等に
関する法律第９条の規
定による埋葬等の取扱
要領

第5 報告の廃止 平成17年度

8
市町村立土地開発公社の役員異
動報告書の知事への提出

第8(3)

9
市町村立土地開発公社の事業計
画等の年度開始前の知事への提
出

第8(4)

10
市町村立土地開発公社の事業報
告書の決算終了後２ヶ月以内の
知事への提出

第8(5)

11
市町村立土地開発公社の業務運
営状況等に関する検収

第9

12
市町村立土地開発公社の状況等
に関する定期検査

第4

13
市町村の都市計画決定に係る県
知事の同意

市町村が定める都市計
画の県知事同意に係る
手続きフロー

同意時期の弾力化（年
４回程度→市町村協議
に合わせ随時）（県の
計画と一体的に行うも
のを除く）

平成16年度

14 簡易・小簡易専用水道の布設届 茨城県安全な飲料水の 第３条 簡易・小簡易専用水道 平成１８年度

14
下水道事業に関するアンケート
調査等

下水道事業の実態に係
る調査

調査項目の縮減 平成18年度

15
農地等の贈与に係る不動産取得
税の徴収猶予の申請等のとりま
とめ

農業委員会によるとり
まとめ廃止

平成18年度

16
区画整理補助金の申請・実績報
告事務の土木事務所経由（国補
事業）

国庫補助金交付申請要
領

土木事務所経由の廃止 平成18年度

17
再開発事業の申請・実績報告事
務の土木事務所経由

茨城県組合等土地区画
整理事業費補助金交付
要項１６条

土木事務所経由の廃止 平成19年度

18
農業振興条件整備支援事業に係
る補助申請添付書類の軽減

茨城農業改革推進総合
対策事業費補助金交付
要項

添付書類の縮減 平成21年度

市町村への県の関与の廃止・縮減

平成15年度
要綱の廃止（提出等の
廃止）

茨城県流域下水道管理
要綱

＊網掛けは平成21年1月末までに廃止・縮減した事務（17事務）

土地開発公社指導監督
要綱
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No. 県の関与等事項名 条例等名称 条項 廃止・縮減の内容 実施・予定時期

1
建築確認申請受付前の市町村農
業委員会の地目確認事務

確認事務の廃止

2
農業委員会の地目確認整理簿の
備え付け義務

備え付け義務の廃止

3
地域ケアシステムの推進事業の
現況報告

地域ケアシステム推進
事業の現況等の記入要
領

第1
報告回数の縮減

（四半期→年１回）
平成15年度

4
身体障害者デイサービス事業及
び精神薄弱者デイサービス事業
の利用状況報告

身体障害者デイサービ
ス事業及び精神薄弱者
デイサービス事業の利
用促進について（通
知）

報告の廃止 平成15年度

5
市町村による土地取引表の作
成・報告（土地取引事例アン
ケート調査）

土地取引事例アンケー
ト調査実施要項

第2条 調査自体の廃止 平成15年度

6
遊休土地実態調査における市町
村の現地調査

茨城県遊休土地認定事
務処理要領

第3条 現地調査の廃止 平成15年度

7 消防施設整備費補助金交付申請
茨城県消防施設整備費
補助金交付要項
*要綱廃止（H20.3）

第5条
国への要望書との重複
書類は不要である旨を
明確化

平成15年度

8
母子・寡婦福祉資金貸付事務の
処理状況報告

茨城県母子・寡婦福祉
資金貸付事務処理特例
交付金交付要項

第5条 処理状況報告の廃止 平成15年度

9
特定計量器定期検査に係る検査
結果報告

特定計量器定期検査要
項

2(1) 検査結果報告書の廃止 平成15年度

10
商店街共同施設整備事業補助金
交付申請

商店街共同施設整備事
業補助金交付要項

7
採択申請書と重複する
添付書類の省略

平成15年度

11
普通交付税算定に係る軽自動車
税基礎数値のヒアリング

普通交付税の額の算定
に用いる基礎数値等に
ついて（照会）

ヒアリングの廃止 平成14年度

12
市町村職員勤務条件調査に係る
ヒアリング

勤務条件等に関する調
査等について（依頼）

ヒアリングの廃止 平成15年度

13
ゴルフ場会員募集届の市町村長
経由

第6-2

14
ゴルフ場会員募集変更届の市町
村長経由

第6-3

15
ゴルフ場会員募集終了届，経過
届の市町村長経由

第6-4

16 茨城県消費生活講座受講生募集
茨城県消費生活講座実
施要領

第5 市町村経由の廃止 平成15年度

17
茨城県立自然公園条例に基づく
特別地域における工作物新築等
許可申請の市町村経由

18
茨城県立自然公園条例に基づく
普通地域における工作物新築等
届出の市町村経由

19
自然公園法に基づく国定公園の
特別地域における工作物新築等
許可申請の市町村経由

20
自然公園法に基づく国定公園の
普通地域における工作物新築等
届出の市町村経由

21
浄化槽工事実績報告書の市町村
経由

第8-2

22
浄化槽清掃実績報告書の市町村
経由

第4-2

23
漁業士認定申請についての市町
村経由

茨城県漁業士育成事業
実施要領

5 市町村経由の廃止 平成14年度

24
農業改良資金貸付申請書の市町
村経由

茨城県農業改良資金貸
付規程

第5条 市町村経由の廃止 平成14年度

市町村の事務負担の軽減

市町村経由の廃止

市町村経由の廃止

平成15年度

平成14年度

平成14年度

建築基準法による建築
確認と農地法による農
地転用許可基準事務の
連絡調整について（通
達）

ゴルフ会員募集に関す
る指導要綱

自然公園特別（普通）
地域内における各種行
為の許可申請（届出）
書等の市町村長経由に
ついて（依頼）

＊網掛けは平成21年1月末までに廃止・縮減した事務（44事務）

茨城県浄化槽指導要綱 市町村経由の廃止 平成16年度
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No. 県の関与等事項名 条例等名称 条項 廃止・縮減の内容 実施・予定時期

25
農業改良資金支払い猶予申請書
の市町村経由

第14条 市町村経由の廃止 平成14年度

26
土地改良事業補助金申請書の市
町村経由

茨城県土地改良事業補
助金交付要項

第13条 市町村経由の廃止 平成15年度

27
県単土地改良事業に係る事業計
画書等の市町村経由

茨城県県単土地改良事
業実施要領

第3 市町村経由の廃止 平成15年度

28
農地・農業用施設災害復旧事業
等交付申請等の市町村経由

茨城県災害復旧事業等
補助金交付規程

第14条 市町村経由の廃止 平成16年度

29 胆道閉鎖症検査カードの報告
胆道閉鎖症マススク
リーニング検査事業実
施要項

5(1)ウ 報告回数の縮減 平成15年度

30
県内公共図書館に対する概要調
査

「図書館概要」の作成
について

調査項目の縮減（他の
調査との重複項目の削

平成15年度

31
脳卒中情報システムに係る訪問
結果票の提出

茨城県脳卒中情報シス
テム事業実施要領

5(2)
報告の廃止（事業の廃
止）

平成15年度

32
普通交付税算定に係る法人税割
（２回目）基礎数値ヒアリング

普通交付税の額の算定
に用いる基礎数値等に
ついて（照会）

ヒアリングの廃止 平成15年度

33
工業開発条例に基づく工場設置
の届出の市町村経由

茨城県工業開発条例
[茨城県知事の権限に
属する事務の処理の特
例に関する条例]

開発 第15
条、第21条
[権限 第2条]

市町村経由の廃止（条
例の廃止）

平成15年度

34 中学校等生徒の進路希望調査
中学校等生徒の進路希
望調査実施要領

ヒアリングの廃止 平成16年度

35
宅地開発事業の適性化に関する
条例に基づく設計確認申請の市
町村経由

宅地第9条
[権限 第2条]

36
宅地開発事業の適性化に関する
条例に基づく設計変更確認申請
の市町村経由

宅地第11条
[権限 第2条]

37
宅地開発事業の適性化に関する
条例に基づく軽微な設計変更等
届出の市町村経由

宅地第14条
[権限 第2条]

38
宅地開発事業の適性化に関する
条例に基づく工事完了届出の市
町村経由

宅地第16条
[権限 第2条]

39
宅地開発事業の適性化に関する
条例に基づく完了公告前の建築
に支障がないことの認定の市町

宅地第17条第
１項
[権限 第2条]

40
宅地開発事業の適性化に関する
条例に基づく地位承継の承認申
請の市町村経由

宅地第17条第
１項
[権限 第2条]

41 市町村教育事務状況調査
市町村教育事務状況調
査実施要項

調査の廃止 平成16年度

42
国庫補助事業に係る要望調書の
作成

補助金等に係る予算の
執行の適正化に関する
法律

調査期間の設定見直し 平成18年度

43
市町村下水道整備支援事業補助
金

市町村下水道整備支援
事業費補助金交付要綱

添付書類の簡素化等 平成18年度

44
市街地再開発事業補助金申請の
様式の統一化

市街地再開発事業費補助
交付要項、県市街地再開
発支援事業費補助金交付
要項

県様式を国様式に統一 平成19年度

45 働く婦人の家運営方法等報告書
働く婦人の家運営状況
報告について

書類の簡素化に向け国
へ働きかけ

平成21年度

46
障害者の自動車税・自動車取得
税減免に係る生計同一証明書の
発行

茨城県県税条例施行規
則

市町村経由の廃止
平成22年度まで
に検討

茨城県宅地開発事業の
適性化に関する条例

[茨城県知事の権限に
属する事務の処理の特
例に関する条例]

平成16年度
市町村経由の廃止
（条例の廃止）
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茨城県行財政改革推進懇談会委員名簿

（五十音順・敬称略）

氏 名 役 職 等

荒田 英知 ＰＨＰ総合研究所地域政策研究部研究部長

宇佐見 恵子 茨城県世界青少年コミュニケーションクラブ理事長

樫村 千秋 日立市長

兼平 紀子 愛友酒造（株）代表取締役

児島 強 日本労働組合総連合会茨城県連合会会長

柴田 誠 全国農業協同組合連合会茨城県本部長

関 正樹 関彰商事(株)社長

高端 正幸 聖学院大学政治経済学部准教授

田口 伸一 前日本青年会議所茨城ブロック協議会会長

辻 琢也 一橋大学大学院法学研究科教授

友末 忠徳 前(株)茨城新聞社代表取締役会長

◎幡谷 祐一 茨城県信用組合理事長

平塚 知真子 (株)エデュケーションデザインラボ代表取締役（ＮＰＯ法人ままとーん初代理事長・現理事）

森 秀男 (株)山森会長

○兪 和 茨城大学人文学部教授

◎：会長，○：副会長

行財政改革専門部会委員名簿

（五十音順・敬称略）

氏 名 役 職 等

懇
樫村 千秋 日立市長

談
児島 強 日本労働組合総連合会茨城県連合会会長

会
関 正樹 関彰商事(株)社長

委
辻 琢也 一橋大学大学院法学研究科教授

員
森 秀男 (株)山森会長

☆ 兪 和 茨城大学人文学部教授

鬼澤 慎人 茨城県経営品質協議会代表理事

専 後藤 玲子 茨城大学人文学部准教授

門 小濵 裕正 (株)カスミ取締役社長

委 兼村 高文 明治大学公共政策大学院ガバナンス研究科教授

員 幡谷 信勝 茨城県信用組合専務理事

高橋 惠一 (株)筑波学園ホテル代表取締役社長

☆：専門部会長

＊上記は，第５次行財政改革大綱策定時（H21.2）の委員名簿
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第５次茨城県行財政改革大綱の策定経過

平 成 ２０ 年 度

区 分

４ 月 ５ 月 ６ 月 ７ 月 ８ 月 ９ 月 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月

◎ ◎ ◎

行財政改革推進 改革の基 中間まと 最終案ま

行 懇談会 本的視点 め報告 とめ（知

等 (11/26) 事へ提言

革 フリート (2/23)
ーク

懇 (5/26)

談 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

行財政改革専門 現状と課 改革メニ 改革メニ 中間まと 最終案検

会 部会 題，改革 ュー等検 ュー等検 め検討 討

の視点等 討① 討 ② (10/29) (1/27)
検 討 (7/25) (8/20)

(6/25)

財政再建等 →

調査特別委員会 ◎ ◎ ◎ ◎(9/4)
(5/7) (6/17) (7/16) ◎(9/5)

県 ◎

(5/30) ◎

議 (9/19)
最終報告

会

◎ ◎ ◎

総務企画委員会 経過報告 中間報告 新大綱報

(6/12) (12/10) 告

(3/9)

◎ ◎ ◎

行財政改革推進 策定方針 中間まと 新大綱決

本部 等決定 め決定 定

（5/16） (11/10) （2/24）
庁

◎ ◎ ◎

行財政改革推進 策定方針 中間まと 最終案協

本部幹事会 等 め協議 議

(5/12) (11/5) (2/18）

内

企画監会議等

◎ ◎

各 部 局 意 見 等 調 整

※ H20.12.11 ～ H21.1.13 までの１ヶ月間パブリックコメント実施

・行財政改革推進懇談会（会長：幡谷裕一） 民間有識者で構成
・行財政改革推進懇談会専門部会（部会長：兪和） 民間有識者による専門委員で構成
・行財政改革推進本部（本部長：知事） 各部局長等で構成
・行財政改革推進本部幹事会（議長：副知事） 各部局次長等で構成



茨城県総務部行財政改革・地方分権推進室
http://www.pref.ibaraki.jp

〒310-8555 水戸市笠原町９７８－６【県庁舎７階北東側】

電 話 ０２９－３０１－２２１１

ＦＡＸ ０２９－３０１－２２１９

E-mail gyobun@pref.ibaraki.lg.jp


